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第I章はじめに

　昭和36年に始まったI　T研究会年次大会も、今回で50回を数えることとなる。これまで諸先輩

により積み上げられてきた研究論文は大きな財産であり、この財産を今ここで振り返り、これからの

保険金杜システムの展望を見出していくことは、非常に意義のあることであると言える。

　私たち第6グループは50回記念テーマ「I　T研究会の半世紀と保険金杜システムのこれから」の

研究を通じてr研究論文DB」やr保険システム年表」を作成し、賛助各社へのrアンケート」とと

もに過去研究の傾向やその時代の課題を取りまとめた。また、「保険金杜システムのパラダイムシフト」

と題した保険金杜システムのこれからのあり方について提言する。

以下、I．基本方針、H．成果物の説明を行い、本論へ進んで行くこととする。

I．基本方針

1．I　T研究会の半世紀にわたる研究を振り返る。

2．保険金杜システムの将来像を考え、提言をする。

I．成果物

1．研究論文DB（注〕

過去の研究論文（1979年度から2009年度まで）を、それぞれ以下の項目に従って整理
したデータ（以降、「DB」）。

「年度」　　…　属する年度

「回」　　　…　属する回

「通番」　　…　年度（回）毎に一意となる通番

「タイトル」…　　タイトル

「分類」　　…　内容を示すキーワード（最大3っ）

「背景」　　…　関連するできごと

「概要」　　…　概要を抽出し、まとめたもの

「結論」　　…　結論を抽出し、まとめたもの

2．保険システム年表（注〕

保険業界・I　T業界・隣接業界、保険金杜システム、I　T研究会等のイベントを時系列に整理

した年表（以降、「年表」）。

3．アンケート

保険金杜各社担当者様にご回答いただいた、保険金杜システムが抱える課題や、システム投資、

I　T研究会の研究内容などに関するアンケート結果を整理したもの。

（注）rDB」作表」は付録として掲載。また、アクチェアリー会ホームページからも閲覧可。
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第I章保険会社システムが抱えてきた課題の考察～1T研究会過去論文より～

　本論文では、「保険金杜システムのパラダイムシフト」を論じるにあたり、まず、保険金杜システム

がこれまでどのような課題を抱えてきたかということを考察し、それらの課題に関する現状・将来を

考察した後に、「保険金杜システムのパラダイムシフト」の検討を行っていく。

　そして、本章では「保険金杜システムが抱えてきた課題」の考察を進めるための資料として、これ

までI　T研究会が行ってきた過去の研究論文を使用する。というのも、I　T研究会はこれまで、時節

の傾向にあわせて、保険金杜システムに関連する技術・問題解決などの研究を進めてきており、これ

までのI　T研究会の研究内容を確認することは、「保険金杜システムが抱えてきた課題」そのものを確

認することにもつながると考えられるためである。

　また、I　T研究会への参加に関する「アンケート」を行ったところ、「参加者の知識・コミュニケ

ーションカ向上に寄与している」という回答を半数近くいただいており、I　T研究会が保険金杜各社

の現場に大きく関係・貢献してきたことがわかった。このことからも、研究内容を確認することは、

「保険金杜システムが抱えてきた課題」を確認するために有用であると考える。

　なお、過去の研究論文を分析・確認する際には、今回作成した「DB」を使用する。「DB」の分

類を使用した分析や、研究内容の抽出を通して、これまでどのような課題に対する研究が行われてき

たかを確認していく。また、課題を考察するための資料としては、過去の研究論文のほか「年表」も

使用し、保険金杜システムに関連する過去の出来事からも課題を考察していく。
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I．1T研究会過去論文の傾向分析

　「I　T研究会過去論文」から「保険金杜システムが抱えてきた課題」として着目すべき内容にた

どり着くために、ここではまず「DB」の分類を使用して研究内容の傾向を分析し、分類を絞り込
む。

1．「DB」の分類数からの集計

　これまでどのような研究が多く行われてきたかを大まかに確認するため、「DB」内に存在する

全論文の分類を集計した（表n－1）。この集計結果からどのような課題が多く取り上げられてき

たかがわかるが、全体的な傾向として、これまで、I　T研究会では「新技術」「ネットワーク」「開

発手法」「効率化」「コスト」「組織・体制」「人材・育成」「生産性」の分野に関する研究が多く取

り組まれてきたことがわかった。

　ここから更に上位の分類に絞って分析を進めていくことで、I　T研究会がこれまで取り組んで

きた課題に対する主な内容に近づくことができると考え、次項以降の分析を進める。

表正一1　「DB」分類の集計結果
．順位．・ 分類 合計・ 順位． 分類 一．合計．、1．

1 新技術 30 8 生産性 11
2 ネットワーク 18 9 セキュリティ 9

〃 開発手法 18 10 運用 8

4 効率化 17 11 アウトソース 6

5 コスト 15 12 OA 5

6 繊哉・体制 13 〃 災害対策・信頼性 5

7 人材・育成 12 一 その他 83
※4件以下はその他として集計

「DB」分類の集計結果

※4件以下はその他として集計

2．研究内容推移からの分析

　前項では全体の分類集計結果から、これまでどのような分類が多く取り上げられてきたかを確

認したが、本論文では、過去の課題を現在・将来につなげて考察していくため、ここからさらに

近年に的を絞って、分類の時系列的な推移を確認し、現状に即した普遍的でないものに絞り込ん

でいくこととする。

　そこで、1995年以降の分類を5年区切りで並べて比較した（表■一2）。時系列に並べてみ

ると、1995年度以降はネットワーク・インターネットなどの取り組みが増えているなど、各

年代でも傾向に違いがあることがわかったが、ここでは、過去の課題を現在・将来にっなげて考

察してくため、現在の技術、保険業界と乖離が少なく、直近の傾向が見られる、2005年度以

降に着目する。

　そしてさらに、「数の少ない分類」及び、普遍的な研究支橡で課題解決とは目的が異なる「新技

術」に関しては省いて的を絞り、r効率化」rコスト」r開発手法」r人材・育成」r繍載・体制」の

5つの分類を、課題に対して主に研究されてきた分類と捉えて考察を進めていくこととした。
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　　　　　　　　　　　表I－2　研究内容の推移傾向（近年を5年区切り）

■1995～1999年度　　　　　■2000～2004年度
会類 合計

新技術 7

ネットワーク 5

セキュリティ 3

組織・体制 3

開発手法 3

パッケージ 2

電子化 2

コスト 2

運用 2

インターネット 2

分類 合計

ネットワーク 4

新技術 3

コスト 3

開発手法 3

アウトソース 2

WEB 2

人材・育成 2

■2005～2009年度
分類 合計

効率化 8

新技術 5

コスト 5

組織・体制 3

開発手法 3

人材・育成 3

ネットワ』ク 2

セキュリティ 2

社会・環境 2

クラウド 2

WEB 2

SOA 2

I．I　T研究会過去論文に見られる具体的な課題の確認

　ここまでの分析では、r主に研究されてきた分類」を絞ってきたが、ここからは、絞り込んだ5

つの分類（r効率化」rコスト」r開発手法」r人材・育成」r組織・体制」）に属する研究論文を具体

的に確認し、「保険金杜システムが抱えてきた課題」について考えていく。

1．I　T研究会過去論文から課題と対策の抽出

研究内容を具体的に確認するために「DB」から、5つの分類に属する2005年度以降の論

文をいくつか取り出し、rDB」に格納されている概要と結論項目から課題・対策となる箇所を

下表（表1I－3）に抜粋した。

表皿一3　5つの分類に属する課題・対策一覧（分類ごとに2件ずつ抜粋）

1。年度 タイトル 分類 具体的な露題 ．対象

2007 保険業務システムにお 効率化 保険業界は、保険金等の支払に関する ・ユーザとシステム部門が力をあ

けるビジネスルールエ 問題やシステム投資拡大によるメン わせて環境の変化に対応する。

ンジンの適用について テナンス費用の増加、迅速なシステム ・メインフレームシステムとビジ

対応と同時に、システム処理に求めら ネスルールエンシンシステムを

れる正確性を実現するなど、多くの問 併存させ、それぞれの長所を生

題が課せられ、保険金杜各拙こは迅速 かすようシステムを構成する。

な対応が求められている。

2009 保険業界におけるS　a 効率化 保険システムにスピード感のある対 クラウドコンピュ］ティングやS

aS（Softwareasa 応が求められている。 a　a　Sというスピードが求められ

Service）利用の研究 る環境に適したサービスを活用す

る。
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年度 タイトル 分類 具体的な課題 対策

2009 保険業界におけるO　S コスト 低コストでのシステム構築が可能な 「商用ソフトウェア中心のシステ

S（オ』プンソ』スソフ O　S　Sが、信頼性重視の保険業界で活 ム実装」喀杜別の非効率なシステ

トウェア）の活用につい 用されにくい。 ム構築」ではなく「コスト肖1」減を

て 目的としたO　S　S適用領域の拡

大」及び「保険システムの共通化、

共同開発」を推進する。

2009 地球環境保護に向けた コスト 紙使用量、電力使用量の削減に向けた 自然環境、保険金杜、お客様の三

「グリ』ンI　T」の研究 方策を論じ、削減効果のシミュレーシ 者において、特定の主体に偏らな

ヨンを行う。 いようにする。（論文では、グリー

ンI　Tの各種具体策の定量的な評

価を通じ、その可能一性を示してい

る。）

2005 プロジェクトマネジメ 開発 I　Tプロジェクトにて必ずしも満足 「スコープマネジメント」「コミュ

ソトの研究 手法 な効果を得ていない。特にここ数年 ニケーションマネジメント」「リス

は、品質、コスト、納期とも、より高 クマネジメント」に対して、4つ

い期待が掛けられており、プロジェク のプロセス（回避、需要、転嫁、

トマネジメントの改善が喫緊の課題 軽減）を全て実行して効果を得る。

である。

2005 Webアプリケーショ 開発 Webアプリケ』ション開発の効率 ・テストツールを積極的に活用す

ン開発におけるテスト 手法 化、開発期間の短縮、精度の向上が、 る。

の効率化と生産性向上 経営戦略上においても重要な課題と ・UMLを積極的に活用する。

なっている。 ・テスト・テスタの地位を向上す

る。

・テスト計画を見直す。

・組織、体制を見直す。

2008 情報システム組織の適 人材・ 保険金杜のI　T部門は効率化を目指 ・質・量ともに人員の適正化。

正化とI　T人材の育成 育成 して、アウトソーシングや分社化等の ・業務の重要度を最新化するタイ

組織改革を経て結果的にスリム化と ミンクを設け、最適な人員を配

いう道を進んできたが内部統制や情 直する柔軟性をもつ。

報管理など多くの問題に直面してい

る。

2009 I　T業界におけるフー 人材・ ワークライプバランスの重要性が叫 ・経営戦略の一環として推進する。

クライブバランス 育成 ばれている。 ・問題点の把握、計画立案、フー

クライブバランスの推進、推進

状況の確認、課題の見直しを行

い、従業員の実態に即した施策

につなげていく。

2006 内部統制強化のための 組織・ 相次ぐ企業不祥事によりコンプライ システム部門が主体となって内部

システム部門の役割 体制 アソス・リスク管理の声が高まり、保 統制を進める（業務のデータフロ

険金杜においても法律や規定などの 一を掴むことができ、業務部門よ

様々なルールを始め、顧客保護、信用 りも全体を把握できるようにな

維持の観点からも内部統制強化が求 る。）

められている。
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」年度 タイトル 分類 具体的な課題 対簑

2007 I　Tグループ会社の現 組織・ I　T領域でのコスト削減傾向、I　T市 ・親会社のシステム部門のような

状と今後のあり方 体制 場での価格競争の激化、技術革新の加 立場から脱却し、グループ内で

速といった環境変化の中で、ITグル 自立した地位を築き、企業価値

一プ会社のあり方を見つめ直す必要 を増加させ、グループ全体への

性が出てきている。 貢献を図る組織・企業を目指す。

・企画に参画し、案件の量や予測

に基づく体制補強や準備を行

う。

・開発規模を制御・統制・合理化

する機能をI　Tグループ会社が

持ち、親会社は本業に専念する。

・内版業務で培ったノウハウを外

版で活かし、外販で得たノウハ

ウを親会杜に提供する。

これら過去の研究論文の具体的な課題内容をみると、分類ごとに以下のように整理できる。

「効率化」

rコスト」

「開発手法」

「人材・育成」

「組織1休制」

迅速なシステム対応・正確性

コスト削減

開発の効率化・開発期間の短縮・精度の向上

内部統制・情報管理

内部統制強化・コスト削減

　このようにしてみると、分類ごとに個別の内容はあっても、それぞれ主に「コスト対策」「開発

効率・体制」を主な課題としていることがわかる。そこで、過去の研究論文からみられる、「保険

金杜システムが抱えてきた課題」としてはこの「コスト対策」「開発効率・体制」の2点を挙げる

こととする。

皿．過去の出来事から見られる課題

　「保険金杜システムが抱えてきた課題」を挙げるにあたり、ここで過去の研究論文以外にもう一

つ、過去の出来事からも探してみようと考え、「年表」を活用して検討を行う。この「年表」は「業

界（保険・I　T・隣接）」、r保険金杜システム」、「アクチェアリー会・I　T研究会」のそれぞれの

分野で発生した出来事を時系列に整理したものだが、ここでは特に「保険金杜システム」の領域に

注目する。

　r年表」の保険金杜システム領域を、課題を観点に傭瞭すると、図1I－1のように、r再構築」

という言葉がいくつかの項目に記載されていることがわかる。システムの再構築とは、問題がなけ

れば実施されるものではなく、通常、時間の経過とともに発生する老朽化が課題であることが多い

と思われる（多少の問題であれば、問題点を改修しながら使われていくことになる）。

　このことから、過去の出来事から考えられる課題として、ここでは「業務アプリケーションの老

朽化」を「保険金杜システムが抱えてきた課題」のひとつとして挙げることとする。
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、s説．

図皿一1　「年表」保険会社システムの抜粋

　　　　　　　朋『…19訓一…・触舳3洲州蝋’一≡鮒…帆舳旧棚　、嚢．一

営業火夢システムの唐構築（慕生保） 裸〕●

個人ローンシステムの副真簗（菓生保）　肋燃蝪・

w．保険会社システムが抱えてきた課題

以上のことから、「保険金杜システムが抱えてきた課題」を以下3点にまとめる。

・「コスト対策」

・「開発効率・体制」

・「業務アプリケーションの老朽化」

本章では「保険金杜システムのパラダイムシフト」を論じるために、「保険金杜システムが抱え

てきた課題」を振り返ってきたが、次章以降では本章でまとめた3点の課題に着目して、「現在は

これらの課題がどのように捉えられているのか、そして、これらの課題にどのように対応し、どの

ような将来像を考えることができるか」ということを考察していく。

　なお、今回、I　T研究会の過去の研究成果物を分析・確認することで、将来を考えるにあたって

必要な見解を得ることができた。今後の技術研究を行う際にも、今回作成したrDB」・r年表」は

有用な情報を得ることができると思われるため、今後、I　T研究会における研究その他に幅広く活

用されることを期待する。
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第皿章現在抱えている課題と解決策　～各社アンケートより～

　第n章では、rDB」r年表」からrコスト対策」r開発効率・体制」r業務アプリケーションの老朽

化」の3つが、今まで保険金杜システムの大きな課題として取り組まれてきたことを論じてきた。本

章では、これら3つについて、各社へのアンケート結果をもとに、現在における課題を考察し、課題

に対する取組み・解決策について具体的に述べていく。

工．コスト対策

1．課題の考察（アンケートより）

　昨今の日本経済は、米国発端の金融危機を契機に発した世界的な景気後退の影響を受けている。

平成21年度は失業率が高水準で推移するなど依然として厳しい状況が続いた。このような状況

のなかで、銀行をはじめとする金融業界で各種投資の抑制が顕著となっている。保険金杜も例外

ではない。新規契約の獲得、消滅契約の抑制を推進する一方、人件費・物件費等の事業費を必要

最低限まで削減すべく、各社課題に取り組んでいる。

　アンケートの結果を見ると、事業費に対するシステム投資額の割合は13．1％（5年平均）

となっており、経営陣・利害関係者からすると軽視できない数値と思われる（表皿一1）。

表皿一1　システム投資額の推移

2007年　2008年　2009年　201・0年　20η年　　平均

システム投資額／事業費　　13．2％ 13．2％ 15．！％ 12．2％ 11．7％ 13．1％

※2010年・2011年は見込み

　そこで、ここではr保険金杜システムにかかるコストの削減・効率化」を保険金杜の抱える重

大な課題の」つとし、アンケートの結果を分析して考察した結果を述べていく。

（1）各社のシステムが抱える課題と改善要望

　まずはアンケートの結果を活用し、各社がどれくらいコストに関する課題を抱えている

かを見てみる。各社が課題認識・改善要望を抱えているシステム（2つまで）を挙げても

らったところ、「66」のシステムが対象となった。そのうち、コストに課題を抱えると

回答があったのはr36」のシステムであった。つまり、自社のシステムに対してコスト

を課題としている割合は約55％であり、半数以上を占めている。

　次に、当該システムに対してどのような課題・改善要望を抱えているかを見てみる。「6

6」のシステムが抱える課題・改善要望の総数r218」に対して、コストに課題・改善

要望を抱えているという回答数は「57」であった。割合としては約26％であるが、他

の回答と比較すると群を抜く回答数であった（表皿一2）。
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表皿一2　各社のシステムが抱える課題・改善内容

課題1改善内容 回答数 割合 課題・改善内容 回答数 割合

コスト（開発・購入・保守） 57 26，1％ 他社競合優位性（差別化） 12 5．5％

メンテナンスピリティ 20 9．2％ 可用性 ！1 5．0％

利便性 20 9．2％ 老朽化（ソフトウェア） 11 5．0％

開発スピード 14 6．4％ 安全性（セキュリティ） 9 小1％

操作性 14 6，4％ 拡張性 9 小1％

信頼性・信用性（リスク） 13 6．0％ 処理能力（パフォーマンス） 7 3．2％

※回答数6以下は省略

表皿一2

※回答数6以下は省略

また、コストに課題・改善要望を抱えると「57」の回答があったが、対象のシステム

と開発費・購入費・保守費の内訳は表皿一3のとおりである。

表皿一3　コスト別課題数（システム毎）

システム 開発費 購入費 保守費 合計 割合

フロントシステム（窓口、営業職員馬端末） 5一 3一 3一 1王 19－3％

契約保全システム 4 4 8 1全0％

支払管理システム 1 1 3 5 8．8％

代理店システム 3 2 5 8．8％

請求・収納管理システム 1 2 3 5．3％

メインフレーム基盤で動くシステム全般 1 2 3 5．3％

会計システム 1 2 3 5．3％

グノレープウエアシステム 1 2 3 5，3％

社内ポータルシステム 1 1 1 3 5．3％

営業支援システム 1 1一 2 3．5％

基幹契約管理システム 1 1 2 3．5％

インターネット販売システム 1 1 2 3．5％

商品開発システム 1 1 2 3．5％

運用管理システム（監視等） 1 1 1．8％

ネットワークシステム 1 1 1，8％

音声システム 1 1 1．8％

顧客管理システム 1 1 1．8％

メ』ルシステム 1 1 1．8％

合計 22 5 30 57
］

　比較的大きな割合を占めていたのは、フロントシステムと契約保全システムである。フ

ロントシステムの注目すべき点はr購入費」である。窓口に設置したり、営業職員に貸与・

配布したりするフロントシステムは、端末の数に比例して購入費がかかる。会社の規模や

販売チャネルの樹敦にもよるが、場合によっては端末数が数万台になることもある。しか

もその端末が5年から6年ほどのサイクルで保守切れやリース満了となるケースが多く、

その都度、多額のコストがかかる。
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　契約保全システムの樹敦は、保険金杜特有の、取扱うデータの量やプログラムの量であ

る。終身保険や年金保険など契約期間が長期にわたるデータが存在し、古い保険商品に関

連する情報も保持していかなければならない。たとえその商品が売り止めになったとして

も、1件でも契約が残っているかぎりメンテナンスをしていく必要がある。過去の煩雑な

データやプログラムに対する調査や開発に工数がかかり、開発費・保守費がかさんでいる

のではないかと思われる。

　このご時世、どのようなシステムでもコストを意識しないものはないと言っても過言で

はない。各社、コストに関する課題を解決し、事務や開発を効率化して経営資源の集中、

新商品の早い投入やシェアの拡大、ひいては顧客満足度の向上を図ろうとしている。

（2）システム投資の内訳

　ここでは、システム開発におけるコストを新商品対応・機能向上・老朽化システムの再

構築・新規チャネル対応等にかかる費用（新規開発コスト）と、法令対応・組織統廃合対

応・決算対応等の保守開発費とシステムを維持するためのランニングコスト（保守・運用

コスト）に分類した場合、各社が今後それぞれのコストに対してどういう意識を持ってい

るか、アンケートを活用して考察してみる。

　新規開発コストと保守・運用コストを「現状維持」「増加させたい」「肖1」減させたい」の

どれに該当するかを集計した結果は表皿一4のとおりである。

表皿一4　新規開発／保守・運用コスト改善要望

回答 新規開発コスト 割合 保守・運用コスト 割合

現状維持 9社／36社 25．0％ 6社／36社 16．7％

増加させたい 12社／36社 33．3％ 3社／36社 8．3％

肖1」減させたい 12社／36社 33．3％ 29社／36社 8◎．6％

新規開発コストについては意見が割れたが、保守・運用コストについては8割の会社が

コストを削減させたいということで明確な差が出ている。削減の理由は、限られたシステ

ム投資額の中で、新規開発コストヘの配分をできる限り多くするために、システムの維持

にかかる保守・運用コストを削減する（したい）という理由が多く見受けられた。

　なぜ新規開発コストヘ投資をシフトしたいのかは各社の経営戦略によるが、新規市場の

開拓や新たな販売チャネルの展開に向け、他社との差別化を図るべく戦略に投資していく

べきと判断しているのでないだろうか。

　また、表皿一5に記載のとおり、2007年から2011年までのコストの推移・推計

を見ても、新規開発コストより保守・運用コストが多額という会社が比較的多いことも投

資内容のシフト（保守・運用コストを下げて新規開発コストに投資する）の動機になって

いるのではないかと思われる。

表皿一5　新規開発／保守・運用コスト比率推移

2007年　2008年　2009年　2010年　20衛年

新規開発コスト≧保守・運用コスト

新規開発コスト〈保守・運用コスト

9社

12社

6社

16社

3社

20社

4社

11社

4社

7社

※20！0年・2011年は見込み
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2、課題に対する現在の技術・手法等を使用した解決策

　ここでは、前述した保険金杜システムにかかるコストに関する課題の解決に繋がる可能一性のあ

る新技術の中で、各社がアンケートにて興味を示したクラウドコンピューティング（35社中1

3社。約37％）とへ一パーレス（35社中10社。約29％）について、保険業界の糊敦や業

務の特性を踏まえて考察していく。

（1）クラウドコンピューティング

　クラウドコンピューティング（以下、クラウド）とは、リソースをネットワーク経由で

使用し、ユーザにサービス。庸報やアプリケーション等）を提供するという、コンピュー

タ構成・利用に関するコンセプトのことである。インターネットやTCP／I　Pネットワ

ークは、しばしば雲（クラウド）と表現されることから、インターネット上の“どこか”

にあるハードウェアリソース、ソフトウェアリソース、データリソースをユーザがその所

在や内部構造を意識することなく利用できる環境、ないしその利用スタイルを指す。

　現在は、利用できるサービスの形態によってS　a　a　S，P　a　a　S，H　a　a　S（I　a　a　S）

などと定義されている。それぞれの樹敦と導入する側の主な長所・短所を表皿一6に纏め
る。

表皿一6　サービス形態別クラウドコンピューティング

HaaS PaaS SaaS
」（har伽re鍋aS洲iCe） （P　I　atII＝0r固aS　a　serV　i　Ce） （software　as　a　serv　i　ce）

■■　i　I　一　■　一　■　一　■　一　・　・　一一　一　一　■　一　■　一
f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　、

アプリケーション アプリケーション ：　アプリケーション　　…
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

（業務プログラム） （業務プログラム） 1　（業務プログラム）　1
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

形 ．一　　I　　一　一　　1　一　　一　　．　　I　　1　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　　一　一
V一 @　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　、

』一一・一一一…　　　．i。．．‘．一．一一■．一一一一‘’

e一　一一一　一　i　■　i　一　一　一　■　一　一　一　一　一　‘　一　一　一
f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

開発・実行環境 ；　　開発・実行環境1
ムヒ
A態

＝　　開発・実行環境　　一
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

（基盤プログラム） 1　（基盤プログラム） 1　（基盤プログラム）　；

稜

；

、一口■■■一一’一一1□一一■1一■一’’

p一　一一　■一・一・　一一一一一　一　・　一．・一f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
黶@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i、・■・I・一・一■一一一’．’一一■’一I■一一‘．■’’

線 ’一　…　　　　　　　一　・・一・■・■　一　■　・　・　．・一　・一　一　■・■　一

f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　、
‘・一・一・　・　i　一　．・■　一・・一　一　■・一・一一　一　I　■　．　■

f一 @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

部 ：　　ハードウエア　　　； ：　　ハードウエア ：　　ハードウエア　　　1
分 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

一 I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

が
10S・サーバソフトウェア；1’　　　　　　　　　　　　　　　　i ：O　S・サーバソフトウェア l　O　S・サーバソフトウェア；

委
託

一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’、　　．　．　．　　　．　．　．　．　．　．　　　　．　　　　　　　　　　　　．’

ミ

㌧一・一一一一．一‘・一i一一i‘・．’‘・‘‘i一一’

了　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I
黶@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’㌧・．一．一一．．一一一．・．一．一．・．・．．一一一一．i．一一・．’

範
圏

業務プログラムは自社で ソフトウェアの開発・実行 自社で所有するものはな
所有・開発。 環境を外部に委託。 く、すべての資源をサービ

スとして利用する。
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表皿一6 サービス形態別クラウドコンピューティング（続き）

1－la　aS Pa　aS Sa　aS
（har伽areaSaSgrViCe） （Platfo欄asaservice） （sof加are脅sas鉗vice）

・プログラムは白杜で所有 ・アプリケーションの開発 ・自社で作成、運用するも

しているため、作りこみ に専念できる。 のがないため、開発負

や開発スケジュール等 ・運用と基盤プログラムは 荷、運用負荷がなくな

のコントロ』ルが可能』 業者に一任するので、運 る。（システムインフラ

長
・開発は自社で行うが運用 用負荷、基盤開発負荷が を保持する必要がなく

は委託先に一任するの 軽減できる。　等 なる）

所 で運用負荷が軽減でき ・サービス開始までが短期

る。 間で実現可能。

・ハードウェア資源の増減 ・安価なコストでサービス

が迅速に行える。　等 が利用できる可能性が

ある。　等

・業者がどのようなハード ・基盤プログラムを業者が ・カスタマイズが困難

を利用し、どのような運 開発するため、業務プロ ・業務プログラムも隠蔽さ

用をしているかは隠蔽 グラムの処理方式を合 れているので、障害時の

短
される。（セキュリティ、 わせなくてはならない。 コントロールが困難。

可用性、パフォーマンス ・業者がどのようなハード ・業者がどのようなハード

所 をコントロールしなけ を利用し、どのような運 を利用し、どのような運

れぱならない分野には 用をしているかは隠蔽 用をしているかは隠蔽

不向き）　等 される。　等 される。　等

　上記のとおり、各形態にはそれぞれの長所・短所があり、適用するシステムや業務の分

野に応じて適切なサービスを選定する必要がある。どのような観点で選定を検討すればよ

いか、以下にいくつカ湖を挙げてみる（表皿一7）。
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表皿一7　クラウド適用システム選定基準例

観点 内　容

他社競合優位性（差別化） 他社との競合優位を確保すべきシステムカ否か。差別化を

図るべき（コアな）システムであれば、クラウド（S　a　a

S）向きではない。

信頼性・信用性（リスク） 問題が起きた場合の社外・社内への影響が大きいシステム

カ否か。問題が起きた場合の白一社でのコントロールを重視

すべきシステムであればクラウド向きではない。

安全性（セキュリティ） 不正アクセスやデータの改ざんや情報漏洩の対策等、高度

なセキュリティが求められるシステムか否か。

可用性 高度な稼働率が求められるシステムカ否か。正常稼働を自

杜でコントロールしなければならないシステムか否か。

処理能力（パフォーマンス） 高度な処理能力が求められるシステムか否か。パフォーマ

シスを自社でコントロールしなければならないシステム

か否か。

独自性 業務アプリケーションの独自性が高いカ否か。独白性が高

いシステムである場合は、汎用的なクラウド（S　a　a　S）

向けではない。

可変性 業務アプリケーションの仕様が変更となる可能性が高い

カ否か。仕様の変更が多いシステムである場合は、クラウ

ド（S　a　a　S）向きではない。

開発期間（スピード） システム化が決定してからサービス開始までの期間が短

いか否か。スピードが求められる場合は、クラウドの利用

効果が高い。

　上記のとおり、単純にコストだけを見ればよいというわけではない。コストだけを重視

してしまうと、コスト削減ができたつもりが、他の部分でかえってコストパフォーマンス

の悪い事態となり、委託する前と比べてトータルコストが増大する場合がある。

　また、適切な価格で委託を行わなかった場合、受注側は費用を削ろうとし、人件費や材

料費や安全上必要なプロセスの省略などを行うかもしれない。たとえば人件費を一定以下

に削れば、受注者側の労働者の意欲（モチベーション）が維持できずに手抜きをする可能

性が高まる。結果として品質の低下に直結してしまう可育自性がある。

　また、上記の観点等で、クラウドが適合するシステムや業務の分野を検討する際、当言亥

システム全体像で判断するのではなく、システム環境（開発環境・テスト環境・本番環境

等）毎に導入を検討することも効果的ではないかと思われる。例えば、費用対効果が見込

まれるが、本番環境には個人情報があり、セキュリティが懸念されてクラウドの導入には

気が引けるが、マスキングデ』タを使用している開発環境（会社によるが）であれば、ク

ラウドが導入できる可能性があるかもしれない。しかも自社にハ』ドウェアを用意するよ

りも早く対応ができるので、より効率的な開発にも期待できる。さらにはクラウド（Ha

a　S，P　a　a　S）とパッケ』ジソフトの組み合わせが適合すれば、より効果が見込めるな

ど・クラウド単体での検討以外にも他のサービス等の組み合わせも、コスト削減・効率化

を図るうえで、検討の余地がある。
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（2）ぺ一パーレス

　ぺ一パーレスとはデータや資料を紙に印刷して保管・共有・閲覧などを行なってきたこ

とをやめ、コンピュータ上でのファイルの操作や画面表示で代替しようとすることである。

昨今、業務の効率化やコスト低減の取り組みの」環として行なわれるようになってきた。

パソコンの普及やネットワークのブロードバンド化、データを保存するメディアの低価格

化などにより、紙媒体以外にデータを保存できる仕組みが整ってきた。これらを活用して、

紙への印刷やコピーを極力減らすことにより、紙の印刷や保管にかかるコストを抑え、時

間的にも効率的な業務の遂行を目指すのがぺ一パーレスである。副次的には、紙資源や印

刷機器の電力の節約による環境問題への貢献などが見込まれる。

　紙媒体は取り扱いが容易で一覧性に優れるが、電子的なメディアに比べて経年劣化の問

題があり、保管容積や伝達・共有速度でも劣る。ぺ一パーレスを推進することにより、資

料の保存可能期間の延長や庸報共有の効率化、資料保管スペースの節約などの効果を得る

ことができる。誰でも見ることができる紙資料に対し、電子情報は適切なアクセスコント

ロールによりセキュリティを機密に保持することも容易となる。

　保険業界は、提案書・申込書・約款（ご契約のしおり）・チラシ・パンフレット等、紙

媒体の帳票を使用した業務が多い。これらの帳票のぺ一パーレスを推進することでコスト

削減を図ることができる。ただし、ぺ一パーレスを推進するにもコストが発生するので、

紙媒体によるコストとへ一パーレスに対応するコストを比較し、ぺ一パーレスに適した帳

票、もしくは業務を見出していく必要がある。また、印刷業者・保管業者・物流業者との

取引が減ることにもなるので、営業面での影響も視野に入れで1真重に検討することも必要

である。以下に、保険金杜のぺ一パーレスに関連するキーワードをいくつか記載する。

①押印廃止

　端末上の両面にお客様が署名することで手続きを完了する仕組み。従来は書面に署名・

捺印していた帳票を、画面上に表示された署名欄にサインすることによって当該業務に使

用していた紙媒体を廃止できる。ただし、押印を廃止してサインで対応することが手続き

として認められるかを検討して、見極める必要がある。また、サインする画面（端末）が

専用ペンで書かれた文字を認識できる仕様である必要があり、その端末を用意するコスト

とへ一パーレスがもたらす効果とのバランスも重要である。

②オンデマンド帳票

　帳票をあらかじめ印刷しておいて使用するのではなく、必要な帳票を必要なときに必要

な分だけ印刷することを指す。使用する量しか印刷されないので、印刷コストの削減が図

れるほか、配送料や保管コストの削減にもなる。また、帳票の改訂のたびに発生していた

破棄コストも肖■」減できる。さらには、システム上に登録された最新版の帳票を印刷するこ

とにより、古い帳票が使用されるという事務ミスのリスクが軽減できる。
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③トナーセーブ

　現在の保険業界において、ぺ一パーレスを推進しても紙媒体をゼロにすることはできな

い。そこでよりコストを抑えた印刷を実現するために、プリンタのトナー使用量の肖11減を

推進すべきである。印刷機器メーカー等最新のトナーセーブのソリューションでは、r文

字」r図形・表・グラフ」r写真・イメージ」というオブジェクトごとにトナーセーブの設

定が可能なものもあり、例えば文字はくっきりそのままに背景（画像）だけドナ』の使用

量をセーブするといった設定ができる。また、文書単位のトナーセーブの設定も可能で、

社外向け文書（提案書、チラシ等）は標準で、内部資料（社内会議資料等）は薄く印刷す

るなどの活用方法で全社的なトナー使用量の削減により、コストの削減を図ることができ

る。

④両面印刷

　片面印刷の帳票を両面印刷にすることにより、紙の使用量を半減できる。最近では両面

印刷に対応したプリンタも増え、帳票設計と印刷システムが対応できれば両面印刷が可能

である。ただし、片面印刷している帳票をすべて両面にすれぱよいというわけではない。

たとえば、帳票をイメージとして読み取りを行う業務で使用している帳票を両面印刷する

と、読み取りを行いたい面の裏面に印刷された文字等を読み取ってしまう懸念がある。か

といって色を薄く印刷してしまうと、見難くなってしまう。この例はあくまで一例である

が、両面印刷に対応するには当該業務の特性を考慮する必要がある。
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皿．開発効率・体制

1．課題の考察（アンケートより）

　アンケート結果の分析を行なうことでr開発効率」に関する課題を把握し、次節にてその課

題に対する取組み方法を紹介する。アンケート結果の分析方法については、まず人員構成を知

る必要があると考え、r開発体制」に関する質問を行なった。その結果から現状および今後の

傾向を捉え（下記（1）～（3））、続いてそれに伴い発生する課題・問題点の質問を実施し、

その結果から課題・問題点を認識する（下記（4）、（5））手法を取った。

（1）現在の各社の人員構成比率を「自社杜員」対「システム子会社杜員」対「協力会社杜員」とい

　う対比で質問し、その平均が下表の通りとなった。

表皿一8　要員比率（現状）

一自社社員＝子会社社負：協力会社社貞一

100　　　266　　　512
※自社杜員を100として比率を計算したもの

人員構成については自社杜員の約2．5倍のシステム子会社杜員、約5倍の協力会社杜

員がいることが平均であると捉えられる。

（2）上記1の現状の中でr協力会社杜員」の比率について今後どのように変化する（させた

　い）と考えているかという質問をした。図皿一1のような書11台となった。

図皿一1　協力会社社員比率の今後の変化

拡大8％

縮小49％

現状維持43％

有効回答37社

　「縮小（したい）」が約半数を占めいている。これは、各社においてスキルの空洞化に対

する懸念等から内製化の対応を実施している（または対応を検討している）現れであると

考える。
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（3）上記（1）、（2）の現状・今後の変化を踏まえて、さらに上記（1）の人員構成がどの

　ように変化するか質問し、下表のようになった。

現　状

変更後

表皿一9 要員比率（希望）

自社社員＝子会社社員：椀カ会社社員

100 266 512
↓

106 268 449

上記（1）～（3）で行なってきたアンケート結果の分析より自社杜員・システム子会社杜員

については、人員の拡大または現状維持を図りつつ、協力会社杜員については、縮小を図ってい

く傾向にあると読み取れる。

続いて（1）～（3）の結果を踏まえて、上記のような人員構成に変化させた場合、どのよう

な課題・問題点があるかという質問を実施し、その結果から課題・問題点を認識する。

（4）協力会社杜員削減の場合、どのような課題・問題点があるか？（複数回答可）

図皿一2　協力会社削減の場合の課題・問題点
一　　一　　　　一　　　　　　　　　I　　　　一　一　一　　　　一　一　一

8
7 7・；；竃

6

1
縺≠P

アイウエオカ

20社の有効回答数「40」の内訳は上図の結果となり、ア～カはそれぞれ、

ア．白杜・システム子会社杜員の教育

イ．自社・システム子会社杜員の負担増

ウ．コストの増加

工．開発スピードの低下

オ．品質・セキュリティレベルの低下

カ．最新技術への対応

　となっており、図の結果から、ア～オの5つは今後起こりうる課題・問題点であると言

える。ウ、のコスト増加については上記（2）にて内製化の推進が考えられると記述した

が、それを受けて恒常的な視点でコストの増加が課題・問題点として挙がってきたことと

推察する。
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（5）続いて今後のシステム子会杜に求めるものは何であるかという質問をした結果、下図の

　ようになった。

図皿一3　今後のシステム子会社に求められる要件（協力会社社員縮小の場合）

■I

．．二＿＿＿2＿

@　、・．．一＝

品質　　スピ］ド　　実績　　サービス　　価格　　顧客満足度品質　　　　　　　　実績

　20社の有効回答数「60」の内訳である。その結果、「品質」が33％、「スピード」

が28％とそれぞれ3割程度の出率となり、今後のシステム子会社において維持していか

なければならない要件であると言える。

以上から「開発効率」に関する課題・問題点の認識として下記の通りまとめることができると考

える。協力会社杜員については、縮小される（と考えている）傾向の中で、それを実行すると、

ア．自社・システム子会社杜員の教育

イ．自社・システム子会社杜員の負担増

ウ．コストの増加

工．開発スピードの低下

オ、品質・セキュリティレベルの低下

　という課題・問題点が取り上げられる。その中で「品質」「スピード」については今後も維持し

ていかなければならない要件であると認識を持つことができる。よって次節にて対象とする課題・

問題点を「品質」「スピード」とすることとした。
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2．課題に対する現在の技術・手法等を使用した解決策

　前述したとおり、「品質」「スピード」は人員構成比の変化があったとしても維持していかなけ

ればならない要件であることを認識した。ここでは、それを解決していく方法を紹介していく。

r開発効率」を高めることの足がかりになれぱと考える。

（1）商品部門・業務部門のモデル化による統合基盤の生成

因皿一4 商品部門・業務部門のモデル化による統合基盤

商品モデル 業務モデル

統合基盤

リソース管理・バ』ジョン管理

　商品モデルにおいては、まず商品構造（主契約・特約の関係など）に基づきモデル化

を行い、それに保障（補償）※単位にモデル化されたものを組み合わせることで、商品

の構成要素が部晶化され、その登録した部品を再利用することで効率化が可能となる。

※保障（補償）とは、保障（補償）支橡・保険料・保険金・保険金支払などがその要素

　となる。

続いて業務モデルにおいては、業務の構造を階層的に整理しモデル化を行う。例えば、

「見積」という階層を設定し、その下に「見積書作成」という業務を配し、更にその下

にr契約基本情報登録」「保障（補償）内容登録」「特約情報登録」「お勧めプラン提案」

といった形で階層的に部晶化を実施する。商品モデルと同様に部晶化することで、効率

化が可能となる。これらの商品モデル、業務モデルを統合基盤に取り込むことによって

規定文書・プログラム・業務／事務フロー・システムフローのリソース管理・バージョ

ン管理が可能となり、商品および業務の整合性が確保され、品質向上に寄与するものと

考える。
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（2）エクスプレス開発

開発期間とシステムを客観的に分析し、「業務」「機能」という軸で開発作業を3分割し、

作業の優先1倒立を付ける方法。例えば下表のような位置づけとなる。

表皿一10　エクスプレス開発

業務（例）

カットオーバ」までに不可欠な メニュー画面より入力指示がで

処理1（完全な機能が求められ き、その情報が更新されること

機
カットオ』バーまでに
不可欠な処理

る処理）

カットオ』バーまでに不可欠な 任意の目付で該当するデータが

能 処理2（不完全でもよい処理） 出力されること

カットオ』バーまでに カットオ』バーまでに不可欠で 統計処理

不可欠でない処理 ない処理

　ユーザ企業内、あるいはユーザ部門に物理的距離が近い場所に開発サイトを設け、シス

テムを使うことになる業務現場のエンドユーザと、できるだけコミュニケーションを取る。

（3）アジャイル開発

　1週間から1か月のサイクル毎にPDCAプロジェクトでシステムを構築することで、

開発スピード、品質、メンテナンス性を最大限に高める開発技法。
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　前記（1）～（3）にて解決方法の紹介を行ってきた中で、これらのものを複合的に使用し

たケースを考えてみた。要件定義においては、（1）で紹介した商品・業務のモデル化による

統合基盤の生成に基づき、業務・商品の要件の分析を実施し、システム要件を明確化させる。

　開発手法の基軸は、現在適用しているケースが大多数であると思われるウォーターフォール

開発で推進することとしても、ユーザ側の要望に応じ、エクスプレス開発、アジャイル開発を

その特性に応じて適用することでその効果を発揮するものと考える。

　例えば新特約の開発の場合では、保険料計算・契約管理・請求・保険金・給付金支払・決算

等多岐にわたる業務に関わってくるものであり、各種帳票・照会画面等の機能の変更を伴う。

　下図では、ウォーターフォール開発を基軸に開発を進める中で、例えば保険料計算機能・設

計書作成機能は早く展開させたいとした場合、その機能をウォーターフォ』ル開発から分離し、

短期開発にその特性を発揮するエクスプレス開発にて実施している。また、例えば保険金・給

付金支払機能については法改正等を視野にいれながらの対応が必要で、柔軟な対応が求められ

る場合には、同様にその機能をウォーターフォール開発から分離し、1週間から1か月のサイ

クル毎にPDCAプロジェクトでシステムを構築するという手法を活かしアジャイル開発に

て実施している。その結果、スピード・品質が確保されるものと考える。

図皿一5　新特約の開発事例

要件定義　　　　　　設　計 開発・テスト

統合基盤による業務、商品の要件の分析→システム要件の明確化

ウォ』タ』フォール開発→計画に基づき実施

蝋膿111一＝＼
営業部門に早く展

開したい
エクスプレス開発

臆‡ヰニ系㌫妻1
更も含め）柔軟な　　　　アジャィル開発

対応をしたい

営業部門にて見込客探索・

プランニング等開始

PDCAプロジェクトにて
柔軟に対応

アジャイル開発 アジャイル開発

　開発を効率化するうえで、プロジェクトの特性に応じてエクスプレス開発やアジャイル開発

の適用も取組むことを検討し、実施することで効率化に寄与すると考える。1つの開発単位、

1つのチーム単位等で実施し、効果測定のうえ上記のように複合的に取り入れられることも考

えられるだろう。
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皿．アプリケーションの老朽化　～メンテナンスピリティの低下～

1．課題の考察（アンケートより）

　ここではアプリケーションの老朽化によって発生するメンテナンスピリティの低下の課題に

ついて言及する。まずメンテナンスピリティとは何かを述べ、課題発生の原因を説明する。次に

アンケートの結果を基に課題が発生するシステムの特徴を探る。次節にて課題に対する解決策を

挙げる。

（1）メンテナンスピリティとは

保険金杜は、顧客の二一ズにあった新南昌の販売、配当種類の充実、制度の増加等、様々

な取組を織売的に実施している。ある保険金杜では5年間の間に、商品特約数が20％増

加、配当種類が2倍増加、制度（業務数）が5％増加している（図皿　6）。

図皿一6　保険会社の取組

商品特約数の増加（5年で20％増）

継続的な取組

11⇒
配当種類の増加（5年で2倍）

制度（業務数）の増加（5年で5％増）

チャネルの増加（携帯電話・提携ATM）

　こうした取り組みを実施する度にシステム開発を繰り返しているが、近年ビジネスに対

する変革スピードの加速が顕著であり、多様な要件に柔軟に対応可能なメンテナンスピリ

ティの高いシステムの構築が望まれている。一方で保険システムの特徴として、契約の有

効期間が長く過去に販売停止となった商品も管理支橡となることが挙げられる。一度開発

したシステムは長年にわたって保守運用する傾向にあり、晶質劣化やランニングコストの

増加を引き起こしやすい。

（2）メンテナンスピリティ低下の原因

　メンテナンスピリティが低下する要因を列挙する。

・暫定対応の繰り返しによってシステムがブラックボックス化する。

・既存ロジックの単純コピーによって重複コードが発生する。

・システムの設計思想に沿わずに、一番早く安全に修正できる箇所を限定的に修正する。

・仕様変更により使用しなくなったプログラムを消さずにそのまま残す。

・ドキュメント更新が十分でなく、ロジックの詳細がソースコードにしか書かれていない。

・開発担当者が変わり、引継ぎが十分でなく、標準が徹底されなくなる。

・開発言語によっては開発スキルを持った要員が確保できない。

　一度の保守開発ではこれらの要因によるメンテナンスピリティ低下は軽微なものであ

る。しかし保守運用を繰り返すことによって、こうした要因が何重にも積み重なるとメン

テナンスピリティが大きく低下し課題が顕在化する。

　図皿一7は、横軸をビジネス価値、縦軸をI　T価値としており、あたかも鞘丑を結んだ

模様を形作っていることからS　h　o　e　l　a　c　e曲線と呼ばれる。S　h　o　e　l　a　c　e曲線を

用いると時間の経過と共にメンテナンスピリティが低下する過程を説明できる。新規にシ
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ステムを開発した時にはビジネス要件に合致した品質の高いシステムであるが、牛刀を経

ることで世の中の需要が変化しシステムのビジネス価値は下がる。保守開発を行うことで

最新のビジネス価値に合うように対応可能だが、修正を加えることによりシステムが複雑

化する。そして時間の経過により再びビジネス価値が下がるので、システムに修正を加え

る。こうして追加改修を繰り返すと、システムが肥大化・複雑化してしまいビジネス事庸

に合わせた早期の対応が困難となる。最終的にはビジ　　　　　　図皿一7　Shoelace曲線

ネス価値もI　T価値も低く、追加改修の費用対効果が　　　高　繍酔に蜥するまτ

無いに等しいシステムに成り下がってしまう。　　　　　　　敵ビジネス価値は下が

保険金杜はメンテナンスピリティの課題解消のため　　　　／
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　螢　　榊
に理想的なシステムヘの全面的な切り替えを望んでい　　　霞　　　　　　　5

る。切り替えのためにはドキュメントが不十分で肥大　　艶
化・複雑化した現行システムを精緻に分析しなればな　　ヒ呈昌　　　　　　　　　6　　’｝一…冨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庫

㌫幾機鶯せとなり開発聾蕊鮭搬
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　する

（3）システムの特徴　　　　　　　　　　　　　　　　　　低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　低　　　　　　ビジネス価‘
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒジ家ス豪腓への合螢直

　　保険金杜に行ったアンケ」トの結果をもとに、メンテナンスピリティを課題に抱えるシ

　ステムの特徴を分析する。

萬

綿表。’システ名の握鰍多種多様である

　メンテナンスピリティ及び老朽化（ソフトウェア）を課題に抱えるシステムを、システ

ム種別にて集計を行った（表皿一11）。その結果特定のシステムにおいて発生しうる課

題ではないことが把握できた。理由としては、保険商品の開発・制度改定の影響が広範囲

にわたること、システムが連携しあって業務が行われること等が挙げられる。

表皿一11　メンテナンスピリティ・老朽化を課題に抱えるシステム

メンァナンヌビリティを
ﾛ題に抱えるシヌテム 侍数

メンデナンヌビリティを
ﾛ題に抱えるシヌテム 件数

契約保全シヌァム 4 メインフレーム 雷

顧客管理シヌァム ヨ 会計シヌテム 三

支払管理シヌァム 呈 銀行・郵政　窓販シヌテム I

請求・収納管理シヌテム 室 商品開発シヌテム i

代理店シヌプム 呈 営業支援シヌテム 1

インターネリト販売シヌテム 1

老朽化（ソフトウェア）を
　課題に抱えるシヌテム

締，θ’逝準脇し左システム壱燃である

保険金杜の設立年代毎のメンテナンスピリティの課題有無を集計したところ、会社の新

旧に関わらず一定程度の割合で課題を抱えていた（図皿一8）。

　メンテナンスピリティの課題はメインフレーム上のレガシーシステムに有ると思われ

がちである。だが1980年代以降に設立の会社でも同様の課題を抱えていることから、

1990年代～2000年代に新規開発されたオープンシステムにおいても同様と考え

られる。このことから最新の開発手法を用いて開発したシステムであっても、メンテナン

スピリティ低下の課題は発生するものと考えられる。
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図皿一8　保険会社の設立年代に対する老朽化の課題の度合い

　18
　16
　14
　　　　9　12
無10
辻8
　　6
　　4　－8

　　2

　　0

．一．．@　　5

2

3　　－4一

　　　口老朽化の課題なし＝

3　　口老朽化の課題あり

7

…1950　　1960　　　1970　　　1980　　　1990　　2000

　　　　　　会社の設立年代

2．課題に対する現在の技術・手法等を使用した解決策

老朽化したシステムの変革はモダナイゼーション（moderniZatiOn：最適化、最新化、近代化）

と呼ばれ、対応範囲や開発費用の大きさによって、表皿一12の3つ手法に大別される。

表皿一12　メンテナンスピリティ低下の解決策

解決策 …手細 対応コスト 対応効果

ストレート：コンバージョン
他⑦プロ与フム言語へ槽抽的に変瞑 低 低

パΨケージ⑭適用
バΨケージを導λしてパリケーγ④
圭豊こξ　　’ム　　’ム

再構築
現行システムを廃棄し、ソヌプムを
1　、、 高 高

（1）ストレートコンバージョン

　ビジネスプロセスは変更せず、他のプログラム言語へ機械的に1対1変換を行うことで

ある。システム構造は変更しないため、移行コストが低く開発期間は短くなるが、品質や

保守性への貢献度は低い。

　一例として、メインフレーム上のCOBOLからオープンCOBOLへの変換を示す
（表皿一13）。基本的には機械変換であるものの、機械変換不可なケースについては個

別対応が必要となる。例えばオープンCOBOLへの変換時、コンパイラが非互換の命令

や関数があれば個別に対応する。また、変換前のデータベースが階層型もしくはネットワ

ーク型の場合、リレーショナル型への変換を個別に対応する。
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表皿一13　CO　BO　LからオープンCOBO　Lへのストレートコンバージョン

変腰前 変腰罎 個君1胴応を行うケ｝ス

業nB0L オープンC060L ：ゴ㌧バイ謂置換言附が有る

ア中㌧ブラ オーゴ㌧霜郷言語 対応する製品が無い

ギー勾ぺ一ヌ オープン霜亭｝些ぺψス 階層理やネ岬トワー歩聖⑭亨一一事ぺ一ユかち変鯉する

帳票出力、週間管理 同等機能棚製品 製品に詐副鯖附が有る
亨一夕フフイル 同情式のツヴイル オープン系畑コード体熱；一触ま高ない文字が有島

（2）パッケージの適用

　各種ベンダが提供する保険パッケージを導入して、パッケージの形態にビジネスプロセ

スやシステムを適合させる方法を指す。

　パッケージ導入のポイントは、自社の商品約款や事務内容とパッケージ処理とのギャッ

プ分析である。商品約款は保険金杜毎に規定されておりギャップは必ず生じ、ギャップの

大きさによって対応コストは大きく変わるためである。ギャップを埋める対応策として、

晶質確保及ぴ対応コスト圧縮の観点からは、パッケージの形態に合わせてビジネスプロセ

スを変革することが望ましい。業務都合上ビジネスプロセスを変革できない場合はパッケ

ージをカスタマイズすることになるが、対応コスト増加や拡張性低下の懸念がある。カス

タマイズよる対応コストが想定以上に膨れ上がることの無いためにも、事前のギャップ分

析と対応策の検討が重要である。

（3）再構築

　既存システムを廃棄し、システムを全面的に再作成する方法を指す。現行ビジネスプロ

セスの見直し、新規業務要件の追加といったビジネスの変革が可能である。複雑化・肥大

化したシステムでは」？の追加修正が複数のサブシステムに影響することが多く、また、

契約マスタ等データベース項目間で整合性がとれなくなってしまうことがある。これらの

問題を解消するためにはシステムの基本的な設計から見直す必要性があり、再構築以外の

手法では解消できない。

　再構築の手法の具体例を2つ挙げる。再構築支橡の開発規模を見積もる手法の一つとし

て、CRUDマトリックス（情報分析図）がある。CRUDマトリックスは、データがど
のプログラムで作成（C　r　e　a　t　e）参照（R　e　a　d）更新（U　p　d　a　t　e）削除（D　e

1e　t　e）されるかをマトリックス形式で表現したものである。CRUDマトリックスを

作成すると以下の状況が把握できる。

不要D　Bの特定　　　　CRUDのないDBを不要DB候補として再構築対象から削除で

　　　　　　　　　　　　　きる。

DBレベルでの結合度：同一テーブルヘの複数プログラムからのデータ作成、更新処理が

　　　　　　　　　　　把握でき、現行システムのDB使用方法の課題点が明確になる。

　例えば表皿一14のCRUDマトリックスでは、窓口テーブルがどのプログラムからも

使用されていないため、再構築文橡から削除できる。また、鋭了テーブルは多くのプログ

ラムから更新されており再構築時の見直しの対象に挙げることができる。
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表皿一14 CRUDマトリックス

“
rく 巾

緋

ト 諏
信 口 謂 日日 鮒 薬 炬 同」テ］ブルを多くプ

帥 鋏
坦 腰 霊 鯉 豊 盤 騨

糧 壁 ログラムが更新してお
1CRUD

L」 工
」へ o o1■ 刷 凹 寸 く 凹

り、システム構造を見直

o 寸 o o〕 刷 凹
o 旧 o〕

凹
則

刷
1卜 o o o o ［口

□口 m ［［1 O
則し」 NL」 凹

凹L す支橡にできる
え

o 血
O O o L

1プログラムIト 山 Lu u」 山
LLL L」

kL

」LL

山 」←

L」

k一

← ←
← ← ← ← ← ←

。A日C1OO CFlU R R

1典1ヨC1仰 URD R Fl R UR
1＾c盟oo R R UR
1典C盟10 C C
1APM1OO R R

1APM200 R CR CR 使用していないテーブ

・AVX1OO UR UR ルが明らかとなり、肖1」除

1AVX1015 R R R

；AVX1200 c C C
対象にできる

R

：昌AC100 R R URD uRD uR UR
1目AC200 R R

1目AF11O CUR

他の再構築手法にはSOA（S　e　r　v　i　c　e　O　r　i　e　n　t　e　d　A　r　c　h　i　t　e　c　t　u

r　e：サービス指向アーキテクチャ）がある。アプリケーションあるいはその機能の一部

を共通の“サービス”としてコンポーネント化（部品化）し、それらサ』ビスを必要に応

じて組み合わせることによって、新たなシステムを構築しようという設計手法である（図

皿一9）。

図皿一9 s0Aの概念図

契約亭務フロー 保険申込

サーピス
提集古

作蝕

車込書

作威

領版古

作威

諺査古

入力

諺査結黒

入力

証豊

謝〒

コンポーネント
高品　　　　ツミュ　　　　価協

えレール　　　　　　　　　レート　　　　　　　　≡十章章

．頸ま　　　　産害　　　　契絢

桑杵　　　　　管理　　　　　管理
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第IV章　保険会社システムのパラダイムシフト

　第n章では保険金杜システムの抱える課題を考察するために、過去の研究論文を分析し研究テーマ

として多く取り上げられてきた「コスト対策」、「開発効率・体制」及び「業務アプリケーションの老

朽化」を課題として抽出した。第皿章では保険金杜66社へのアンケート結果から、第π章で抽出し

た課題が実際に保険金杜各社にとっての課題であるのかどうかを分析し、これらの課題は現在でもな

お保険金杜システムの課題であることが分かった。また、現在のI　T技術を用いたこれらの課題の解

決策について考察した。

　本章では、これら課題に対する解決策を総合的に考察することで5～10年後を見据えた保険金杜

システムのあるべき姿へのパラダイムシフトを提言する。

I．パラダイムシフトとは

　「パラダイムシフト」とは、「考え方が非連続的、劇的に変化すること」という意味の言葉であ

る。保険金杜システムが抱えている3大課題（コスト対策、開発効率・体制、業務アプリケーショ

ンの老朽化）のそれぞれに対して、第皿章を踏まえてパラダイムシフトを考察することで、保険金

杜システムのあるべき姿を提言する。

I．パラダイムシフトの考察

1．コストに対するパラダイムシフト

（1）クラウドコンピューティング

腕するノから偏帰ナるノヘのパラダイムシフト

　これまでの保険金杜システムは、システムの多くの部分を各社ごとにr所有」してきた

ケースがほとんどであるが、今後は他社との差別化を生み出すコア業務部分に係るシステ

ムを所有し、差別化を生み出さない非コア業務に係るシステムは利用するという様に、明

確に分離したシステム構築が重要になる。このパラダイムシフトにより、コスト削減、効

率化が見込まれる。

（2）ぺ一パーレス

卿から脇へのバラタ7ムシフ戸

　紙媒体が多く使用されてきた保険業務や社内業務の内、電子化可能な業務については積

極的に電子化を進める。特に、保険業務の電子化を進めるためには、提案書や約款などの

現状紙媒体を電子媒体へ移行するとともに、押印無しで締結できる保険の仕組みつくりが

必要になる。このパラダイムシフトにより、印刷・保管コストの低減、情報セキュリティ

レベルの向上、情報の扱いやすさの向上が見込まれる。
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2．開発効率・体制に対するパラダイムシフト

ヅウォ　タ　フォr脇から！アジャイル・エクスプレス搦勧へのバラタイムシフ介

保険金杜システムの開発手法は、多くの場合ウォーターフォール開発によるものであったが、

アジャイル開発やエクスプレス開発を取入れていく。このパラダイムシフトにより、開発スピー

ド・品質の向上、また柔軟な体制の組み替えが可能となることが見込まれる。

3．業務アプリケーションの老朽化に対するパラダイムシフト

個虫多蔚ム漱チるノから腱多保有ナるノヘのバラタ7ムシフ＾

保険金杜システムの老朽化した業務アプリケ』ションをモダナイゼーションすることによって、

不要ロジックや重複ロジックを排除する。このパラダイムシフトにより、業務アプリケーション

のメンテナンスピリティの向上が見込まれる。

4．保険会社システムの健康診断によるパラダイムシフト

η織窟きた釣からη繊嬉きる物へのバラタイムシフ＾

　ここでは視点を変えて、課題が互いにどのように影響し合っているかについて、考察をしてい

く。図1V－1の左下に記載している業務アプリケーションの老朽化を起点にした各課題の影響を

示す。

　　　　　　　図W－1　各課題の影響（業務アプリケーションの老朽化を起点）

4）工数削演のための安
易な開籠（既存ロジック
のコピー開売等）

尋　　　プ1　　一

鋤

業務アプリの老朽化

1）不夢1＝1シック、11権

ロジックの増加

3）開策工散の増加
によるコスト増加

コスト増加

、

開発効率・体制

2）解析作業が複雑化し
開発効幸が低下
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　図1V－1に示すように、不要ロジックや重複ロジックが増加すると業務アプリケーションが老

朽化したことになり、これにより業務アプリケーションの解析作業が複雑化し開発効率が低下す

る。開発効率の低下により開発工数が増加することになり、金銭的なコストが増加することにつ

ながる。そのような状況の中、例えば既存ロジックのコピー開発のような開発を行うことで不要

ロジックや重複ロジックが増加し、業務アプリケーションの老朽化はさらに深刻になる。このよ

うな連鎖的な影響を防ぐために、定期的なチェックを行うことが重要となる。

　定期的なチェックを行う」つのスキームとして、各開発工程において定量的な測定を通じた保

険金杜システムの健康診断を提案する。保険金杜システムの健康診断とは、図1V－2に示すよう

に、システム計画、調達、要件定義の工程では、調達に係るQCD（品質・コスト・納期）、シス

テムランニングコストの予測、開発体制と効率について予定工数などを定量的に測定する。また、

設計工程では、システム複雑化度（これは多くのシステムベンダが提供しているサービスを利用

して計測可能）、アプリケーション影響調査の作業工数を定量的に測定する。また、製造及びテス

ト工程では、業務アプリケーションの老朽化度を定量的に測定する。これらの定量的な測定結果

を通じ、保険金杜システムの健康診断を行って先に挙げた3大課題が深刻にならないよう、問題

が起きる前から予防をしていく。

図IV－2　保険会社システムの健康診断

計画、調達

要件定義工程

システム化昌十回は適正か

・調達コストは適正カ

・開結手法は適正か

＜定量的選定＞

・識逮に保るQCD
・システムランニング＝1スト

・開語体制と劾寧（工数）

設計工程
・システムの設計思想は

適正か
・作業工数は適正か

＜定量的選定＞
・システム授業化度

・アプリ臓口調査の作業工籔

製造、テスト工程

・業務アプリの重1種1コジツ

　要ロジックは増加し

いないか

＜定量的選定＞
・業蕎アプリ老朽化I…1
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第1～3項に示したパラダイムシフトは、言わば保険金杜システムの外科手術的なパラダイ

ムシフトであると考えることができる。一方、保険金杜システムの健康診断は継続して行う必

要があり、図1V－3に示すように、健康診断を行う専門のチームを設立し、PDCAサイクル

を開発作業に組み込み、保険金杜システムの抱える3大課題が深刻にならないようにコントロ

ールすることが重要である。

図W－3　保険会社システムの健康診断におけるP　DCAサイクル

＜P〕W＞

健康診断の計画

1二r

くACT＞

システム開発作業

へのフィードハック

健康診断の専門チーム

く］

＜D0＞

健原診断の実施

∴

＜CHEC1〈＞

健康診断の言平価
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皿．保険会社システムのあるべき姿

　これまで述べてきた保険金杜システムの外科手術的、健康診断的なパラダイムシフトを実行する

ことにより・保険金杜システムの抱えてきた3大課題が取り除かれ、あるべき姿を描くことができ

ると考える。私たち第6グループで描いた保険金杜システムのあるべき姿を図1V－4に示す。

図W－4 保険会社システムのあるべき姿
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＜Cンフレームシステム
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首崔データセンタ

　・モダナイゼーションされたコア業務に係るシステムが稼働

椛・支社・鰯箏
　・ぺ一パーレスの推進、業務の電子化

　・健康診断の計画、言判面

　・営業職員による押印なしで締結できる保険契約の販売

燃　・アジャイル開発、エクスプレス開発の導入

　・健康診断の実施、評価の反映

クラウ鰍
　・開発環境の構築

　・非コア業務にかかるシステムが稼動
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第V章　おわりに

　保険金杜システムの半世紀を振り返り、過去の研究論文に目を通す中で、私たちはどの時代にも変

わらないひとつの方向性を見出すことができた。それは「保険金杜にとって保険金杜システムとは、

経営施策をI　T面からサポートするものであり、経営資源を効率的に活用するための手段として、こ

れまでも、これからも非常に重要なものであり続ける」ということである。

　保険金杜のシステム部門は、上記のような保険金杜システムに求められた使命を果たすべく、常に

ユーザの利便性を向上させ、開発の効率化を図り一、コストの削減を目指してきた。

　今回、私たちは保険金杜システムのパラダイムシフトと題し、「コスト対策」「開発効率・体制」「ア

プリケーションの老朽化」に着目し、保険金杜システムのあるべきひとつの姿を提言した。

　当然ながら、今後も保険金杜システムのあるべき姿は保険市場の動向や、法改正、新技術の開発等

によって、その姿は常に変化していくことになる。保険金杜がより競争力を持つために、そしてお客

様に対してより良いサービス・商品を提供するために、今後も絶えまぬ研究、開発が必要となるのは

言うまでもない。その一翼をこのI　T研究会が今後も担い続けることを願ってやまない。

最後に本論文の執筆にあたり、「I　T研究会の半世紀と保険金杜システムのこれから」という広範囲

にわたるテーマについて、貴重な知識をレクチャ』してくださった株式会社目立製作所様、日本ア

イ・ビー・エム株式会仕様、アンケートにご協力いただいた賛助会員各社様、一年間の活動を支えて

くださった皆様へ、心から感謝申し上げます。

＜参考文献＞

・　I　T用語辞典「e－w　o　r　d　s」

　http：／／e－words．jp／（『ぺ一パーレス化』）

・　レガシーマイグレーションの現実解

　h1二tp：／／www．unisys．co．jp／tec＿info／tr89／8906．Pdf

・　I　T　p　r　o　S　OAとは何だろう？

　http：／／itpro．nikkeibp．co．jp／art　i　c　l　e／1ecture／20070725／278275／？ST＝sel　fup

・アジャイル開発とは一ユナイテッド・クルー株式会社

　http：／／www．unite（王。rew，co，jp／service／service03，html

・エクスプレス開発は、クラウド時代に本領を発揮する一＠ITマネジメント

　http：／／www．atmarki1：．co．jp／im／carc／seria1／express／07／01．h1：m1
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釜e． …的繁段」≒ 草^一 篠真 絶調

1979 19 1 集中処理と分散処理」に関するア 新技術 EDP委員会により、我々集中処理と分散処理」鯛査研究　ルーに躁せられたτ一マ
ンケートの結果について

題言己アンケート寄生捜俣闘係各社1二依頼いたしましたと」ろ．ほ1100％に近い回答を得
は、いわゆるr分散処理システム」1こついてでありました．このr分散処理システム」は、19 ることができました。

80年代1こむけて、大きな潮流になるであろうと言われております，しかしながら、その実態

はいま胤分散処理」の定転さえ必ずしも明確ではありません。したがって、この機会に、各 アンケート項目（大項目〕は下記のとおり。

社システムの現状を、r集中処理と分散処理」と首う観点から把握するとともに，数年後の r．「鼻中処理と分倣処理」の問題全順1こついて
将来のあり方1こついて、各社のご意向を聞くことにより、当鯛査研究グループーでの今後の 2．ハードウェア機能
研究方向を決める資料とさせて頂く山 3．ソフトウコ＝ア機能

4．処理機能
5．データベース（D目）機能

6．運営轡理機能
7．通信桃能
8．大災害対策としての分散

19” 19 2 コノピュ　タ躰人運転の可能性 新技術、I用 コンユータルーム運営全般に亙る研究はそれ自身非津に大きな問題であり、研究の入り コンピュータの無人運転に関し着服すべき点を挙げ、それぞれに対する対応箒も付1寸加え
方として色々な面が考えられます．現に関西側の研究グルーブではr委粍業務の管理」を て来ました。コンピュータ無人運転が可能か否かを論ずる1＝は各所に残してきた問題の解
取上げ研究されておりますが、当研究グループでは、コンピュータ運転作業に於て無人通 決に行動を起して胴査研究したものでなく、各メンバーの知識の範囲の内でまとめたもω
軽を行う蜴合の条件等の検討から入り．機械処理作藁の運営について考えて行くものとし ですのでその煮ご理解下さいますようお願いいたします口
ます白 なお、コンピュータ無人運転の利点、問題点の羅列毛して見ましたが研究時間の都合で整
また、研究1こ際しては各社それぞれ、規模・機器・業務内容・要員・現行の運営状況等多く 理が出来ていませんので今回の発表から除かせて頂きます。
の点で異なりを持つので，自助化とか省力化等に対する条件・実施環境等を検討整理して
行くことにして、研究を開始しまし包

19フ9 19 3 副モ業腸管理について 組織・休制 大阪4社における委記藁膓の運用管理を表にまとめ、その内容、現状、問題点および将来 コンピュータの運用は一般的な保険事務とは異質なものであるため、各社共専門会社への
の方向1＝ついて毛一表1＝まとめて、掲誠した。 委院という形態をとっているのが現状であるが、コンピュータ業務のみ独立したものではな

く一般事務の中核1＝密接1こ関連しており、これをさらに拡大し、運用の効率アップ、宇一夕

俣離、および機密保持のためには従来以上の緊密な協力関係、コ量ユニケーシ目ンが必要
である。

19島O 皇。 1 コンユータ・ルームの週営＿コシ 運用 コ＝’ビ」ユークは現在，いろいろな分野で使われており、その週用形態もさまざまであるが． 以上、自助運行と無人運行について見てきましたが、現在の段階で1ま．夜間に無人で保険
ピュータ無人運転の可能性一 今回は、保険業務特有の大量データの事務処理を前提にし．昼夜休みなくコシピュータを 会社の薬務を遂行するには、まだまだ問題が多いため、保険会社における望ましいオペ

稔助させねばならない運用形態の合理化を対録とし，特に毎日一定のパターン1こよって操 レーション環境としては、結論的に■えばrできる限り無人運行に近い自動化」ということに
腿し処理がなされる、夜間バッチ作業を取り上げ、その合理化の目標として、コンピュータ なると思われます。

運行の自動化・無人化1＝絞って以下の流れで研究してみました、 すなわち、コンピュータシステムの親摸により多少の通いはありますが、若干名のオペレー
コンピュータ運行の自動化、無人化への賦行 タを常駐させておき、無人運行の阻害要因に対処させ、通常はスプールファイルからのプリ

①保険業務におけるコンピュータ運用と夜間作業 ソト出力作業や、テスト業務を担当するのが最良の形態と考えます。
②夜間作業の必要性と貢襲性の拡大
③夜間作業への対策としての自動化1撫人化

勿論．それ1こは通用は‘’標準化から’’といわれるように、既開発システムの再構築および．

システム殴酎1こおける枳準化の確立ということで基礎がためが必要と考えます。
2．コンピュータの自動運行システム 最後に、今まで茗舌してきた研究内容は昨年発衰以楽、画期的な研究となっておりません
①従来のオペレータの役割とそのシステム化 が、逆に考えると、昨年の研究が、的を得ていたことにもなります。

②自助通行システムに求める効果 また、「コシビュータ運用管理の手法と幕何一資表」をつけてありますので、より興味をお持
③自動迎行システム採用形態とその現状 ちの方はご賢いただき、更にこれらのもと資料をアクチェアリー会務務局1こファイルしてあ

④自動運行システムを椚成する機能 一ますので是非ご参考1＝してください。

⑤自動運行システムの作業榊成
⑥自動遡行システム1＝おけるオペレータの役割と疎外感

3．コンピュータ無人遅行システム（夜間無人運行〕

①無人迎行システムの現状と保険業務における無人運行の可能性

②無人運行に必要な条件

19島O 20 2 コンピュータの集中処理と分散処理 生産性、効率化、分 計算機シスτムにおけるオンライン化は一般的動向である」とは確かであり．その適用業 分散処理といっものは、銀行や生保など地域性が高くない企業1こおいては、以下の理由で
の利害得失＿生保1＝お1ナる分散処 散処理 務が夫規模1複雑化している自 効率的ではない。

理の研究一 その結果、従来のシステムではシステム部門の負荷が増大し、要員不足、人員配置の硬 管理が組織上本社1二郎中しているのが一眼的で．各拠点でかなり頻擁なやりとリが必要
直化等数々の問題が発生している、 となり、分散するメリットがない

これらを解決する方法として、処理の分散化があり．アンケートを行ってみたと＝ろ 分散処理の目的のひと・⊃である、リソースの共用というものがソフトを除いて実現し1＝く

エンドユーザ参加によリ生産性の向上を図るために分散処理を行いたい．」とした会社が く、同一のOS及ぴマシンを設置しても負荷のバランスが取れない
宮5舳上もあった。 上記から、生保1こおいては総局とか革業部制を設けて、DDPはそこに置き、その下に支社
、一ドウェアのコストも低減し．分散化がよリ容易な環境である今，以下に分散化1＝ついて 端末が存在するという形態をとれば、ある程度、分徹処理の効果も期待できる。又、分散

検討する。 処理システムの設計上、やり1＝くかったことの一つに医務査定等の権眼の問題がある．こ
分散処理輪 の権限を支社や総局なり1こ委饅して、本社は単に企画立棄等の業務を行うた1寸といった形

①分散処理の背景②分散処理の定義 態をとればシンプルなシステムとな乱りまり、分散処理の成否はシステム設計の良否だ
③分散処理の種類④コンピュータネットワークアーキテクチャ †でなく、組搬上の問魎もかなり大きな要因となる。

⑤謀計上の留意点 結局、策審対策を十分に翻じ、入力や出力を分散すれば、生保1：おけるその他の分散の
2．分散モデルケース1例〕の概要 刈ットは果中システムでも実現でき、さら1＝集中システムの方がより大きなメリットがあると

①会社概要②システム概要 思われる。

3．適用業務の説明とその犯し、

①新契約処理②異動処理
③収納処理④内部発生処理
⑤統計サマリー処理⑥セールスサポート処理
⑦経理処理

4．造営管理
①事務設計②システム設計
③プログラム開発④運用保守
⑤教育
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980 20 3 業務名棟化の閉決策としてのオー 組続・体制、オ■ン シスτムの修正や開発の際に表れてくる以下のよっな業務多様化の問題点に対応していく 以下のよっな内容で検肘を行ってきたが、

フン・プログラマー制度 プログラマー制度 ための解決策についての検討を行った垣 業務夢械化への対応
①既存システムのメンテナンスと併行して新システムの開発を行ってい孔く担当者カ｛変 2．道用業務
わることでのブラックボックス化■保守作業費の増夫〕 3．非定型処理のツール
②ユーザ部門からの要求の中1＝単発的なものが増加してきている．（販売戦略上急ぐもの 4．情報ω公開と整理
など〕 5．運用
検1蛇行う際1＝、ユーザ部門1＝システムの開発や悟正の際1こきちんとした基準讐を作らせ 6．教育
るとか、さら1＝システム部門の人間をエンドユーザ部門に配■してゆくといった、いわ1ま 以下、今後の度望として検討する。

オープンS直とかオープンアナリストのようなことも考えられるという意見も出たが、ここで エンドユーザの立珊に立って

ま、オープンプログラマー制度ということなので、この面からの可能性を追求することになっ r才一ブンプログラマー制度の導入の効果」1＝ついて、システム部門の立蠣からではなく，
た。 エンドユーザ部門を主体1＝おいて予測・検討する必憂があると思われる．

2．アンケート胴査
rオープンプログラマー制度実施ω現状及び導入予定」ということで生保・損保・全共連名

牡の現状分析やアンケート蝸査を行いたい．

3．メーカー側の動向
現状1＝おけるツール（ハードウェア．ソフトウェア〕という観点から、現在提供されている工

ンドユーザ向きの簡易富語や汎用パッケージについて、メーカー各社1こ説明をお願いす
る。

＝れ1＝よリ．抽貧的な話のみではなく、今までの内容に更に肉付けを行い、より具体性を

持った棚輪を震開する予定である。

19目O 20 4 シスτムの岬価と監査の技法＿シ 監査・コン　ライアン 9τ4年監査（商法〕特例法の改正によリ金 企業におけるコンーユークの利用状況は、」の10年間に急速な進展を迦げ，今やコン シスτムの岬価と監査の技法」といっτ一マは、非常に龍囲の広いτ一マであり、研究1

ステム監査の必蔓性と概要＿ ス 融業も財務詰表監査の対象となった． ピュータ1ま円珊な構業経営を行うため1＝無くて1まならない存在1＝なったともいえる． で検討してきた内容の中で毛概念の把握が各自遺っていて一致を見ながうた章柄もある。

975年日本椚報処理開発協会にてシステ コンピュータシステムも、いわゆる経営情理システムと呼ばれる分野へと拡大化、総合化す その一致を鼻なか・コた事柄について更に討議するとともに反省も加えながら今後は以下の

ム監査曇員会」を設置 る傾向を示している，二うしたシステムの高度化、複雑化，夫規模化1ま、ハードウェアの驚 研虎を行う。

叩9年2月より日本監査役協会1＝てEDP監 興的な技術革新と通信回線網の発達、さらにこれらを利用するソフトウェア技術の進服i＝ 狭義のシス〒ムを前提にして酵細股叶フェーズの中のテスト計画がどうあるべきか検

査研究会を発足 よるもので、今蜜さらに進んでいくものと考えられる．その中で保険業界では、頻発する商 肘を進め、開発・監査の立坦から、システムの側全化のため1＝どのようなドキュメントを作

品1二間する仕組みの開発、改訂1＝対応した複雑な料率計算や．さらに長期間1こわたり契 成するぺきかまとめていく。

約の正融な管理をするために、コシビーユークの果たす役割は非常1＝大きなものがある．こう 2．r有効利用の促遣」を追及していき、システム艀価技法の研究を進める．

した意味からコンピュータシステムが有効1＝かつ健全1＝運営されているかどうか崔継繍的 3．日本椚報処理関発協会発行のrシステム監査実施への道標」1＝乗っているチェリクリス

＝チェックする必要があり，システム監査の重饗牲が馴哉されてきている。 トの中で、コンビーユークを利用して岬何等ができないかを研究する．

日本アクチェアリー会EDP委員会ω中1＝もrシステムの評価と監査の技法」研究チームが 4．本文内で述べた環境整備の検討，例えばシステム監査人の資質、要嶋．位置づけや、

発足（昭和55年τ月）したことは全く時宜1＝かなうたものであり、今後も積極的1＝研究を遺め システム監査の採算性、信幅性等1＝ついての領域及ぴシステム監査の規定、計画の作成
る。 ＝ついても取リ組みを逆める。

保険業界はまさにコンピュータを中心として衛務処理が行われているため、真体的1＝各企

業で手一」用できるかを念頭において、研究を続1ナる．

1980 20 5 日本語情報処理の現状と将来一 日本語処理、新技術 当グルーの鵬盃研究溶融は、τ一マである「日本翻柵報処理」を「EDP担当番として、コ 漢字処理

日本媚杣報処理1こ関する実態・意 ンビュータ1＝よる「日本茗皆杣報処理」をどんな側面から捉えるか」と蝿膿することから開始し 護学処理の導入及び検討は生保を中心として、患ったよりも行われており、EDP処理1こお

齪肥盃」の鯛査結果報告＿ た．そして、次の＝つの側面から捉えてみること1＝した。すなわち、 ナる英数カナ表示の限界から今後、漢字システムが一脳化するものと考える。（入力の迅

①漢字システム 速化・簡略化・板準化・価格の低減化・ソフトウェアサポートの充実化など標題はある．〕

②日本語文章処理（真外的なハードウェアとしては日本語ワードプロセッサー〕

である。この2側面1＝対する各メンバーの反応は、①漢字については損保2社が興味を示 2．日本婚文章処理
し、②日本語ワードプロセッサー1＝ついては生保3社が興味を示した。メンバー個々の①② EDP担当者が将来像として描くような事務文■処理」（セシターコシピュータによる日本籍

こ関する知識・経験は様々であったが、総じて，この研究会で更に身1こつけたい状況で 処理1＝近いイメージ〕1＝おいて、今後、日本跨文竈処理が中心的役割を担うていくために
あった。 ま、センターコンピュータ・ラァクシ…リとの運緒、チータ伝送・一元化、互換性などの課題を

こなし、分散型ワークス〒一ションの一環として、オフィスオートメーションの中心となってい

く必婁がある．

結局．コンピュータ自体1＝対して従来から要肺され続けているrもっと意識せずに使いやす
く」『コストがかかりすぎる」ということが、そのまま、現在の日本；吾情報処理システムに鋭く

、書わけられていると思われる。

19目1 21 1 保険業1＝おけるオフィスオートメー OA オライスオートメーションを描追しよっとする就きは、先通話国において盛んになってきてい 10＾棚器の現状について

ショシのあり方 るが、とりわけ、アメ■」カおよび日本で著しい。生産の仕■をOAの導入1二より著しいコストダ この10年の間1＝、オンライン化が著しく、様々なタイプのインテリジェント端末が普及してい

ウンを図り、世界一高い生魔性善崎るに至った製造部門に比べ，章務部門の生産性は決 る。特1＝生保1＝おいてこの傾向が著しく、ポータブルな分散。0R機器の響及1：及んで、営

して飛踏的1＝伸びたとはいえない。今後とも、国際化の波の中で、国際競争に生き残るた 業拠点へ機械化、オンライン化の波が打ちよせている。ワード・プロセッサについて1ま、各

め1＝は、より一置の衛務の合理化、省力化、機械化、オフィスに働く人間の能軍向上が不 社とも1＝現在のところ普及摩は低く、賦験的段階ωようであるが、その踊価は高く、今後の

可欠、というのがO＾の背景1＝ある。 導入はますます伸びる傾向であ孔オフィス・コシピュータも、その多機能さから、PCと比

当研究会では、保険業1二おける。＾のあり方を考えるにあたり、保険業における筆務内容 ぺ、台数ぺ一スで上回っている．

の幕魍や、合理化・機械化1＝対する二一ズを正しくとらえることが肝要であると考え乱その ②事務の現状について

ため1＝、保険業1＝おける害務の特徴、管理部門や営業部門といった各組棚でのオフィス 各社ともコシピュータからの多種多様のアウトプットに対する問題意臓が強く、ぺ一パレス

ワークの実態、箏務の機械化状況、機械化｛EDP化〕u＝くい害務傾城、各傘務部門の合 に対し積極的1＝取り組もうとする会社が多くなってい私事務部門の抱えている問題として

理化二一ズなどについて蝸査研究を行った。 「情報の入手1＝手間取る」『不必要な椚報が飢、」といったものがあげられており．情報の

システム化を有力な武器として．管理部門の人問を生産的．創造的な仕算に向けようとす

る。＾の目的からすると、柵報の整理．タイムリーな情報検乗方法の検討等、すぐ1＝取り組

むべき問題が1票き彫り1＝されている白

③o＾1こ対する意！硅について

O＾ブームを反映してか、EDP部門のみならず、トリフマネジメントをはじめ、本社管理部門

で必要性、興味を強く示している。
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1蝸1 21 皇 保険業ソス丁ムにおし、て開発運 コスト勃率化
用の効率化はいかに図られている

ハードの開発が．近年飛躍的に進み、超LS噂の開発によるメモり一低　化に合せて、 研究結果は以下の相成のアンケート結果を、めたものである。

のか
ハードのコストは低減に向かっている。一方、ソフトの開発，及ぴコンピュータ運用といった

入間の介在するところの多い部分は、依然、顕著な動きがみられないのが現状である．し 1．開発綱
かるに、人件費の高胎は，今後毛ますます進むことが考えられ、企業経営の面からいって 1．システム部門の組織棚威および握員について
も、今後のコンピュータ手■」用1こお1寸る最大の躁題は、これらの人間の模わる作業を、いか 2．システム開発、保守のための要員およびコストの見積り1；ついて
に効率化してゆくかにある。 3．システムの設計について
当研究で1ま．研究メソパー各社を対象としたアンケートを元1＝、現状を把握し、その中から 4．プログラムの開発保守について
問題点を抽出し、その解決策を検討しながら問題整理を行っていく。 5．プログラム管理

6．システム開発のドキュメントについて

n．運用綱
1．運用管理作業1＝ついて
2．スケジュール関係

3、オペレーシ目ンからみた運用の効率化
4．アウトプリト管理

5．ファイル管理

旭81 21 3 ユザサイドにおける日本密旧報 日本語処理 各メーカーの日木言吾柵報処理シスτムの発
処理一保険業界1二お1ナる目刺吾

椚報シスτムを椚　するにあたり、日木人が日常便っている漠寧を含む日本語柵報処理
表

日本鱈椚報処理がより一般化するため1＝は、日本≡吾ター目ナル、日本語ワード　ロセッ

借報処理のシステムモデル化1二つ
をrインプット及ぴアウトプットを日本盤で行うシステム全体」として定藏し、ぺ一パーレスオ サーの機能が、さら1＝向上し回線囎係の高遠化、高性能化1こより、中央の大型コンピュー

970年4月目±釧JEF〕 フィスを日指したファイリング1システム及ぴデータ処理、ワード処理、グラフィック処理、パ

いて一 979年O月　日本田M（演宇田報システム）
タに接統され、オペレーティング・システムの体系1＝組み込まれることが必要であろうし、各

ターン入力、効率的通信システムを統合化した多機能端未機等の技術的な毘震動向をぶ メーカー間の枳準化、互換性の解決も躁題である。同ヨ寺に高性能ファクシ呈り．ビ手オティ
9τ9年10月　日木電気（一1PS） まえ、保険業界1＝お1寸る日本語椚報処理のシステムモデル化剤式みた。 ズク、漢字OOR等が、日本冨吾備報処理システムの体系に加われば、さらに応用性のあるシ
○畠O年1月　日立鯉作所（岨S〕 ステム作りが可能となるであろう．また，プログラム■亜1＝ついては、初期の機械話からア

蝸O年3月三菱電則目本書吾処理システ セシプラヘ、そしてコボル、フォートラシに代表される高水準言量吾へと．より人問の思考や文
ム〕

鯛O年5月バローズlJ日1S）
章1こ近い形へと発度してきた．しかし、日本人にとつて、最も理想的な富語はいうまでもなく

日本話である．現在、完全な日本書割＝よるプログラミ≡シグの手法はないが．これが可能に

なれば、コンピュータの利用人口は飛躍的1＝拡大され、雌もがタイムリーに必要な枯報を

見やすく、その後の加工毛不要な形で得る＝とができるよう1＝なるであろう。

19馴 21 4 業務多様化の解決策としてのオー 組織体制オーソ
プシプログラマー制慶 プログラマー制度

オー　ン　ログワマー制度」をエンドユーザが自分白身の手で　ロ　ラム（簡揚言語等を オーソーログフマー制度の発展的活用のためには、制度のレペルアッを通じた定着化
含む〕を作成し、コンピュータ（オフコシ・…ニコシも含む）を使って業務を行う＝とと定義し、各 を図ることが大切である．そのためには、オープンプログラマー制度のデメリットの解消を
社での制慶の活用状況を！周査した、 目指さなければならないし、ユーザ部門・DP部門両者の積極的な取組みが必要である．

また．オーブシプログラマー制度の健全な発最のために、DP部門は次の機能を集たして行
かなければならない。

①業務の振リ分け機能
エンドユーザの処理1＝関する要望・相峨に対して．DP部門かユーザ部門のいずれで行った

方が動率的か判断する・社内資源の効率的な活用のために既存のプログラム・バッケー
ジ類の紹介、新規導入など．
②エンドユーザ教育機能

導入したハード・ソフトの利用方法の説明。システム開発技法■電報の提供

③ユーザニーズの分析機能
新たな適用業務の発掘白コンピュータの活用法とシステム化へのアドバイス。

1981 21 5 保険業界におけるソスτム監査の 監査・コンブライアン 9万年4月通産省「電子叶算機シスτム安 保険業界におけるシス丁ム監査について、以下の環立てで崎じる。
現状とその展開

シスτム監査1＝ついて研究をしてきたが、現在の段階では独立した客観的な立珊で実施
ス 全対策基準」制定 二．システム監査とは するには、まだまだ問題が多い。保険会社の状況はアシゲートω結果のとおり、模索中で

9日。年3月　日本椚報処理開発協会「システ 1．システム監査の必蔓性とその背量 まあるが非常に関心は高い。
ム監査基準㈹素〕」公表 （1〕企業内部からの要柵 システム監査は会社の規模、環境によって多少の遣いがありますが．実施のための第一

（2〕社会からの要！書 歩はシステムに関する板準化，基草化であると考え、現開発システムを含めて、システム
13）外部監査からの副臼 設計1二おける標準化、基準化の確立が必要であると考える。

2．システム監査の定蟹
3．シス子ム監査をめぐる最近の助き

I．保険業界におけるシステム監査
1、保険業界1二おけるシステム監査の現状

（1〕システム監壷1＝関する実脚周査について
（2〕アンケート集計結実について

（3〕アンケートのまとめ

2．システム監査の実施1こあたって
11〕システム監査導入に際して

ωシスーテム監査の実施方法
（3〕システム監五の技法・ツール

（4〕システム部門の対応



【付録1】 研究論文DB｛4／3呂） 平成22年度1丁研究会第6グループ

日

ぞ

絃 ．倒、 菱脅
一一 ^イト仏、．・ キーワ÷ド ．卿貫 篠果 箏調

P

1囎2 22 1 EDP部門要員の育成 人材・育成、組織・体 安定成長期を迎πた日本経済において、保険業界は企業問競争の激化や醐業界との 酷問題を抱えた社会椚勢の中で」れかbのEDP都門はますますその適用業務の範囲

制 競合などで、経営現境は厳しさを増しています。 を広1ナてゆくでしょう・そして、それらを作り上げてゆくの1ま人である。

こうした状況においたEDP部門ω質蔓性は今まで以上に高くなり，『いかにコンピュータを上 これらの人材は、企業人として、またEDP部門ω要員として幅広い知峨と技能を要求されて

手1：活用するか」が、企業の存亡を分けるキーポイントとなってきました。 います．

加えて急激な技術革新1二より生み出されたハードウェア・ソフトウェアは変化に迅速1＝対応 その一方で、EDP要員の問題点としてコンピュータ自害においては、

できる桐報の提供や変化に応じた多角的な分析手法が要求されております。 ①他都門からの配置転換が困難である。

そのため、＝れからのEOP部門はr高康な知識を幅広く持ち、最適なシステム開発ができる ②教育に手間がかかる。
システムエンジニアや、エンドユーザの問題帽決をコンサルティングできるスタッフ」を必要 と云っています。

としており、こうした人材の早期育成が不可欠となってきています． また図6のEDP要員の問融点において毛同様1＝、

しかしながら、人材育成の大切さはわかっていても、いわゆる初期の技術教育とOJτに佳 ①EDP要旦の技能不足
されている印線が強いです。 ②EDP要用の老齢化
そこで、今回の研究活動の目枳としては、まず現状の分析と問網点の整理を行い、そ＝か などが上1fられています．

ら実効性ωある要員育成のためのモ手ル・カリキュラムの作成を行うことを考えました。 このような状況の中において、EDP要員育成のため、教育体制の衝立からフォローアップ

体制の確立までの必要があることは前述したとおりであります。

また、EDP部門が今後ますますその活躍ω場を広げていく1＝は、EDP要員の育成問顯をも

う一度根本から考えて要員教育を実譲することが重要ではないでしょうか。

1S82 22 2 ソフトパッケージの囲班・研究 ッケージ、効率化 生犠保の■かれている経営現前は、オイルショリク以降、低経済成長時代に突入し、　し 当研究会では研究の基本的な方針としてはEDP部門の生産性向上といっ視点か■開発
い状態1二置かれてい乱このような状況で、EDP部門としては、どのような螺題が与えられ 支操1＝閲する市販パッケージの醜丑・研究を行った。研究は全ての機能を細かく分析・比

ているだろうか旦 岐したわけではなく、対誤パッケージ群のマクロ的な研究を通じて、パッケージ活用上ω問

先ず、経営の効率化要求が、各租業務ω棚械化を促進せしめ、そω結実として、EDP部門 題点を明確1：し．その解決方法を模索する＝とが主な目的であった．

＝お1†る作業量が未申副＝増大している。 また、今回の研究作業は、現在のシステム開発を前提として各開発工程を支援するいわ

一方．減■経営に伴い、人件費の節約が叫ばれて、採用人員の目1」滅が余儀なくされ、ま ま独立型ω市販パッケージに焦点をあてたさこれらのパッケージは、開発工程のある一部

た、競争の激化により、間接部門から直接部門へと人的資脈のシフトが行われている。 分の生産性向上を狙ったものであり、その範囲では十分効果があるといえるが、支援パッ

この結果としてEDP部門の要員1ま、今後とも減ることはあっても増やせる状況にはないこと ケージ間、あるいは開発工租間で整合性確保の労力を費やすなどの問顯崔含んでいる。

が予1刑される。 これに対し．長近コシピュータメーカー中心に一貫した股肘思想で体系化されたrシステム

以上のことから明らかなよう1二、EDP部門としては要員抑制の中で，端夫する作業を品質き 開発支援ソフトウェア」が身体化され始めてい乱中でも座目されるのは設計分野への支

落とさず遊行しなければならないという困難な使命を負わされている状況にある。 援ツールで従来のプログラ目シグ・テスト支援生休から、設〇十文授へと支援範囲を拡大しつ

このような誤購を可能ならしめるためには、rEDP部門の生産性向上」以外には蛙処しよう つある．このような新しい変化の波は近い将来我々のアプリケージ目ンシステム開発方式

がない，以上のような問題提起からそω解決手段としてrソフトパッケージの肥査・研究」を 二大きな影響を及ぼすものと思われる。

したらどうかという縮誠に至った次第である．

19宮2 22 3 保険業シスτム1＝おいて開発、運 効率化、運用 開発権 開発欄

用の効率化はいか1＝図られている システム開発の効率化崔図る」際1＝、効率をrそのシステムのライフサイクルから見た効 開発工程を大きく分けると、シス子ム設計段階とコー子インク段階に分かれる。これに対応

か 率」と捉えた．そして．テストフェーズは、スケジュール遅延などのため1＝省略されがちだ して業体テスト・連動テスト・システムテスト・導入テストという過程がある。これらのテストで

が、テストを十分1＝行うかどうかはシステムω信頼性を左右する賃夫な要素であり、ライフ ま，エラーを見つけるつ毛リでプログラムを実行す乱

サイクルからトータル的1二見た場合、システム開発の効率化に大きな影響を与え乱 ※崎文内ではそれぞれのテスト工程1：ついて、当時ω最適な手法を紹介している．

このことからrテストをいかに効率的に行うかどうかは、システム開発の効率化を図る上で
も大きなウェイトをしめる」という結酌1＝達し、rシス子ム開発1＝おけるテスト」を研究誤副とし 連用橋

て1年間研究活助を行った。 迦用の効率化を総含的に進めるにあたって、以下の6点を注意することが必要であ私
①スケジュール・オ’；トショシ・フ7イル・アウトプットの管理は総合的1＝効事化すること

運用細 が必要，

運用の効率化の定義を以下3点と捉え，スケジュール・オペレーション・ファイル・アウトプッ ②開発部門以外の協力を促す努力が必要。

トそれぞれの笹理1＝より効率化を考察する． ③ある程度経費のかかる場合もある
①現在保有しているリソースを最大限1＝活用してシステムライフを長鈍きさせる。 ④手一夕の安全性を操なってはならない

②通用担当者の人員削減効果を得るために、運用担当者の専業化を防止する、 ⑤構弼部門をリードする＝とが必要

③運用…スによる再処理の賢■」滅 ⑥開発殿暗から運用部門が参加することが必要

根木的1＝運用部門から発生する韓害を捌駐し、高前1＝解決策があるならばその点を明確

＝整理することが運用の効率化の基本になると考える．

1982 22 4 保険業1＝お1寸るオフィスオートメー o＾ オフィスオートメーションは、日。年代に入って頻繁にマスコミに取り上げられ、大きなフーム 現在進めbれている。＾化は利用部門がそれぞれに単機能である。＾機器を導入して汎用

シ目ンのあり方 を作り出している．そして、一部の会社において。＾プロジェクトの発足などが見られる1＝至 コシピュータから帰れた業務を個別に処理している利用部門主導の段階といえる。

り、業なるブームから具体化の段階に移りつつある．それらの状況の中、保険会社1＝おけ そして．O＾推巡が一つのシステム化の道を歩むことからすればEOP化の過程でDP部門カ

る藺心の強さを反映してか、当研究グルーブにも多くのメシバーが参加した． 0A推進ω1」一ダーとしての役割を果たす候補者として最有力であるともいえ乱

当研究グループは醐査研究を進めるにあたリ、o＾機器をいかに保険業1＝適用するかと そのためには、DP部門は今後．r備報の一元管理と活用の努力」rO＾機器導入の指事、プ

いった短陥的な捉え方1ませず1＝、保険業における効率的算務処理1＝向け、章膀の特徴、 ログラム等の教育」ro＾技術などの新技術の習得」といったことに対応し、組議体制・技術

機械化状況．EDP化し1＝くい事務領域、そして各組織でのオフィスワークの実態、合理化 的な宇一夕管理の問画を解決していく必要がある。

二一ズなどにつL、て検討し．「保険業1＝おけるオフィスオートメーションのあり方」を考えてき
た。
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19目3 23 1 回繍自由化とlNS時代の保険業情 ネットワーク 1舳年公衆電気通槽法の改正によりr’一夕 昭和宣O年代のパンチカード・シスTムの導入に始まった保険業界の事務機械化はコン
報システム 通信サービスが制度化 ピュータ技術の革新とと毛に発展し、今日では大規模オンラインネットワークを糟築して、筆

広汎なτ一マにもかかわb　短期間の研究活動であったため残された蝶題も多い．1NS時
代1＝おける保険業椚報システムのなすべき役割は多く、今後の継続的な検討が望まれる

1985年雪働公社の民営化 溜の迅速化・省力化に多大の成果を上げている。しかし近年のコンピュータや通信を初め
1日昌7年第二電電・日本テレコム・日本高速

不十分な内容ではあるが、業容の異なる生損保メンバーの協力の結果である本報告が伺
としたエレクトロニクス分野の技術軍新は目覚しく、保険業界の情報システムも大きな変革 らかの参考になれば幸いである。

通信の3社が長距離電話サービスに参入 期を迎えようとしている．

電池公社の推進するlNS傭塵柵融通信システム）竈十画はコンピュータ問通信やニューメ
ディア1＝よる新サービスの提供に大きな可能性を開き、また昨年10月の公衆電気通煽法
の改正（回線開放〕は企菓閻のコンピュータ・ネットワークの実現を可能とした由

一方、米国を中心とした金融璽命の波はわが囲1＝も及び、夫蔵省の行政規制も緩和の方
向にある。隣接業界との垣根はますます低くなり、やがては保険業界も激しい菜界間競争

1こさらされていくと予想される。＝のような環境の中でシステム部門の果たすべき役者1」はさ
ら1＝大きくなる。

上述の観慮からr回線の自由化と…S時代の保険業情報シス子ム」について行った検討に
ついて述べていく口

19畠3 23 2 保険業における安性EDP要員のあ 組欄・体制、人材・育 1日τ2年勤労婦人福祉法」施行 呆険業での　ログーヲマーの採用は、すでに15年を超尻、定着の感があります。今後の10
り方 成 19宮5年女子差別撤廃条約日本が批准

今までは、女性の有効活用といえば、中途半端に終わる」とが多かったのですが、それは
年、その後の安性プログラマー像を思う1＝、低成長期1＝入った今日では、今までと異なった 夫多数の女性社員の在穂期間は、伽5年という大前提があったからだと思われます，見

9日5年男女酒用機会均等法成立（施行 イメージを描く必要があると思います．私違は、このあたりに、具体的な’’あり方’’があると 方を変えると、女性の最大の欠点のように言われる勤統年数の短さも、逆1こ今の社会を支
醜。年） 考えました白

9日フ年改正男女雇用機会均等法成立（施 当グループでは．今回の朋査研究のテーマを’一有効活用’’という点1＝絞り、’一とう扱われだし
えてきたという面があります。一般企業では、売上総利益の50冊が、人件費の目安とされて
おり．その決められた人件費の枠の中で、女性の回転率が早いからこそ、若くて安い労働

行1日日9年〕労働基準法から女子保証規定が か’“’どう活用してもらうか’1という、私選からのアピールとしてまとめました。

触鹿 そして、ここでは、単なるプログラマーに限ることなく、という意味でEDP要民という音藁を使
カが確保され、男性の異給も順胴だったといえます。さて．保険難界の好条件、再就職の

厳しさ、康計の担い手といった現実を考えると．まだ、具体的な散寧では現れていません
999年改正労働基準法の施行により安性 周しています。 が、今後。確実1＝辞めない女性社員が、珊えていくと思われます。これからは、女性がやめ

の深夜労働の制限撒魔 ない限り、人員補充はなく、職場の花が、ドライララワーとなって残るといった状況がまさ1＝

2006年改正男女履用機会均等法成立（施 EDP要員は、敬年の養成・経験を要し、ずく占代薔できないという特徴があり、女性は採用か 迫ってきています。こういった状況を避けるには、採用基準の見直し、上界志向型の人たち
行200フ年〕 ら退職までのサイクルが短く低賃金というのが一般的です。 の思い切った抜擢等も考えていかねぱなりません．また、保険業界といっても．各社それぞ

その中で、私選のグルーブのメンバーは中堅以上1＝位置し、莞竈と呼べる存在がいないた れ．女性の比率、人揖の質・■とも違うので、自社1＝応じた女性の有効活用ということもあ
め、これからの姿が見えないのが実状です。 るかと思います。

そこで、望ましい形で働き続けるということを、私違の上司の方々、同掠1二考えていただき

たいと思いました．そして。今回は主に．’．私選を活用してもらう’’という点での展開にいたし
ました．

19朗 鴉 3 保険業における下一夕の棚密俣聴 セキュリτイ 昨年2月に発党した北海道銀行盗聴事件壱はじめ、二和銀行事件や平和相互銀行事件な メンバー各社1こおける現状の問題点、さblこは将来の1NS社会でのEDPシステムの変重を
ど．多くのコシビーユークに関係した犯罪が、最近全国各地で発生しています．上記のような 考えてくる過程で、セキュリティ対策の貿要性が実感としてわかってきました．
犯駆は、保険葉においていつ発生しても不思醐ではありません。 今後，我々保険葉EDPシステムでは、アクセス笹理、暗号化といった極々ω県体的対策を
このような幕件が．保険業で発生すると、箪1こ金鎖の損失を受けるだけでなく、保有してい 徐々に進めていかなけれぱなりませんが、ユーザだ1＋での対策には必然的に限度があり
る大規模データベースの内容が、外部に洞洩すること1＝なり、契約者のプライバシーの侵 ます。そこで，機器を糧供するメーカーや回線を提供する電電公社に我々ユーザの＝一ズ
善といった大きな社会問題にまで発展することも考えられます。このような最悪の事態1こ至 二こたえられる対策を実現して毛らうことが必要です。例えば、暗号化については機器に組
bぬように、保険業各社は、常に万全なセキュリティ対策を辮ずる必要があります。 み込んだり、回繍の標準機能として持ってしまうといった方法が考えられます。
現在でも、連続企業爆破事件や東海地震対策き契機とし．公害の耐震型事務セニ’ターの 最後1こ、研究テーマの領域が幅広すぎて、1年足らずの研究機関では十分検討できなかっ
股立や入遇館チェックなどのセキュリ子イ対策を行っている会社もありますが、このようなセ たため、目楓であったr保険業独白のセキュリティ対策の具体的方法の提示」ができず、ご
ンター中心のセキュー」ティ対策だけでは高度椚報化社会（lNS社会）が到来すると、情報が く一般的な対策の方向付けしかできませんでした。しかしながら、我々のこの研究が今後
社外1＝まで直接行き乗することになるので．外部への弼洩の可能性が飛躍的1こ増大する の保険業各社でのセキュ1」ティ対策を進める上でのrきっかけ」となれば幸いです。
と思われます。我々、研究グルーブでは、＝れらの視点から、保険業におけるコンピュータ

システムのセキュリティ対策の進め方を検胴しました自

19日3 23 4 保険業にお1寸るτシジョン・サポー DSS、新技術 当研究グループはDSSの何たるか？につき全休試聴より始め、生保・損保2グルーブに別 保険業でのDSSの取り組みは各社」とだが、実際には今後、DSSを積極的に取り入れて多
ト・システム れ、『保険業1＝おけるDSS」というテーマで研究を行い，最終的に2グループの研究を桑約し くの業務で幅広く活用されていくと考えられる．ツールとしては、ソヲト・ハード共1；かなりよ

研究結果としてまとめ杜 い物が提供されて来つつあるし、今後も改警されていくと思われる．その際の問題として
呆険業のコンピュータ化は、基幹業務を中心1＝処理コスト低減効果の大きいものから進め いかに統合されたシステムを棚築するか」「どの拐…なデータベースを持ち備えたらよいか」
bれてきた。 ということがOSSを価価あるものとして導入できるかの決め手となり、これはDP部門でのみ
特1＝’フO年代の高慶成長期においては、契約量の増加1＝伴い飛躍的1二衛務iが±百大し， 患宥し決定できる問題でなく、かえってユーザ部門の必要性に大きく左右される問題と考え
これ1＝対処するため大型コンピュータによる中央集中処理を推し進め．章務処理の省力 bれ、DSSがDP部門の発想からなるもの故、今後ユーザ部門へのrlまたらきかけ」を大1こ
ヒ・効率化1＝大きく貢献してきた。 し、その有効性を脱き、積極的参画を求めなくてはならない。最後i＝、企業の外に向けての
目0年代におけるコンピュータ化の腰題は基幹業務の機械処理だけでなく営業政策に役立 コンピュータ活用面ではlNS等のニューメディアといわれるものカ｛大きな影響を与えてくるだ

つ営業支援業務や経営敏策に役立つ、企画・管理業務の機械化、さらには一般事務職な ろうし、一方企業内に於けるコンピュータの界1」用1ま、DSSの活用のウェイトが増大していくと

どの．エンドユーザが容易1こコンピュータを利用できるシステムの椚築へ進むと考えられ 思われる．その意味で当研究会は意思決定のメカニズムからDSSの必要とすべき機能を
る。 研究し今後の導入過程1＝於ける、思考の基礎知醐として研究結果をまとめた白
このような中で当研究グループは、今後の機械化の躁題である、企画・管理業務の効率化

と生産性向上を図る手段としての億思決定支援システムに大きな関心を持ち、DSSとは伺
か、また保険業の中でどのようにDSSが活用されるのかなど、その役割と機能、及び適用
事例を考えてみること1＝した。
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旭跳 23 5 ア　一」ケーションの品質管理 品質悟理、生　性 ソフトウェア生産の重要τ一マとして、生　性の向上にも増して品資の向上について．山，心 本来、品質管理の意図すると」ろは、いわゆる逝正な品質の実現と生産性の向上にある．

が高まりつつある，このような背景のもと、テーマの絞込みを検討した。 そのためには、笹理の手段としての品資尺度の設定が先ず第一に解決されなければなら
まず、基本的な幌搬として、ソフトウェアを工業製品と考えて検討1こ入った口そして、工業製 ない。そして、その品質尺度に基づいて品質を図ることの必然性が、関係者1：十分に周知

品ならば、その生産は他の工業製品の生産と本質的な量輿は無いと仮定した。もしそうで されていることが必須条件と思われる。

あるならぱ、一般工業製品の生産管理1二採用されて、r低価格・高品質」を達成している品 我々目本人が品質槽理活動の効用に貢献している技術はまさ1二世界各圏の碓毛が醒めて
貨管理がソフトウェアの生産にも適用可能ではないかと思われた。 いる．特1＝ooサークル活蜆の実態は有名で、このようなアプローチの仕方もソフトウェア生

本欄内容は二部欄成で。第一部1ま主に定性的な方面からのアプローチを行い．アフI」ケー 麿の場にあってもきわめて効果的と思われる．

ションの品質借理を推進していく上での問題点について、現状のシステム開発・保守とから すなわち、ソフトウェアの品質管理をより効率的1＝推進するためには、ooサークル的な濫

めて検討をくわえた。 動毛必要であろう。

棚く第＝部は、第一部と1ま対照的1＝、主に定i的掴価からのアフ’ローチを賦みた。ooの原 第二部ではプログラムを一般工業製品とほ1言1同一視し、一般工場で行われているような統

点とも云われる統計的な品質管理が、アプリケーションの生産1こどのよう1＝適用可能であ 計餉手法を用いて研究を行った．残念ながら，結果としては現段階で直ちに利用できると

るか1＝ついて事例研究を行い、その結果1こついて僻価を行うれ以上の観点より、当研究 いう緒論には至らなかったが、ソフトウェア閣発においてこのようなアプローチも考えられる

チームのメインテーマとして「アプリケーションの開発・保守にOC的な考え方崔導入するこ のではないかという一握針の提示1＝1まなったと思われる，

と」を取り上げることとした。 今後は、我々メンバーも当研究会1＝とどまらず、まだまだ山積みされている問題について、
研究を続ける所存である．

19目4 24 1 L州・P目Xの鵬盃・研究 新技術 PC、フー　口、FAXなど、OA機器が請極的にO入されている． 山Nの効率のよさ（高速・拡≡震性など〕、形態（スター型など〕、媒体（同軸ケー　ルなど〕、

これらを有効的1こ活用し、生産性を高めるために、導入された。＾機器を相互接線し、新た 欄導化（7階［プロトコルなど〕1二ついての説明と保険藁界へのLAN導入の想定シナ1」オ
な便益を追及していくことが必要であるとの隔撤が持たれ1まじめている自一リNが注目を が記載され、最終的に以下の結論1こつなげている〕
集める。

〕≒N自体に有用性があるわけではないが．rL州とは一体どんなものなのか」r技術や撮 LAMこようて仙られる効果は以下のとおり、

準化はどうなっているのか」「保険業で考える掃含，μNをどのよう1こ使っていけばよいの
か」を輪蟻した． 椚報の共有
P目Xの位置づけ：PBXとはもともとオフィス内の音声洲重接続を目的1＝使用されてきた 2．賀源の共有、ソフト．ハード

が、デジタル技術の導入により、音声だけでなくデータも扱えるものが出現し、企業内ネット 8．文i欄報
ワーク形成の一手段として脚光を浴びてきてい孔将棄的には複数のLANを接続し、全社 4．メール枯報

的ネットワークの要としての殺害1」を果たしていくと口われている． 5、音声仙報、画像視覚借報

LANの定義＝同一ピルあるいはせいぜい敬Kmの敷地内で霊園公社ω回線をしようせず、 6．コ…ユニケーションω子会脳、W会賜、電子ボード）

自営の専用通信股備を用いて椚築されるネットワーク。 7．その他スペース効率化・オフィスサービス機能強化

μN導入にあたっては「OOをするには山Nが必要だ」の方向で検討し、適用業務を蝉細
＝分析・検討することで最適のμNを決めていくことが大切。

1984 24 2 保険会社における柵報シスτムの コスト DP部門は企業戦路の重要な役割を担っまでに成長しつつあり、DP部門の予算親梗も ●費用卯出についての腰題

原価計算と費用配賦 年々増加しているため．より効率的な運用を求められている．さら1＝保険会社では従来の ・開発費算出＝ユーザ1＝理解しにくい。

ウ務処理システムとは輿なった狭義の情報システムが増加しつつあり．榊報システムの占 ・運用費算出＝複数部門関連JO日は竈痂使用■を求めにくい
める割合は鉱夫している。効率的な開発・運用を行うには、主観1＝左右されやすい現状岬 ●費用配賦の前提
価をあらため、共通の酔価尺度の導入と、最終的1＝は費用配賦の仕組みを椚寵すること ・原価首十算の編度はユーザ理解可能なレベルであること。また、部門ごと1二算定できるこ

が望ましい。 と。

■配賦基準がユーザから理解できること。

●費用の積成 ・全てのユーザ部門に対して公平1：配賦されていること凹

くr〉直接費 ・配賦方法1＝一貫性、安全性があること．

｛1〕物件費｛マシン費、通信回線量〕 ・配賦のためのユーザ部門の乗務負荷が小さいこと。
く2〕人件費｛システム人件費、プログラマー人件費〕 ●配賦概略フロー（記載萄路）

く2〉間接賓 ●結輪以下のレベルを一段階ずつクリアし、当面はレベル3を目枳とする。

（1〕物件撤通信費、会躍費、管理費） レベル1＝コスト提示

‘2〕人件費てオペレーター貧、ライブラ■」アン人件費〕 レベル2：部門ごとの予算枠利用

レベル3＝部門ごとωDP予算申蹄

●関発費用の構成 レベル41独立採算制をべ一スとして全面費用配賦
く1＞開発費｛システム設計費、プログラム開発費，システム導入費など〕

く2〉援用出インプット賞、コンピュータ管理費、アウトプット賞など〕

1眺4 24 3 欠火災を想定したコンビュータシス 災害対策・侶繭性 舳年宮城沖地震 近年，コンビュータシスτムが飛距的に大規模・高槻能・高座化されるに至り、大地震など 保険会社各社へのアンケート縮県を集約したと」ろ、対策の実施率は60％。」れは全産

テム対策のあり方 の自然災害による被害や、それが社会1こ与える最娼は過去の例とは比べ物1こならないほ 業界での実施寧30％の2倍だが，公共性を加味すると十分ではない。
ど大きくなっている。 対策としては

事実，昭和53年宮城沖地震でコンピュータが被災し、対策の必要性が大きくクローズァッ ・設備面での措置・通信面1＝対する措置・営業の端末1＝対する楮行・代替事務処理確
ブきれており、これを受けて、政府も安全対策基準を策定した。 立・保険の手一」用

このよう1＝、災害対策の必要性1ま増加する一方だが、反面、対策の脆囲が広く、］ストとの などが挙げられるが、いずれも遅れており、企業間楮暮が著しい。

兼ね合い毛あり、対策は立ち遁れの状況である。

保険会社はその公共性からも．災害時のコンピュータ閲遍の被害を長小限に食い止め、迅 東京に大地脳震塵61回復まで1二1週間）が発生した場合、以下のような問題が想定され
速な複1日作業を行うことが強く聖屑されている． る。

今回の研究では対簗を地震1＝限定して議論をお＝なった。 ①保険金処理の遅れ②口振酌求警の遅れ③契約計上処理の通れ④醐求■作成の
遅れ⑤銀行とのチータ交胆不能⑥団体とのデータ交換不能⑦契約者からの照会、要
塾への対応不能⑧貝助柵報の反映不能⑨経理処理の運れ⑪正常な算務処理不能

上記のような問題に対処するため1：、以下の提渠を行いたい。

⑦電子計算機システム安全対策基準の採用②オンラインシスナムヘの対策③災害時
の対策の検酎
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19日4 24 4 コノビュータまわりで働く人たちの 人材・育成 昭和59年2月に労働省中VDT作業におけ 昭和5S年2月に労働省が発表したVDT作業における労働術生笹理の指標」を契機に， ●まとめ
執務環境と健康情理 る労働術生管理の指積」を発表 様々な団体・労働組合の指棚が次々に発表され、VDTまわりの環境改善1＝ついて藺心が コシピュータリゼーショシは今後ますます進み、今より一層身近なものになっていき，EDP

高まっている。問題点と病、拠康管理の実喘と今後害研究する自 部門独白のものではなくなっていく。労働案件面で毛EDP部門がリーダーシップ崔発揮して
、く＝とが期待されている，

VDTに関する問題
①VDT作業に関する負荷要因
②指棚を具体化する上での問題点
指標を果体化する1＝あたっての問題点は多くある。しかし実態を放置すれば健康陣曹が拡
がることが予想される。

生の祭りとならぬよう、各社と毛卑触に県1本化が必要である。

bの信
①EDP部門の人々へのスポットライト
我々自身の問題として挙げられた毛のは自分違で解決を図っていく以外は碓毛取り上げて

くれないし、改蕎は困難である由

②EDP部門外の人々への心の病

側廣管理
①これまでの極廉管理
②コンピュータ回りで働く人々の側康価理

③定期特殊検鯵
④予防

1984 24 5 シスτム関係ドキュメシτ一ション 標準化、生　性 社は限bれたシスτム責棚の下で、生　性の向上、効畢化の追求、ア　リケーション・ ●まとめ
のあり方 バックログ。そしてシステム・メンテナンスの対応を追られている目 ①システム閥係ドキュメンテーシ目ンの問題点

こんな中、ED戸部門の抱える問題点の橿本に関わるのがドキ＝LメンH二関する問題であ ②システム開係ドキュメンテーシ目ンと生産性向上の必要条件
る，

ドキュメンテーションの標単化、機械化および分業化について考窺し、生産性を高めるため ●おわりに

のドキュメンテーションのあリ方1＝ついての研究を以下1こ述べる EDPSに関する仕算がなくならない限り、ドキュメンテーション1＝終わりはなく、より効果の

●ドキュメントの標準化 大きいドキュメソトの実現1＝向1＋て宕臭に進むことが必須である。

①ドキュメシト棚準化の現状 これを可能1こする鎚の一つは、近年各種コンピュータメーカー等により発表されつつある、

②ドキュルトの枳率化の間題点 動果的ドキュメンテーシ目ンの一貫製作シス〒ムにあると思われる．
③ソフトウェァの生産性向上を目掴したドキュメシトの楓嬉化 これら1こよって股計署がドキュメント製作の賃圧から解放され、固定的硬直的ドキュメント

○ソフトウェアの生産性向上ツールとドキュメンテーション から各適用業務の臭椚1＝あった、より自由なドキュメントの組み合わせに柔軟に対処する

①私違の仕書の機械化 こと毛司能になるのではないかと思われる。

②アンケート鯛盃報告

③開莞一貢支授システム

●分業化
①分業形態の分雌
②アシケート繕果

③問題点

1蝸5 25 1 保険業におけるイメージ処理の活 新技術 近年愈速なτクノロジーの進展を背景に、イメージ処理の眉辺がにわかに脚光を浴ぴ始め ●活用偏
用策 たことにミ主目した、 ①新契約データ入カ・保険！正券作成及ぴ申込■照会処理への応用

しかしながら、この分野は技術、適用業務の両面で未だ進行中であり、不透明な部分が多 保馳正券面への加入考自害と印影コビー及ぴ申込喜照会処理にマイクロフィルムを用い
いため、イメージ処理をrシステム1＝おける芋■吉文字、略図、スケッチ、印刷、文宰．図 たシステムを採用するなど。

面、指紋、印鑑などの祝覚柵報（イメージ〕をイメージ・パターンのまま宇ジタル化し、入カ、 ②約欺・規租等の管理検索システムヘの応用
出カ、伝送、蓄積、検索等を行う＝と」、すなわちrテジタル衰現された非コード借報を機械 従来のコード借報1＝よる目次宇一タベースと働子ファイルシステムの組み含わせ1＝よる柵

処理すること」と範囲を眼定し、「傑険業1＝おけるイメージ処理の活用策」の検討1＝敢り組 報の一元管理
んだ、 オンラインネットワークの活用による、全国の拠点からのオンライン検薬

●結ぴ

コンビュータが人間の話富薬を理解し、人問の描いた絵や記号あるいは伝票上の乱雑な
文字を判別して、印影や自讐、指紋などの照合を助けたり、鯵断用の写真データの

解醜を手助けたり、珊含によコては人間のやりたがらない仕算や危険な仕筆崔正確かつ柔
蜘＝代行するといったことが可能1＝ならなくては、本当の意味での人問の為のマン・マシ
ン・インターフェースが実現したこと1こはならない一このような高廣で総含化されたイメージ

処理機能の賞現を期待する。
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19日5 25 2 今　のτ一夕通幅における　全管 災害対策・信頼性 59年11月におきた世田谷火災は事故による脅威を示すものであり．さbに最近ではコン ○安全　理のあり方
理1＝ついて ビュータ犯罪といった育成も増大してきている， ①保険業のおかれている立場

そこでコンピュータ・システムの安全管理のあり方を今後の子一夕通信における安全価理と ②安全倍理へのアプローチ
L、う面から考えてみることにした。 ・安全管理組微体制の確立

・保険業としての安全対策ガイドラインの策定

・内部監査体制の導入

●まとめ

59年未の通慢ケーブル火災をきつかけに蟻腕が高まリ．各省庁ならび1二反問の研究榔聞

＝よる各租安全対策基準が検討され、見直されている状況である．

ただ、実際の各社の安全管理対策は遅れており、今後の効果的対策は必要であるが．並
〒して，システム獅度の向上と侶頼性の蔽保のためには、基本動作と点検が改めて賃婁

であると蝿搬させられた。

19日5 25 3 シスτム開発・保守業務における工 見積手法 開発マネジメント中大きくクロー　アッされているカ、予想工数とスケジュール設定は相 ○工散見積における現状と問題点
散見積りの㎜査研究 変わらず経験と勘に頼っており、実績とのギャップが埋まらない。そこで、各社のアンケート ・r開発」が不明確であり、欄準化も存在しない．

銅壷、コンピュータメーカーの鵬壷を通じて、コニ籔見積の現状把握と科学的な工散見租技 ・人日、人月および作単量を定義できていない．

法を検討することとした。検討するにあたり、開発工椙の定義として富士通社のSDEMを そもそも工数見積を実施しない会社が24％）

便用した。 ●当研究1＝おける見積方法
・前提を固める｛成棄物を明確にし、作業を標準化し、開発手法を決定し、変助要素を撒り

込み、開発環境を明確にする。〕

・初期だけでなく、工種終了ごと1＝見積を行う。

・手順を定める山

・蔓郷基草〕を統一しておく。

・見積レビューを検証する．

・実緬とぞω岬価を行い、その後の満席向上1こつなlfる．

●今後の誤顯
基準値および工程などは実際の開発に適合するよう、常1＝胴整する必要がある。

1蝸5 25 4 商用τ一夕ベースの研究 アウトソース 柵報者社会の進度に伴って、内外1一おける商用τ一夕ベースの整備拡大には著しいもの ●実態胴査結果
があり、その有効活用は業務の効率化1＝大きく貢献してい乱この研究ではまず、商用 1サービス内容はほ旧1満足口・更新サイクルをリアルタイム化してほしい裏塑あり。・操作

データベースω現状捌竈と将乗への動向を含めた岨査研究を行い、これをぺ一スにその 性は満足，・セキュリティは今後の躁乱　・コストはユーザ値引きなどがあり、単純比較

有効な活用策を検討し、更に利用にあたつての問聴点の指摘や、保険業界にとって将来そ できない白1利用時間1こはパラつきがある旦・複数利用した場合、同様のサービスが重複

の発震が望ましい宇一夕ベースの欄想およびネットワーク棚想を描いた。なお．商用データ していることが多く、無駄とな乱　・栂全体系が不明瞭．・コード体系を共通化して欲し

ぺ一スとは宇一夕ベース業者と使用契約を結。…ミことにようて利用できる宇一夕ベースのこと い。

である． ●今後必要なデータベース
・人物、機関柵報、地域椚報・新聞、雑膝、＝ユース・市珊、商品積報・企業財務、企業

●商用データベースω現状と保険業界における利用状況 情報・官公庁統計・翻訳システム商用化・＝ユーメディア活用1＝よる柵報提供

1日本で利用可能なサービスは昭和59年度で1200以上存在するが一実際に利用してい 一そしてこれらのサービスのネットワーク化（一社一社契約を締緒するのではなく．生撮共

るサービスは約20と少ない． 同センター的1二利用可能とする、〕

・オンライン分（面接葉者の情報ヘアクセスして界」周するサービス？〕では金高垂、1正券、為 ただし、料金、著作権、棚準化などの螺匙は機る。

省などの財務分野1：集中している．

・パッチ分（定期的1＝最新データを媒体などで受け取るサービス？〕ではコードフブイルの手一

用が主である。

19日5 星5 5 シスτムの共同開発 開発手法 相次ぐシスτム開発、高度度開の必要に迫■れる中、人的にも時問的にもコスト的にも限 ●共同闘発について
られた条件の中で対応していかな1寸れぱならない。この対策として共同開発や共同運用、 ・今まで検胴しなかった理由

および汎用パッケージの活用といった手段がどの程度浸透Lているのか、および、その有 過当な対象業瀕がない、自社で十分、保守が不安、企業戦略上
効性を検1正する口 ・今後の見通し

●アンケート1：よる現状把握 妙なくなると脅えている会社1まない．共同開発経験会社は盛んになると考えている割台

・共同開発＝11／48社が実施白 が高い

・パッケージ：12／42社が実施。 ・まとめ

現状では心霊性合めて強く幌峨されていない
●パッケージ1：ついて

・ステップ換算での導入寧は3．6％程度（米国では5～6醐
・経理システムが多い

・ほとんどがスタンドアロン

・購入理由は、①開発ロストの低減．②開発期間の短縮、③要員不足、④ノウハウ不足

・今後少なくなると考えている会社はない

●共同開発を実施する上で。〕問題点
・マシン、OS、回続、企業体力格暮、パートナー探し
．富昭、基幹、開発蔓員、開発場所、コスト分担，ドキュメント、標準化、章務の独自性、回

辺システムとのインターフェース、テストと検I正，進捗管理、ユーザ・メーカーの参画

・パグつぶしレベルUP、第三者への販売権
●おわりに
生損各社は共同開発の必蔓性を強く翻職するレベル1＝至っていないが、今後の大規模

開発1二おいては避1†て通ることはできず、共同システムなど可能性は十分に備わってきて
いる。
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19日6 26 1 シスτム開発における外注　記の 開発手法、アウトソー シス丁ムの多様化、複雑化、大規模化に伴い、開発、保守■に内部EDP要蜷が不足して ●外注委記の現状

効果的な利用 ス おり、外部への委記が進んでいるが、委記コストの基準が不明確、外注要員への教育負 ・42／46社、9r％が利乱
担、保守の困難性などの問題が発生している。また、外注の有効活用1＝影響を及ぼすと思 ・理由1ま自社要員不足■

われる人材派遣法が昭和61年フ月から施行される．この研究では、これらの問題点の解 ・昭和50年以降増加傾向．
消に取り組んだ。 ・昭和60年は昭和5呂年のほぼ倍±曽。

●外注委蛙の問題

①見積と支払額の豊②品質③教育④セキュリティ⑤保守⑥進捗憧理⑦利用形
鯉

●開発工程ごとの外注勧モの問題点
①計画工程②システム般酎工程③プログラム般肘工程④ブログラ…ング工程⑤テス
ト：［程

●外注劃毛の効果的利用
①勧モの龍囲②外注の選択③外注をうまく活用するため1こ
●おわり1＝

システム開発の要求は今後ますます±匙加し．要員不足の問題はさら1＝深刻化する＝とが予
想され、外注劃毛はさらに瑞夫していくと思われる。

一方、パッケージや他社ソフトの購入、および．共同開発や自助ブログラ…シグなどの閥発

方法の変化も予想され、外注利用に毛質的な変化が現れる可能姓が高い。すなわち、労
動力補完型ではなく、技術力補完型への変化である．ただ、このような変化の中でも自社

ωシステムスキルが空洞化しない対策は必須だと思われる。

旭呂。 26 2 シスτム保守の効率化 開発手法、劫率化 シスτムの保守および、改町には、稼動中の現行シスr一ムの迦用を監視しつつ、改一丁によ ●立案決定フェーズ
る影響脆囲を見極め、当該システムに改訂を加え、ある時期からそれを本番化するという 1立案扶定フェーズの特徴1二一ズの文書化、分析・ロード見積・費用対効果予測分析
点で、新規開発とは遇った意味での難しさがある。しかしながら，新規開発1＝ついてはその ・他プロジェクトとのプライオりティづけ

手法1＝ついての様々な研究が行われ、文献も散多く出版されているが、保寺的な開発につ ●股酎フェーズ
いてはあまり棚輪の対象とされていなかった感がある。システムのライフサイクルが短く ・フェーズ内作業・各フェーズ内作業のポイント
なったとはいえ、常に新システムを開発するというわけ1こ1まいかず、既存システムをいかに ●ブログラ…シグフェーズ

有効1＝効率良く保守および改！下していくかは今後も必≡賀の躁題である日よって、当研究グ ・君十画と手続き帽理〕・実際の作業に移ったときのサポート方法・フィードバック情報の
レープーでは＝のシステムの保守的開発の効率化をテーマ1＝据え、研究を行った。 収集と活用

●研究の基本方針 ・テストフェーズ

呆守および改mこおけるあるぺき姿と生損各社の実態とを胴査し、まとめることとする・ ・テストフニーズ3つのステップ1テストフェーズの効率化のための3つの方法・計画的に

●研究手順 テストを行うこと・テストデータの保存を行うこと・テスト時のエラー柵報記録とその修正
①ブレーンストーミ＝・グ1＝よる問題点洗い出し 記録の蟹理を厳密i：行うこと

②フェーズごとのあるぺき姿の策定 ○運用フェーズ
・立案決定フェーズ・股討フェーズ・プログラミジグフェーズ・テストフェーズ・運用 ・本番豊撮・櫨働の脚罫・システム岬価
フェーズ ●おわり1こ

今回の研究ではその範囲を広げすぎたため、一般的概念と各社の紹介で終始してしまっ
た感もあるが．保守、改町作業の寛要性、難しさを再確聰することはできた。今後この研究

会で得た成果を具体的にし、効率化1＝つなげていきたい。

1舶6 星6 3 オンライン体制のシスτム運用 運用、オンヲイシ 呆険業におけるオンラインサービスは既1一全国展開されているが、社内外からサービス時 ●オンワイシ櫨働時間延長を実現するための対策
問をもっと延長して欲しいという二一ズは存在する。オンラインを延長する上での問題点と、 ①作業時間不足への対策。
その対策1＝ついての検討をおこなう．また、24時間オンラインを実現するためのハードル ・夜間バッチ時間を短縮するためのハード増設．および、処理スケジュール見直し。・ハッ
＝ついても検酎する。 チ作業のオンラインヘの吸収。・パッチビーウ性が高くなる月例作業などの平準化。・処
●オンライシ稼働時間延長のための問題点 理時間短縮1＝つながる宇一夕ベースの分割化。・百1」次キーを与えることで全体検索から

・夜間バッチ作業の時間不足・機器保守作業などの時間不足・切替テスト時間の確保 部分校窮へ変更し、処理時間を短縮させる。

・運用要員確保・ATMセキュリティなど ②機器保守作業の時間不足への対策
・予備機の導入。

③切替テスト時間の確保に向けた対策
・日中のシステムテストが可能となるソフトの導入．

④麺用要員碓俣に向けた対策
・勤務体制の見直し1二よる、監視要員の確保．

⑤ATMセキュリティヘの対策

・警備システムの導入・端末制御装置の働源ON／OFF自動化など
●24時間オンラインを実親するためには
・システム＝質化、基本ソフトウェアが容易に切り蓄えることができる機能の実現、テスト環

境整術と本番移行容易性の確保、データベース機能の充実などが必須。
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19日6 26 4 ＾1｛人工知能〕シスτムの活用 新技術 Alについての各相椚報がマスコ昌をにぎわし、過剰とも思えるAlラームが到栗している。今 ●エキスパートシスτム（問題解決シスτム〕と従来シスτムとの相遺点

回の研究で1まAIl＝ついての知醐がまだ一般的でないとの前提て以下の観点で＝れからAI ・条件の追加、変更に対する対応方法が輿なる・従来システムではプログラムの修正だ

を研究される方への参考となるよう取り組んだ。 が、エキスパートシステムでは知幟を追加肖1」除することによって条件の変更1こ対応する．工

エキスパートシステム（問題解決システム）と従来システムとの相違点」 キスパートシステムでは知撤べ一スと推誠機構が分離しているため、条件の追加凌蔓はす
保険業務での逆用分野」 べて知熾べ一スを修正することで実現する由

実際導入する場合の留意点」 ●保険業務での適用分野
現時点での各社の取組み姿勢分析」 ・コスト面、レスポンス面で従来システムには及ばないため、割り切りと使い方への工夫が

前提だが、専門性の高い業務が対象となる。

例〕数理面での利率計算、査定面での医務否定、支払査定、経理面での予算案鏑定．財
務面での賀虚運用など
●実際導入する場合の留意点
・生命保険の新契約弓1き受け時査定業務1＝導入した場合の具体例で、開発から運用、メン

テナンスまでの流れを検！寸することを通じて、曝顯を列挙。

●現時点での各社の取組み姿勢分析
・A1フームではあるが、実際1＝どの椙度現場で使用できるものかどうかは各社検討中であ
j，AIが実用され、現蜴1二普及するよう1：なるの1ままだ4－5年先になると思われる。

19日6 26 5 生・損保におけるライバシー俣竈 セキュー万イ 高度椚報社会の呈1」来により、r自分に関する柵報が独り歩きしていないか」といった不安カ ●収集制限の原則

対策の考察 高まつている．欧米ではプライバシー保聴立法や自己規制1＝より対応しているが、日本で ・本原貝一」のみに醐わるシステム対応はない、

もプライバシー保護に関する法制定は時間の問題であ乱保険業界は他業種1＝比べて大 ●利用制限の原則
量の個人データを取り扱。ているだけ1こ積極的かつ早急1＝対応策を検討し．蜴含1＝よって ・目的を仕様書などのドキュメント1＝記載する，さらには、利用目的別にデータベースを欄

ま立法の際に業界の意向を挽■すぺきと考える。このような問固意醐の毛と、保触対象を 簗し、宇一夕ベース間の通構1ま利用可能な範囲1＝限定するようシステム設叶を行うことも
画人手一夕に絞ってプライバシー保聴蜻策を検討した， 考えられる．

県体的には行暫庁ω以下の五大原貝1」を解釈し、システムとしてどのよう1二保瞳対策を施す ●個人参加の原則
ぺきかを実態に即して進める。 ・保有している個人データを洗い出し、笹理体制を検討しておく。・名寄せし、特定個人の
●収集制限の原且一」 手一夕を簡単に抽出、かつ、必要1＝応じて出力を停止できるツールの開発が必要。・各種
収集は目的を明確1＝し、必要な随囲に限定すべき、 データベースに分散している個人椚報データを一・コにまとめて集中管理することが望まし

●利用制限の厭且■」 い疽

利用は収集目的の樋囲内1こ限定すべき。 ●適正管理の原貝■」

○個人参加ω原則 ・個人柵報チータペースを糟第し、個人単位ω情報を漏れなく管理する必要がある自・内

個人が自己の宇一夕の存在．内容を知る＝とができ．必要に応じて訂正可能な手段を保 容確蝿のため、各種東内ハガキに確蝿文書を付加するようなツールの聞発が必見
障すべき。 データ提供取引先との迩棚を正確．迅速に』豆映させるための仕組みが必要．・F］SO安全

●適正管理の原則 対策基準のガイドラインを参考としたセキュ■」子イ村境が必要。

収集したデータは正融最新1＝管理し、紛失政さん，1売出などの危険1＝対して合理的な描 ●重任明確化の原則
竈を講じるべき。 ・手一夕管理者を設置し、服しい管理をしていくべき．

●責任明確化の原則 ●その他
データ管理看が負わねばならない資任の内容を明確1＝する必要がある。 営業現場へ提供したデータの扱いや、業界レベルで制度が必要となる部分もある。

198フ 2フ 1 保険業におけるネットワークシス7 新技術．ネットワーク 企業におけるネットワークは企業内の事務処理や経営管理を目的として発展してきている ●（保険簑界の〕順客サービスとしての共同ネットワーク＿一ズ

ムの効率化・高度化1＝ついて が、近年は企業の枠を越えた企業間ネットワークの糟薬、そして、異業極間のネットワーク 蟻輪の未、保険会社の垣根を越えて、自分の生活殴討をトータルで考えることができる生

接続へと進んできている。保険業界1こおいても、86年5月1＝生保V＾Nが企業年金、団体 損共同ネリトワークを検討することとする．

定期保険靖の共同引受契約の各社問決済システムとして業務崔開始し、86年10月1＝損 理由1契約割；してみれば、どの契約が生保でどの契約が損保かを意醐したり、扱える商
呆VANが自動車保険無事故・事故確醒、1＾5等級情報交換システムとして業務を開始し 品を明確に区分できている人は限りなく少ない。一般の契約者にとっては保険会社は一種
ている。生保VAN、横像VANの発展は我々共通の願いであり、自由な発想でこの業界 頬しかない蝿幟であり、自分が加入している複数の保険会社の桐報をまとめて把握する
ネットワークの延長練上に予想される高度利用を検討した， 二一ズ1ま高いと想定されるため。

●適用業務
①既製釣者情報サービス
・現在の保障の照会，将来シヨユレーション照会、解約返戻金額照会、契約者貸付申込

み．貸付近涛ローンの殴定、連絡先変更，各租証明書発行など
②一般柵報サービス
・テナント椚報、医疵桃闘枯報、金融金利確報、保険画品枯報、健康開運情報、豪族安全

峻断など
③社会的使命に基づいたサービス

・社会的大事故あるいは焚書発生時に提供するサービス（被害額算出など）

●燥題とぞω解決棄など
・本人語旺一1Cカード擦用
・実現するためのネットワークイメーシー1プロトコル変換機能を持つ共同センターの設置
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19町 27 2 シスτムリソースの管理方法と長期 運用 高度　報化社会におけるコンユータの利用は、パッチ処理か■オンライン処理へそして シス7ムリソース管理体系の流れと概略は以下のとおりである。
百十画 業務系から椚報系へと変遷している．また、ユーザ参画型のシステムが主流となりつつあ ①業務計画

る昨今では、コンピュータ1＝よる大規模化、複雑化に狛軍かか1寸られている，これらの要求 ・提供するサービスの内容とレベルを決定。

を実現させるため1＝1ま、コンピュータに対する投資を長期計画に基づく的確な管理下1＝おく 1本輪文は各社にとって普遍性を持つ内容とするため、当項目は検討対言外とする．〕
必要がある。 ②サービスレベル管理
本蜥文では対銀リソースをコンピュータ1＝接続されたオンライン椚報のハードウェアリソー ・既存システム、新システムにおけるスループット、ターンアラウンドの目標値を設定し、達

スに限定して取り扱う， 成するためのリソース利用率を指柳として設定する自
③キャパシティ管理
・①で示される業務i、および現状から推測する業務量をもとに．将来の宇一夕■、業務量

を予測し、導入効果の予測を行う。予測結果が現有一」ソース上問題なければ④へ、問題あ
ればサービスレベル見直しのため1こ②へ戻る．

④パフォーマンス管理
・■」ソースの稼働実欄データを収集、蓄積し、サービスレベルが運成できているかを定常盟

視する．問題が発見されたらチューニングを行い、チュー＝シグで対応できない場合は②1＝

戻り、サービスレベル見直しのために①の見直し指示が②から出される．

②から④一連のサイクルτミrシステム1〃一ス管理」が形成されれば、業務計画と日常管理

されているデータ1＝裏づ1寸された．根拠ある長期〇十画が作成されることになる。

19調 2τ 3 ア　リケーション・パッケージの活用 コスト、パッケージ 情報化社会の進展に伴い、保険業界でも開発パックログの増大、開発コストの増加、マン ●問題点
＝ついて パワー不足などの解消策として、アフ1」ケーションパッケージを導入、もしくは検討している ①アフ1」ケーションパッケージが少ない

傾向が見果けられる。しかし．何らかの問題があって、導入を見合わせたり、導入したもの ②二一ズ1＝合致したアプリケーションパッケージがない。

の有効に活用できていない状況が多いよう1＝思われ乱そこで、当研究グループでは、導 ③狭い市場
久しやすいアプリケーションパッケージとはどのようなものか、どのような問鋼が解決されれ ④生損保各社からの提供が困難．（システム競争上の優位性を確保したい。〕

ま有効に活用、導入されるのか、という臨点1こよる研究を進めた。なお、当研究でのアフ■」 ⑤自社マシン・システムとの整合性を保つため1こW／Lがかかる

ケーションパッケージの定義は「利用看が個々の開発をしなくても済むように、あらかじめ ⑥パリケージの内容を酵細＝理解しないとメンテナンス休制が榊鑓できない．
乍成されたコシピュータのプログラムまたはシステムの＝とで、需要先1＝単独商品として供 ⑦少ない情報源
総できるもの」とし．運用系パッケージについては研究対象から割愛した。 ⑧閉鎖的な各社システム

●揺高
①生損保谷拙こ対して
・パリケージ化ならびに販売を前提としたシステム開発推進・システムのパーツ化の促進
・システムおよびマシン損筋ωオープン化・ソフト聞違子会社の積極的関与

②保険業界全体に対して
・生保協会、損保協会などにおける情報交換の饅の設置1LlNO等1：アプリケーションパッ

ケージに関するセクションの般置と市場活性化
③コンピュータメーカー1こ対して

・マシン互換性の確保・メーカー生導による開発・メーカー主催の備報交換金
④ソフトウェアハウス1＝対して

・生損保各社とタイ7ツブして使えるソフトを開発すべき・線働後サービスの充実

10日7 η 4 保険業にお1寸る椚報系シスτムの その他 市場融向へのすばやい対応のため、大■τ一夕の中か■経営、管理に役立つ情報をタイ ●廠客情報
あり方 ムリー1＝作り出す戦略的な作業が担当者に要求されている。しかし、データ収集作業1＝忙 ・契約中心管理の現状から憧理の単位を臓客中心にシヲトしていき、システムそのものも

殺され新たな情報の収真、分析1＝専念できないため、トップの要求に十分応えることができ 胴客」試行。〕強いものになると考えられる、

ていないのが現状である・情報系システムは企業戦略を支援するツールとして位置づけら ・鵬客へのサービス毛より高度1＝、かつ、順客属性を色濃く反映したものとなり、多様化した

れ、このシステムの良し悪しがこれからの競争i＝打ち勝つかどうかを左右すると考えられ メディアとリンクした形で情報提供していくと嵩えられる。

乱我々が考える椚報系システムとは、従来のEDPシステムの大部分を占めていた業務 ・安全対策、プライバシー問題は今以上1＝重要視されていくと考えられる．

系、勘定系システムで蓄犠されたデータや、社内外から得たデータを組み合わせて多角的 ●営業管理柵報
二分析し、経営施策の設定、トレースを行うための柵報を提供するシステムであ私当グ ・営業活動全般に対しての管理システムであり、その性格上、新契約獲得と保全哲理1二直
レーブでは顧客積報、営業管理柵報．企業欄報、経営管理欄報の4つの身体的な†書報系 接関わるものであるが、バッチ出力しているリスト踊の大半は活用されていないのが現状
システムに視点を置き、その各システム1＝ついての現状分析を行い、理想的な情報系シス である。これらを掠本的に見直し、箏務効華化とへ一パーレス化を推進する動き1＝なると考

テムとは何か考えてみた・ えられる。

●企業椚報
・現状は法人の基本属性十既契約取引内容の名寄せ結果であるが、高に必要と思われる
情報（例えば，工作先企業への過去のアプローチ内容や、当咳業界の活力など）崔整理

し、活用しやすい状態に分類して蓄積しておくべきであると考えられる・

●経営管理情報
・ユーザが簡易量駆などを利用したエンドユーザコンピューティングを行うことでシステム、

データの有効活用効集が促進すると考えられる．
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19調 2τ 5 保険業界における多棚能カードの 力一ド 呆険業界を取り巻く現　　の変化は激しさを±冒しており．銀行・証券業界などとの業界間競争 ●保険藁界への多機能カード導入に閲する際題
活用方法1＝ついて や、各樋商品開発・提携をはじめとする業界内競争に醐ち抜くために、多機能力ードヘの ①ハード面

対応が求められることも考えられる・この研究では多棚能カードの現状、実験状況と問題 ・店舗政策、端末設置・宇一夕の更新方法・碇録データの信頼性くカード障置時の対応〕

点、保険金杣＝おけるカード利用状況．および多機能カード利用法案を検討し、導入に関 ・概準化

する課題と握案をまとめる。 ②ソフト面

・カード利用を苅捉とするシス子ム対応・カードの分割ルール・標窒化

③その他
・カードの発行主体・カード利用の刈ットとコストとのバランス・カードのコストおよび周

辺機器ω椥能コスト・プライバシーの問題・標準化
●多概能カード導入1＝対する提菜
呆険業界として多機能カード実用化にむ1ナて考慮すべき前提は以下のとおりである．

・カードを利用する惹にとって大きな刈・ットを感じる藁務であること．・障害となる誤瓢を正

しく把握し、判断すること。・保険会社が提供するサービスがメイ：’となること．

＝の前提を踏まえて上で、保険業界が歩むべき箆一歩は、必ずしも総合保険カードや業務
提携を前提としたものではなく、企業内での利用であろう。カードホルダーの刈ット、多機

能カードのノウハウが蓄積できる分野として、販売支援の一つとして営業職員や代理店活

動でのカード活用は検討に値する。

10日日 2日 1 シスτム開発の生産性向上策 生産性 シス丁ム部門にとってシスτム開発の生産性向上策」といっ問題は、永遭の誤獺と称され ●Σシスτムに閲するまとめ
てきた。各ペンダをはじめとして各業種、各社で生魔性向上のためのさまざまなアプロー ・ΣOS、ΣWS、ΣネットワークーΣセンタ．Σツールの5つの璽景から成っている．

チ，欄準化が紬1†られ、それらの努力はそれなりに成果を収めてきた・しかし、エレクトロニ ・従来のプロジェクトと異なり、ツールの開発に重点が置かれているのではなく、統合化さ

クスの発震による適用分野の拡大・保険市場の多様化現象は現時点でのシステム部門の れた「開発現境」そのものの椚繁を目指している点が注目1二価する．
開発のキャパシティをはるか1＝超えた急激なシステム開発二一ズを生み、さまきまな問題 ・コンセプトは十分に岬価できる。実行用ホスト1＝依存しない開発現境は理想であり、分散

を新たに生み出しているようでおる，当グループでは最近にわかに注目を集めだしたrΣ叶 開発が容捌二行えるという点も高く岬価できる自

画」1＝スポットを当ててみた． ・現状、我々DP都門1＝おいてさえもΣの蝿知廣はあまり高くなく．Σを知っている会社も現

Σ計画とは1通産省のrソフトウェア生産工業化システム積藁叶画」の別名であり、1囎5年 在はまだ擦子見の段階。どの程度普及するかが今後の鎚．
○月から5ヵ年百十画でスタートした国家プ’回ジェクト。昨年、通産省の産業構造審機会情報 ●生産性向上へのキーワード

産業部会からr西暦2000隼には97万人のソフト技術者が不足する」というショッキシグな報 ①開発工程とプロジェクト管理

告がなされており、Σ酎画はまさにこのソフトウェアの生産性向上問魍1＝真正面からとりく ・開発工程と成果物の標準化推進・見積細度向上・進捗管理・問題点管理・変更管
んでいる．その基本コシセプトはrソフトウェア生産過程に工業的アプローチ崔導入する」と 理・成果物管理・品質管理
いうものである、 ②組織

・システム部門全体をコントロールする部署の設置・流動的な人員配置が可能となる組織
乍り・視野の広い人材育成
③ソヲトウエアハウスの利用

④環境
⑤教育

1088 28 2 保険業にお1寸る分散処理のあり方 新技術、分散処理 保険業における分散処理」は1980年に毛EDP大会の中で論じられている｛の中では ●分散処理の定義
業務処理手段としての分散処理システム」が取り上げられ、分散処理1＝対しては消極的 端末と中継椥．中継機とホストといった階層的に結合する「垂直分散処理」を対線とし．機

な結輪となっている，しかしながら、現在「金融自由化・サービス経済化」の管葉に代表され 械化の処理形態を8つ1＝分類、定義した。

るように．保険業界をとりまく頸境は当時と比べ大きく変化してきている・そして、各企業と ●保険簑界1＝おける醐盃．研究
毛保有値報の有効活用による「服客密着型戦略システム」の欄繁を目指している，このよう 業務系、借報系、主管部系1こ分けて分析を行ったが、各社とも分散処理に関してはまだま

なシステム構饅の鯉を握るものとして．これから述べるr垂直分散方式を用いた分散処理 だ槙熱中である．

システム」が今また新たな観点から脚光を浴びようとしている．当グループでは現代に即応 分散処理にも大きく二つの流れがある・一つは業務の性格上、自然にホストとは切り離さ

した分散処理システムの検討が急務であると考え、r保険業界における分散処理システム れた形で分散したものであり、もう一つ1ま従来のオンライン処理の欠点である画一的で加

のあり方」について次の11目序で考察を行った．第一に想定した分散処理についての我々の 工しにくい面を乗蜘＝しようと考えられてきたものである。

定義を行い、第二1こ保険業界1＝おける分散処理の現状について鯛査・研究者行し、、第三 ●他葉界における調査、研究
二他業界1＝おける分散処理の現状と今後の動向について蝸証・研究を行った。そして最後 ガス会社の例では、ホストとオフコンとが綿密1二縞含した真中分散処理ネットワークを今後

二現状分析を踏まえた「今後の保険簑界1＝おける分散処理シス〒ムのあリ方」を検討し ま分散レベルでOA化と融合し、統合OA化されたシステムヘと発展させようとしている。
た． ●今後の保険業界1＝お1＋る分散処理システムのあり方

大半の業務で分赦処理を指向している情報系を中心に、より高度な分散処理形態1＝進化
すると考えられる・結論としては．分散処理システムは、小回リのきく、必要なデータを必要

なときに自分で取リ出し加工ができる、エンドユーザ主導のシステム1＝道用されていくと考
えられる、
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19昌目 2畠 3 開発　ロジェクトの管理 開発手法 度情報化社会と言われるよコになって久しいが、ユー　の屑報シスτム化の要求は±雷大 ●問題点のまとめ
の一途である。その上、情報システム化の節団は多種多棟に拡がり、高度な技術も求めら ①計画立剰＝おける問題
れる。そのため、プロジェクトとしてシステム閤発を考える上で．システム部門、ユーザ部門 ・非現実的な工数見積・組織、体制、要貴君十画が不備なの1＝見切り発車
双方1＝とって、開発プロジェクト管理は重要な問題となっている古プロジェウトとしてのシステ ②i＋画に対するフォローの問題

ム開発はいくつかの工程に分1ナることができるが、PGM作成作GM開発〕以降の工程1＝ ・安揚に段階開発で開発に取り掛かる・各工程の成果物が次の工程で活用されない・
ついては、ハード．ソフト両面の改善や、外部委託の活用などによって、その生産性向上が 開発途中の数多い要件変更でシステム計画■の見直し、変更がおこなえていなL、
図られている。しかし、開発プロジェクトの重要躁題である、ユーザ部門の要求分析、シス ③プロジェクト管理者の不在．およびユーザ部門の協力不足の問題
テム計画、システム股一十での生産性向上、および効果的なプロジェクトの管理となると、依 ・プロジェクト管理者が全休の筥十画段階から参画していない・ユーザ部門が本番目を勝手
然として人的資源1＝一＝るところが大きい目当グループでは、開発プロジェウトの管理を効率 ＝設定し、駿らない・夫Bの残業を前提としたシステム計画になっている
的1こ運営するため1こ、解決していかねばならない問題点や、プロジェクトを効率的に進める ④プロジェクトマネージャーまたはリーダーに閲する問題

手法1＝ついて考えた。 情理能力、技術力、問題分析カ1こ閲する能力不足・経験と勘1＝魍る設計技法を変えよう
としない　・股肘技法の無理、無駄に気がつかない

●対策の基本的な考え方

巾DS管理の徹底・情報収集の必要性の重視・管理作業の分散化・PM、リーダーの
権限の明確化・関逸部門関のまとめ役の明確化・ユーザ部門の積極的参加・システ
ム経験者のユーザ部門への配置・開発に蓼念できる組織・弾力的な人材活用・弾力
的な組織作り1ツールの活用

19日日 2目 4 保険業におけるシスτム監五一シ 監壷・コジライアン 昭和61年10月柵報処理技術者にシスτ コンビュータシスτムの安全性、偶頼性、そして効率性に対する瓢日は年々高まってきてお ●シスτム開発ライフサイクル1二おけるシスτム盟盃のポイント
ステム開発ライフサイクル各段階 ス ム監査」が加わる ，、システム監査の必要牲毛多くの人1こ踊職されるようになってきた。しかしながら、日本に ①システム企画段階
＝おける監査ポイントおよび監班技 昭和62年7月金融情報システムセンター おけるシステム監査の実施率は1目％（昭和60年＿日本欄報処理開発協会鵬査：醐査数 ・必要なドキュメジトが作成され、承蝿を錘け、適切に保管されているか
術一 （FlSC）から「金融機闘等のシステム監査指 3馳事業体）であり、米国システム監査状況｛大企藁95．3％、中止薬30．O％、小企業 （ドキュメジトとしては長期短期計画書、開発要求文讐、胴査分析結果報告■など〕

針」が発表される 73一宮％〕に比岐して明らかに普及は連れている、当グループではシステム監斑が普及、定 ②システム開発段階
召和63年8月　「システム監査人国際会境」 着しない最大の理由1まシステム監査の貝外的実施方法の不明確さにあるのではないかと ・閣発標準およびこれから導き出されるドキュメントの管理がなされているか
が日本で始めて開催される いう視点から研究を進めた自具体的にはFISCのシステム瞳蚕指針をシステム開発ライフ ・この段階のアウトプットであるソフトウェアの品質管理がなされているか

サイクルの各段階1こ的を絞って道用してみること1＝し㌔＝れは、当グループメンバーの大 ③保守段階
半がシステム開発および保守の経験き持ち身近1：感じたこと、また、システム開発ライフサ ・システム変更が現行のシステム1こ悪影響を及ぼさないことが樹忍されているか
イクル各段階1＝おけるシステム監査はあまり研究されていない分野であり、挑戦i二値する ●システム監査実施のための握棄
と考えたためである， ・FISOのr金融機関等のシステム監査指針」のすべてを実施しようとするのではなく、でき

るところから着手す乱〔例えば保守段階だけとか、ブログラ…シグのところだけなど）

・システム監査実施の目楓をシス〒ム部門の技術力向上に置く
監査できる人材の育成と、監壷に耐えうる技術の習得〕

●残された課題
・効果の高い監査真施時期は開発フェーズのどのタイ…シグなのが（全ての開発ラェーズで

の実施が理想だが、現実的ではないので〕

・システム監査の組織と梱限．他の監査との関連、企業経営への影響

19日日 皇昌 5 呆険業にお1寸る総合OA化の方向 新技術、o＾ わが国でOAといっ富葉が使われるよっになって既に10年程経過したが，」の問保険業に ●保険巣における統合OA
おいては大■，定型業務のオンライン化とあわせ、少量、非定型業務のOA化により業務 ①統合OAの基本方向
効率化を推進してきた．しかしOA系システムはホスト系システムとは独立して構築され、量 ・ホストとOAを分離独立して考えるのでミはなく、業務の流れを含めて体系的1＝統合していく

画な財産であるホストコンピュータのデータベースをOA系システムで有効活用し，最大効 ことが必要

果を発揮する1＝は至っていない． ②統合OAの具体的イメージ
当グループではメシパー各社のOA化の実態と躁題を踏まえ、赤ストファイルアクセスを可 ・経理詰資料作成・人員計画策定、人件費シミュレーション・チャネル統言十資料作成・
能とするための統合。＾の最新技術動向を！周盃すると同時1＝他業界における導入票例の 成績速報作成・企業保険部門における従業員情報活用
研究を通じ、新しい統合OA化のあり方を検！寸した。保険業1＝おける続合OA化の基本方向 ●統合0A化1＝おけるシステム設計上の留意点
を明らか1＝するとともに、統合OAの適用業務を整理し、その中から五つの業務にっし、て真 ・ホスト基幹D目を直接検索するのではなく、検索用D巳を殴定する・検乗用D目は赤ストの
本的システムイメージを示す。さらに統合OA化の進展ととも1こ質的変化を遂げる情報シス 蓄積宇一夕を効率よく自由に組み合わせて有効活用できる構造1こ設計する・検索用。目
テム部門とユーザ部門との関係、情報システム部門が担う役割、開発支援体制およびセ まホストD目との里新タイムラグが発生するため．タイムラグの酢容範囲を適用業務1＝応じ
キュリティ対策についても高及し、これからの保険棄1＝おける新しい統合OA展開の考え方 て硬質に検蹄する・ユーザが膿ってホストファイルを破壊しないよう、アクセス制限、パッ
を提言する、 クアップを行う・ネットワークを広域的に使用する場合、回線のバリタアップおよび不正樫

入の阻止機能が必要
●統合OA化推適上の躁題
・目UCの推進・情報システム部門の役雪一」の明確化・エンドユーザ教育

●まとめ

ホストかOAかという分離でなく，オフィスシステム全体での最適化を図る視点が重要

1畠朋 29 1 第四世代言語の活用 第四世代言語、生産 21世紀に必要とされるブログフムの開発量は現在の900倍になり、97万人のソフトウェア抜 生損保1＝おける40L導入状況として、中小規模シス丁ムを対象1＝6割弱の会社が導入済
生 術者が不足するという予測があり、プログラム開発の飛躍的な生産性向上が必要とされて みであり、3分の2以上の会社で生産性が2倍以上となり，富鱈習熟期間については第三

いる．

プログラム開発の生産性を飛躍的1＝同上させると■われている第四世代■≡吾1こついて研
世代管語と比較して半分以下である結果を得ている．一方で．4G口ま夫規模・複雑なプロ

グラム開発には不向きなこと、またシステムリソースの観点から課題があることが分かる。
発する、 また将来的に4GLを使用したプーログラム開発が拡大していくことが予想される．

第四世代■語（以下「4CL」＝4th　G日n辮tionL呂［gu日販）の定擁は様々な解釈があるが、本

研究で再定義した．その最大の特徴は、専門のプログラマで無い人が自然富露に近い会
；舌型でプログラム開発が可能な高言吾，と言える。また、代表的な4GL（M＾PPER．FOOuS〕

＝づいてその特倣を紹介した。

さら1＝、保険藁界1＝おける4CLの導入状況をアンケート1＝より分析した。

また、保険教界にお1寸る40Lの将来展馴■ついて蕎察した
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19日9 20 2 新しいシスτム股酎技法 開発手法、生産性 今後、シスτムエンジー7や　ログワマーなどのシス丁ム開発嬰眞の十分な確保カ困難に DOAの　九カは顕著化しつつありシスτム開発は」の考え方を取り入れつつ発展させな
なっていくことが予想される中、システム開第の生産性を向上させることが重要膿馴＝なっ がら進んでいくであろう．それは実現すること1＝よって、生産性の向上をはじめとした棟々な

ている。 問題が解決する1＝遣いなし、。このときは、導入する我々がいか1＝上手にこれを受1＋入れて

本喩文では生産性向上の観点で注目されている「データ中心のアプローチ」1＝よるシステ 使いこなすかといった点があらためて腕輪されることとなろう．

ム開発手法に．コいて研究する由

宇一夕中心のアプローチ｛以下、「DO＾」＝D目t昌Ori日ntod　Appro朋h〕の定籔を行った，その最

大の特徴は、データ設計を行ってからシステム糟簗を行うというものである。

またDOAl二よるシステム開発手法を整理した．
さら1＝DO＾の賞用性、適用性、現実性について考察した。

1989 29 3 保険業にお1＋る知的。＾1の活用 人材・育成 お寒さまへのより高度なサービス提供のため、杜貫一人一人の能力と通正をいかに伸ば アンケート分析ではい　れの教育も社内のτキストによる社内の講義の比質が高い傾向

すかが重要な腰題になっており、その糸口として新しい教育システムとして。＾1が注目を集 ＝あり、C＾睦企簑独白で開発せざるを欄ないのが現状であることが見て取れる．また、

めている． CAlの導入の可能性1＝ついては資格雌験、商品知峨、OA操作などの知識を求められると
ころに高い司能性があることが示される。しかしながら、OAlは末だ研究段階であるため

C＾“Co叩ut8rA朋i昌tod　ln昌t刷。ti㎝〕の定縦を行うた。その定統は、「個人の能力や二一ズ ＝、導入1＝ついては一艘的1＝は消極的な結果が現れている．

＝応じて説明や問題をコンピュータが提示し，それを受けて学習者が応答し、その応答1＝ o＾Iは教育手段として有用であるが、システム部門と教育部門の嘱密な協力関係があって
対してコンピュータがフィードハックメッセージを提示するという形で．コンピュータと学習者 初めて。＾11二よる教育損境が育っていくと考えられる．

の耗語形式で学習が進められる新しい学習形態」である。
また保険業界におけるO＾1の議入状況1＝ついてアンケート1こよる分析を行い、提■をした．

19目9 29 一 保険業1＝お1＋るコンピュータセキュ セキュリτイ、オンライ 呆険業界において第3次オンラインの本讐称働は先行した一部の会社を除いてまさに今そ アンケートの縮果か■、シスτム監査について棚％の企業で導入斎みである。またセキュI

」ティとシステム監査 ン、監査・コンブライア の開発作業中である．このような状況の中，システム1＝替えられたテLタの安全性，信頼 ティについてデータの外部保管1＝ついて3日％の企業で手配済みである．またオンライン1＝

シス 性の融保、コシビーユータシステムの安全運行の繭保への要誠が非常1＝高くなっている。 ついては50％の企業でホストが二重化されておらず．重要宇一夕の暗号化については目2％
が未港手であり、ハッカー対策についても51％が未着手である．オンライン処理への依存

アンケート形式で保険業界におけるセキュリティ及ぴシステム監査1＝対する意撤、取り組み 度が高まっていく状況の中でのセキュI」ティ対策への対応の強化が望まれる。

＝ついて分析した． また研究の成果として、保険会社の1」スクマネジメジトを考える上で、システムリスク1＝対す

また、システム障害1こついてハードウェア、ソフトウェア及び運用鵬係について、その■」ズク る資料が提供でき、内部統制の充実1＝寄与できる，またシステム監査実施への視点を示

とセキュー」ティ対策及ぴシステム監査を中心1＝整理した， すことができた。

また、不正アクセスについて、不正人退雪≡．端末からの不正アクセス1二ついて、そのリスク 今後の螺固として、監査技法・視点のレベル7ツブ、リスクマネジメントの重要性の鰯団を

とセキュりティ対策及ぴシステム監盃を中心1＝整理した白 高めていく必要があ乱
さら1＝、個人積報の禰油について、蝦票頻からの涌洩、画面からの漏洩、磁気ファイルか

らの胴洩、回線からの漏洩について、そのリスクとセキュリティ対策及ぴシス子ム監査を中

Nこ整理した。

1989 29 5 シスτム専門スタッフの育成とジ目 組織・体制、人材・育 呆険業界におけるコシビュー夕刊用は今や会社経営に不可欠となり、シスτム部門の殺害1」 也部門に比べるとrシスτム専門スタッフの育成」には、本人の能力もさるLとながら時間も

ブ・ローテーション 成 まますます重要性を帯びてきている中、システム開通業務が細分化、専門化、高度化し、 かかるし纏簑もかかる、他人がすぐにとって代われるような代物でもないという特性があ

各社とも従乗経験しなかった新たなる問題に直面している． る。いきおい、システム部門に配属された人は長期間システム部門1こ居座ること1＝な乱こ

本試文では嬰風育成の実態と問題点を把握し．システム部門のジ目フローテーション、シス のためシステムがますます俗人化し、ジョブローテーションが行いにくいという図式が描か

テム部門とユーザ部門との係りを含むシステム部門の方向性1＝対する考えを考察する． れてしま㌔どのような組槽であってもジ目フローテーションがないとその組織場活性化せ

ず、硬画化する一方である。

システム部門の要員の呼称を初級プログラマーからマネジリアルSEまで5つに明確化し、 ジョブローテーシ目ンの必要性はアシケーH＝見られるよう1こ雌もが睨めている。それゆえ

またその業務内容を明確化した．またシステム部門の要員に対する教育体系を検討した。 ＝ジ目フローテーションを舳是1＝し、いかにジョブローテーション1＝よる弊害を妙なくするか、

システム部門1こお1＋る人材確保の方法についてアンケート蝸査を付し、、人材確保の中心 そこにポイントを置きつつ、＝の相反する両書の接点を求めていくという姿露が大切なので

的手段としてはr新規採用」であり、補足的にr配置転換」が行われている現状を明らか1＝ まないだろうか。

した・一方で、システム要員の能力・スキル面では総合計画などマネジメント的な能力が必

蔓な分野と、テクニカルSEなど技術的な能力が必要な分野で．システム要員の能力に不足
があることを明らか1＝した。

ジョブローテーション1；ついてアンケート胴査を行い、システム部門への転入者は新人がぼ

とんどであリ、幅出番は各年誠1＝満遍なく亘っていることが明らかになった自

またシステム要員の能力習柵目標を明確化すること、及びその結果としてジョブローテー
ションを容易に行うため1こ、スキルマップシス子ムの殴定を捉葉した．

19目9 星9 6 先進的通信技術の活用 ネットワーク 果険業界における，通信技術を活用した夢創り」を中心膜題に、呂．移融体通信、b．衛星通 提案した技術活用例にっし、ては、一部既1一実施されているものかb絵空害に思冗るものま

1．o．パソコン通信サービス、d．1日DNについて菱のぺ一スとして技術紹介を行う。 で混在していたことと思われる．また何年か後1＝これらのことが全て真現する毛のとも考え

てはいない。

移融体通働二関し、その特徴、普及の背景岩壁理した。またテレター昌ナルシステム1＝つし しかしながら．通但技術の活用に当たっては、何らかのVISlONをまず描き、そ＝に向1†鼻

て紹介した。 体的な問題解決1段階策を検討するといった帰納法的なアプローチが必要かと考える．

術昌通信1こ聞し、その概要と欄成、利用例、衛星通信の将来像を紹介した。 先進的通侶技術の活用は、一見実現できないことの様にみえるが意外と身近にあり、後一
｛ソコン通信サービスに閥し、その概要、欄成因、活用方法、課題及ぴ将来像を紹介した。 多足を踏み入れることにより真現することが可能な毛のでないかという実感を持った。

SDNl＝関し、その概要、活用方法、螺題及ぴ縄乗像1＝ついて紹介した。

またこれらω技術をぺ一スとして、廠客筋間、社内椚報伝達、廠容サービスの場面1こおけ

る技術活用例を提薬した。
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機果 犠■

1畠90 30 1 C＾SEツ　ルの活用とr後の厘望 新技術　　性
1＝ついて

通常のシスTム聞発では、上流工程の分析・設計」の段階で利用されてきた構造化手法 ●CASEの歴史と背景
などの方法論は手作業で実行されており、次の工程である「導入・メンテナンス」段階では
アプリケーションジェネレータやデバッグ用ツールなどがそれぞれのフェーズで単独1＝使用

上流工程のOASEはRDBの普及で浸透してきた「データ中心アプロー手」ω土壌で成長し

されてきた。この結果、手作業部分の低い生産性と糖悪なドキュメント更新、および多租多
た・一方下流工程のCASEはその範晴1＝含まれる設計仕様書からの自記コード生成機能
などに代表されるrアラーリケーション中心アプローチ」の中から出現している。この他、テー

犠なツール群であるが故のr統合」の欠如と劣悪なコミュニケーショシ状態1＝陥っている算 タ補足手法の相遺、および複敏のr構造化手法」の存在などに起因して，上流と下茄の間
実がある由 1こは断層が存在しやすい背景がある。
この問題解決の一つの方法として、システム開発の全工程の自助化を速成し、r生産性向 ●CASEの現状と問題魚
上」を実現するOASE子クノロジーが脚光を裕びている．CASEテクノロジーの目的は開発 最新のCASEは上流のCASEと下流のCASEをリポジトリと呼ばれる殴計柵報の宇一夕
支援ツールと棚造化方法誠を統合し、システム開発の上流工程である分析・股君十作業と下 べ一スを中心1こ統合した毛ので、要求仕様からプログラムを自助生成することでライヲサイ
流工程であるプ。グラム開発メンテナンス作業を自動化することにより、システム開発の全 クル全休を一貫支援するものである．ただし，完全な自助化は難しく、かつ、要求獲得や分
工程の生産性を向上させることにある。 析作業支援と分析から睡君十への自助化は今後ω腰題．また、過去資産に対してはプログ
当グループではCASEツールの歴史・背景から今後の期待されうるC＾SEはどうあるべき ラムから逆生成する必要カ｛あるが、この技術はまだ未熟である口
かを検討する。 ●C＾SE導入と今後の展望1＝ついて
（CASEとはComput目r一＾idod　So叶w8ro　En昌i冊訓in厘の頭文寧） 導入1＝は構造化手法の教育が前提となり、過去資産の扱いも問題であるが、CASEは絶

えず進歩しており90年代のシステム開発に大きく影響をあたえることは問遺いない．

旭90 30 2 エノドユザコノユτインクの EUo生　性
進め方

以前かbバックロクの解消が叫はれていますが、現実には益々増大する傾向にあり、」の ●現状の分析と躁題
解…尚の一手段として，エシドユーザコンピューティング帽uC〕の手法が注目を策めていま A．組織・体制・教育
す．EUOは草1＝システム部門の負担軽減や、開発の一部をエンドユーザに肩代わりしても 目Uo教育休制が未整備で、推進貫任都署も躍昧であるケースが多い。この結集、利用率
らうことではなく、システム部門で迅速な対応が難しい．非定型、非定期柵報処理は二一ズ ま低く．システム部門では新たにサポートやユーザ教育といった仕裏を生み出している．そ
発生源であるエンドユーザ自身で処理した方が効率的であるとの考え1＝基づいています。 もそも業務中心となっている既存システムごと1＝EUC化すること1＝問題があり、借報中心
既にEuOを導入している会社も多数ありますが、効果的にEuOを推進する1＝は、組織■体 型アプローチ1＝よって、使いやすく、拡張性のあるシステムを欄成する必要がある．
制・教育・対象業務・データ・ハード・ソフトなど、検討すべき項目が多撒残されているのが 日．対負業務・対集部讐
現状です・＝の欄文では業界各社1＝実施した7ンケート1＝基づき、そこから浮き彫り1＝され ユーザとシステム双方が納得した上でホストとEUOを切リ分けていくことが量要であり、非
る現状の問題点を踏まえ，その解決策と理想的なEuOの実施を日指すのが目的です。な 定型1まEuO、定型はホストといった画一的な切り分けや、パックログ1＝引きずられたやむを
お、当論文におけるEuOシステムの積成はホスト十PCを前提1＝考察を進めます。 暑ないEUO導入は避けるべきである■

C．システム環境

必要な子一夕がどこに存在するのかわからず、かつ、重複宇一夕1ま撒布しており、一元管
理がされていない。宇一夕資脈管理（セキュリティ管埋を合む〕は最優先の課題である。

●縮鮒
EuO推進のため1＝はインワォメーシ目シセンターを股■し、EUαこ関する欄報の一元管

理、PR活動、導入・拡充への企画、教育・サポートといった活動を統括し．EuCの中心的

存在として活躍することが望ましい．

1990 30 3 外部委籠の有効活用と管理 閣琵手法 昨今のコンピュータ技術の飛距的な向上に伴い、高度伽報化が急速に進んでおり．我々シ ●活用方針の策疋
ステム部門1＝おいても、商品稟件、効率化案件、賀産運用薬件等の様々な経営案件への システム部門の現状と将来の位■づけを考慮1＝入れて策定し、その中τミの協力会社の役
柔散かつ迅速なシステム対応が要求されている。これらの酪要嶋への対応1＝よって、シス 書1」、機能を明確1＝していくことが重要である。また、策定する上で1ま『工程別、業務別の委

テムの開発業務量、保寺業務旦が的大し、システム要員の不足が深萬」化してきている目こ 籠」、「長期、短期毎の方針の策定」、「継続的な活用」1＝留意する必要がある。

のような環節下で引き続きシステム部門への期待・要求1＝速やかに応えるため1＝は，外部 ●協力会社の逝定と岬価
の有効活用が必須である． 銅カ会社との関係は貿轟であり、単なる要員確保のためと考える時代は過ぎ去っている、
我々第三グループは「協力会社の有効活用と管理」1＝ついて「活用方針の策定」、『協力会 真のパートナーとしての協力会社のあり方を、選定・岬価する手法仁反映していく必要があ
社の選定と岬価」、「協力会社の進捗憧理方法」の3点1こ無魚をあて、研究を進めた。 る．

●協力会社の進捗管理方法
湖カ会社と自社との問に、いかに信頼蘭係を作り上げるのかがポイントであり．協力会社

■対する連理面だけを強化してもシステム開発はうまくいかない
1990 30 4 コン　ユ　タ活用の為のヒユ　マノ インターフェース コンビーユークの利用署が一部の硯究者や開発担当者だけであった時代かb．子供かbお年

インターフェース
●画面設計

寄りまで雌もがコンピュータを触る時代へと変わってきている。人と機械の問i＝ある様々な 最も大切なことは、ユーザ1＝とっていかに使いやすい画面を実現するか、ということであり、
ギャップを埋め、人が機械1＝親しみを覚えながら機械と上手く接する＝とができるように助 そのため1＝は、対象とするユーザがどうゆう人々で、どのような業務を処理しようとしてし、る

寸でいくのが、インターフェースに求められる腰題であるといえる．私たちは、ユーザの視点 か崔分析し、それ1＝あったきめ編かい設計が必要だという＝とである目また，般肘に一貫性
＝立ったシステム作りという観点で、以下の3点1＝閲する研究の成果を述べる。
①メンバー全員1＝とって最も身近であり、目頓ユーザとシステムの文字どおり接慮として

を持たせ、ユーザを戸惑わせないような心遣いも大切である。
●メデイア

ユーザから要盟や意見を寄せられる榔会の多い画面の股百十において、どうしたら見やすい 導入初期では、大量定型処理1＝おける省力化、コストダウンが主目的であったが，現在
画面、使いやすい画面崔開発できるかという問題について ま、更なる事務処理の効率化，および、他社とω量別化を図る役割が求められている凹メ
②人と機械の関係をより良くするという点から、コンピュータに人間の意志を上手1＝伝える ディアはその特性とそれを包含したシステムの方向性が一致したとき1こ最毛威力を発揮す
ための様々なメチイア1＝ついて

③コンピュータを使ってもうと柔政に現実の世界の問題を処理するための一つの方法であ
るため．すぐれたメディアを活用したシステム構築ω有無が貫要なポイントになると考える自

●ファジイ理鮒
るフフジィ理㎜1＝ういて これからのインターフェースを検討する上で、有効な理喩の一つであると考える。人問のあ

いまいで複雑な思考をコンピュータ上で再現するのに、二値理論だけでは無理があり、硬
昧さを尺度として幌めるファジィ珪肺が有効なのである。こω発表でファジィ理榊の画業な

応用例を示したが、生損保でも、今後稲極的な活用を検討すべきであろう。
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紙一 ；一 P氏 選警 享朴ル．、 ．一

Lカード．一 額要 筆識．

1990 30 5 アクチェアリアルシス丁ムの現状と アクチェリアルシスτ レート言十算および決算統昔十に代表されるアクチェアリアルシス丁ムは、保険会社（特に生命 ●現状の躁題とその躁題への対応薬

曝距 ム 保険会社〕1＝おいて、古くから欄築され、定着したシステムである．一富でアクチェアリアル ①データの正確な把握という躁題への対応
システムといっても、幅広い分野1＝わたってシステム化されているが．当グループでは個人 ・整合性のある契約管理システムの構築・月次決算の実施・チェックシステムの椚築・

呆険のアクチェアリアルシステムについて研究を行うこととしね アウチュアリアルシステム用手一夕ベースの構築・データ創正方法の再考・プレ決算作

業の実施

②開発量と開発期問の…スマッチという標題への対応

・商品開発への醐与・商品開発短縮への対応

③専門牲の高いシステムという躁顯への対応
・人材育成の急務

④外注化という躁題への対応
・スキルのあるメンバーの長期契約

⑤保守性という腰題への対応

・再構簗の実施1棚準化

⑥処理遠慶という躁題への対応
・遡用効率の促進・高千算ロジックの処理速度への対応・処理サイクルの平準化・ハード

ウェアの過多・帳票出力の見直し

⑦川下システムという誤細への対応
・契約笹理システムヘの関与・不価テ」タの取扱い

なお、上碇対応策の実現性、具体性についてはさら1＝検討する必要がある。

1990 30 6 保険業における＾1の活用 新技術 9日O年代半ばに始まったAiブームとも管つべき過熱現集は．現在では峠を越え、実用化の ●Aiの現在までの流れ
時期を迎えていると言われている。わが国の産業界でも新しい情報処理技術の一つとして エキスパートシステムの他、音声蝿撒や画像処理、白蝶貫醒処理、白莇プログラミングと

Aiの導入に強い関心を寄せており、今後ますます広い分野でAiシステムは活用されていく いった様々な分野で研究が行われている．

と想定される．（実用化システム数は19目9年r月時点で約140。テスト中を含めると300を エキスパートシス」テムとは専門的技能を必要とする問題を．明示された知峨と推誠欄構を
越えている．〕 使って解くコシピュークプログラムのこと〕

果険業界ではAiの開発は】段落したようにみえるが、自由化、国際化といった業界を取り ●アシゲート分析

巻く環境が厳しくなる中，他社との差別化のためにAi開免は活発化する＝とも予想される。 四年前と比較して、実際に開発、活用を実施している会社が軸加し、その過程で知醐獲得

保険業界におけるAiの活用」というテーマは、1腕6年にも一度当会で研究発表されてお 方法、開発現境、ツール盤値などの様々な問題1＝直面した。夢のような存在であったAiが

！、今回は二度目である。前回発表から四年を経過した今、Aiに回する意峨の変革や活用 より身近でより現実的な存在へと疫化し、Aiの限界を醒戯しつつある。

裏側の変遷がどのような毛のであったかを探るため1＝、我々メンバーは前回と同様のアン ○エキスパートシステムの現状

ケート蝸査を行った・さらにAiセ量ナーへの争加、Ai開発担当者への直接ヒアリングなどを エキスパートシステムは成長していくシステムωはずだが、様々な問固により各企業の積

行い、保険擁界1＝おけるA語用のポイント及び未来1＝ついての提言をまとめた白 極的な取組み姿勢1＝陰リが見えはじめている．
●我々の考えるエキスパートシステム未来像

・単独システムとしてはr知戯ストックシステム」

・既存システムとの融合ではr生命保険販売支援システム」r代理店オフコシ1：お1＋る販売

支援・悟理システム」

●おわり1＝

前回の研究では、エキスパートシス〒ム1ま普及期にあるだろうと予測されていたが、現状で

ままだそこまでは至っていない，

1S回1 酬 1 アクテュアリ7ルシスτムの将乗像 アクチェリアルシスτ 保険経理をめくる問胆は一保険経理小委員会等の様々な坦面で採り上げ■れ，アクチュア アクチュア1」アルシスτムとして必要とされるであろっ3つのシスτムを中心に考察左行なO

ム 」一の果たすべき新たな役割が問われている。特1＝、責任準備金の種立方式の見直し、相 杜今後はこれら3つ1＝限らず様々なシステムの欄簗が求められ、現行システムの再榊聾

互会社1＝おける広渥の自己賀本棚愈の導入、舎み益の取扱いおよびインカム配当原貝1」の が必要となるものと思われる．その際1＝は、これからのアクチェアリーの職務がどのよう1＝

＾直し、一」スウ管理の在り方、区分経理等の問題については，既1こ踏み込んだ検討が巡め 変わっていくかを予見することが前提として必要となる・

られている。

このような時代の流れ1ま、当然1＝アクチェアリアルシステムにも影響を与える。我々の研究

＝おいては、今後必要とされてくるであろうアクチュア1」アルシステムのうち、アクチェアリア

レALMシステム、収益情理システム、統筥十椚報システムを採り上げ、生保1＝お1ナるシステ

ムを中心1＝考察を行なった。

1991 31 2 メンTテンス業務の生産性向上 生産性 シスτム部門においては、従来新規シスτム開発に比亜ま置く傾向があった，が、近年で 呆険会社が保有する　回グラムはすでに1千万スτツ　を」πるまでになっており、そのメ

はシステム部門にお1寸る保守の占める書1」合は年々端夫してきており、ある醐査1こよれば、 ン子テンスは大きな貴担となっている由椋働中のプログラムは（稼動期間が長ければ長い

人的、コスト的1＝みて、システム禰費用の半分以上がメンテナンス費用として便用されてし ほど〕その正当性が実！正されており、その点1＝おいて新規開発するプログラムは、既存の

るのが実態でおる。 システムにかなわない。その既存システムをなんとかして有効に利用する方法、それがリ

呆寺作業の中で大きな問題点は、影響範囲の分析とテストの作業負荷が大きいという2点 ｛一ス・エンジニアールグ、リエンジニアールグであると考える。

を拳1ナることができる。当グループでは、この2つの問題点を囑減し．生産性の向上を図る

ため、下記1＝ついて醐査■研究を行なうこととした。

1．ドキュメント及び保守用ツール1＝よる影響分析の効黒化
2．I」パース・エシジニアリング、リエンジニアリングの新技術による保守の効率化
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1991 31 3 国際ネットワークの検討 ネットワーク 生命保険会社における国際ネットワークの構築のポイント 国際ネットワークの構築1＝おいては、まず国際業務の状況把躍をする」と．そしてその業務
①バッチ処理が中心である 遂行1＝適した通偲サービスが伺であるかを見ていくこと、さらに将乗的な視野1こ立って葉務
②EDP通侶料は多くない トータル的に国際ネットワークがどうあるぺきかを見ていくこと、の3点がその検肘を進めて
③特定拠点との通信料が多い いく上での前提として必要である。

授容保険会ヰ土1＝おける国際ネットワークの構築のポイント

①通信料の少ない、他拠慮との通鱈業務が発生する
②EDP通信料は国際専用回線を設置するほど多くはない
③オンライン処理の二一ズがある

④比較的古くから海外進出していることもあり、大型拠点によっては既1二個別の機器を般

直している拠点もあり、接統性を考慮する必要がある

1白91 31 4 保険繁における触帯端末の活用に モパイル、端末 わが国の対外直接投資額は、昭和61年魔 ノート型パソコン、電子手幅、…ケコン、ハンτイダー目ナル等々、携蕎端末の範諌に入ると 携帯端末を活用していく上においては、ハードの進歩は絶対的な条件であ私ハードが現
ついて から平成元年度までの伸びが著しい。 思われるものは数多く世の中に出回っている。私たち保険業界の中でも散多くの会社が撹 状のままでは．私たちの描いた将来像も単なる空想1こ過ぎないものになってしまう。しかし

召和60年1こ電気通信書業法が施行。 帯端末を導入し営業活動を中心1二活動している。 そのようなことは逆に考えにくく、数年後には私たちのかんがえるような携帯端末に近いも
昭和62年1＝恒気通信書業法改正。 私たちは最初1＝現状の利用動向とその問題点を朋査分析し、新た1：わき起こりつつある次 のが現実のものとなっているだろう。

世代コンピューティング技術を展望しつつ、来るべき将来予想される、保険業界1二おける携 そこで問題になってくるのが、櫨帯端末の中身、ソフトである。どこまで利用者本位のもの
帯端末の活用実態の聾を探ってみることとした。 が作れるか．ど＝まで会社の珊人目的1こあった成果をあげていくことができるか、どこまで

つ0

1091 31 5 24時間．365目フル櫨働オンヲイ ネットワーク 主に生保業界に見■れる総合金融機関化」 」」では以下のよっな経衡でT一マの絞込みを行い、サブτ一マ（OD・＾TMによる契約者貸 τ一マを実現するシスτム設計として．1フロント方式、②複数ホスト並列接統方式，（動災
シシスナムヘのアプローチ への励き 寺オンラインを24時間365日稼動させるには）の誤定を行った。 害セシター方式、④共同センター方式、⑤無停止型ホスト方式を考えた。それぞれ1＝つい

第11＝、稼働時間・稼動目を減らすことなく、あくまで『24時間・365日』のフル稼働を実現 ての長所と短所を考禦，

する為の鯛査・研究に取り組んだ，但し、厳密な意味での24時間稼動ではなく、ユーザに

サービスが止まったと気付かれない程度の24時間稼動を目指す為の胴蚕・研究にとどめ 以下ω点1＝ついて、フロント方式を用いた契約者貸付の具体考察を行なっ七
た． r〕アプリケージ目ン殴計

第2に、D／Bの処理形態としては、『更新業務・照会業務』とも胴査・研究の対象とした自 2〕各マスタごとの参照・更新方法

第3に、『生保・拐保・全共通』1こ共通の二一ズであるサブテーマとした。 3〕考慮点

4）問題点

CD・＾τMの安定椋副に向けて障害、復1目、安全対策の3つの要件について考察した。

1目91 31 6 シス丁ム部門の。＾化 o＾ 本輸文では、OA化を 理想の。＾環境に近づくための指針となるべく、各分野での。＾化案について述べる自
・オフィス業務一般に対して 各分野1こおける。＾化

・エンドユーザ自身が対話的に機械を使用する＝とで 情報管理データベースの構築．情報蓄積環境の構築、椚報検索頸境の禍築、ドキュメン
・労力を軽減し、生産性を向上させること ト作成機能の膿供．ファイリングシステムの檎鍍が。＾化のポイントとなっている．
として定転する． 2．現在の技術水準と問題点
昨今．柵報システム部門では、o＾化が遅れているといわれている白しかし、一般事務部門 （r〕データベース（2〕データディクショナリシステム（3）O＾SEツール＝4）グループウェア

と比較して。＾化が遅れているわけではなさそうである白情報システム部門は、多くのパック の現在の技術水準と問題点の考察
ログを抱えており、メンテナンス負荷が増大し、そのために「生産性の向上」が要求されて

いる自この情報システム部門における生産性向上をめぎし現状からの改善方向を考察す
る自

19目2 32 1 ネットワーク時代におけるコン 新技術、セキュリτイ 9日4年日本初のコンピュータネットワーク 現代の社会において．榊報処理シス丁ムの重要性・必要性は非常に高く、また一般生活の 当研究グルーでは、rネットワーク時代におけるコンビーユータセキュリτイ」といっτ一マの
ピュータセキュリティ JuNET」開殴 中に。情報処理システムが深く入り込んでいる社会である山さら1＝パソコン通信は、一般寮 下、本年r月から約r年間にわたって研究を損ね、研究会として30回以上の会合を持って

9宮5年日本電信鹿話公社の民営化と通信 魔に椚報処理システムが入り込む手段となり、これを利用した新しい麓葉が生まれつつあ きた自コンピュータシステムの姿形が大きく変わりつつある現在、これからのセキュリティシ

自由化 る。 ステムの実現のために、単なる技法のみ追い求めても、使用審ならびに管理審のモラルの
卿年M直1i；盟1こよる被害 情報処理システムの姿も変化してきており、今までのホスト中心のシステムから通信回線 向上がなければ、まき1＝r仏作うて魂入れず」ということ1＝なりかねない，したがって．モラル

2003年4月1日経済産業省1＝よる「情報セ を通じての処理1＝変化し、さらにはダウンサイジングの波が則って告ている。 の向上については、十分1＝検討する必要がある。
キュリティ監査制度」開始 このような時代をrネットワーク時代」というのであれば、そこ1＝は今までとは明らかに翼 今回の我々の研究だけでは、今後のrネットワーク時代」という新しい波に対処することは、

なった危険が存在する＝とになる。したがって、システム全体の安全性・信頼性崔確保する まだまだ不十分であると考えるが、今後の研究1こ対しての足がかりになれぱ幸いである自
ために，ネットワーク時代という背景を踏まえたセキュ1」ティが質要になうてきた。すなわ

ち、これからの時代1＝おいて、危険から守るべき毛つとも買要なものがデータであるといえ
る。

当研究グループで1ま、これからのネットワーク時代を踏まえ、セキュリティの中心にデータ

壱設定した，この宇一夕1＝対しての脅威・原因等について考察した上で、セキュリティを実施

する際1＝中心となる技法であるアクセスコントロールとデータの暗号化にっし、て検討するこ
ととした■

19畠2 32 2 オブジェクト指向技術の研究 開発手法、効率化 9〃年ゼロックスパロアルト研究所がオブ オプソェクト指向とは近年ますます大規摸化かつ複雑化するノスτム開発の生産性を向 現在の段階で全シスτムをオブジェクト指向に置き換πるには技術画，開発コスト面、時間
ジェクト指向日鱈S冊11丁目1暗開発 上させる手段として、プログラ…シグ、チータペース等、各方面の話題を集めているまったく 嘗の問題があり、またそのような段階ではないといえる，しかしながら、ア刈カではすでに

新しい技術である． オブジェクト脂肉技術が構造化の潮流を変えるものになりつつあるとL、う事実があるので，
しかし、オブジェクト指向に関する文献を醜むと、rカプセル化」rクラス」rイシヘ1」タンス」と 我が国でもソヲトウェア、ハードウェアが進歩すれば述用分野はさらに広がり．将来的1＝1ま

いった耳慣れない富藁が数多く登場する。前半（I・I章〕では．これらの電葉は何を意味 構造化の潮流を変えるものになる可能性を十分秘めている白

するのかといった基本的な概念用語の解脱を行う．また歯融機魑のソステム担当者の したがって、時代の潮流に乗り遅れる＝とのないようi＝、現在の段階からオブジェクト帽向

見地から関発手順1＝触れ、特1＝プログラ…シグの前段階である分析・股叶のフェーズ1クラ 技術のノウハウを蓄積することが質要である。また、どのような分野1こ導入したら有効利用

ス定義〕の五要性に着目し実例を拳け解脱する、後半（皿酊稟〕では一部実験段階に できるかという観点から検討を行い、導入可能な分野から導入すべきである。
入ったオブジェクト指向技術の導入岬価をユーザ・メーカーの声、最新助向、及び保険会社

こおける導入実態アンケート醐査を基に紹介する。最後にオブジェクト掴向技術の可能性・
適用分野1＝対して我々の考えを示しまとめとする，
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199里 32 3 新しい環境下1＝おけるネットワーク ネットワーク 072TE川ETの開発 各社のネットワークは年々その規模を拡大し、複雑化の度合いを強めており、旧害時の影 当グループの研究活動は本年2月6目を皮切りに約20回の会合を開催し約10ヶ月に渡り

股君十・管理一生撮保業界1＝おける 9η電子メールの開発 響も以前に比べるとはるかに深刻なものとなうてきてい乱それだけにネットワークの殴叶・ 新しい現境下1こおけるネットワーク設計・価理」というテーマ1＝ついて研究してき七ネット

理想的ネットワークの考察一 9日2TOP／lPの関発 笹理の員要性は近年ますます堀大している．しかし、一方ではネットワーク1＝複数者の多 ワークの研究といっても、当初は各メンバーの知識1＝ぱらつきがあったため共通の踊嚇を

9021SOO　lインターネット協会）股立 棟な機器を接続するいわゆるマルチペシダ現境など、ネットワークの設計・管理をより複雑 簗く菰味も含めて各社のネットワークの現状・問題点・標題等を胴査し発表することから始

なものにする璽乗も登場してきている。また．生損保業界1＝おいては、保険審聴会答申に めた。

も見られるように．企業としての組徽形態そのものに変軍が迫られてきている。 次に、r新しい現境下1＝おけるネリトワーク般若十・憧理」という広範囲なテーマから、r生損保

このような現境下1＝おいてネットワークのあるべき姿が問い直されている、 業界1こおける理想的ネットワークの考察」というサブテーマに絞って研究活動を行うこととし

当研究グループではこれらの問題を踏まえ、ネリトワーウの般耐及ぴ管理1＝ついて実務的 て、奥1＝3人程度のサブグループを欄成して研究を納1＋た。しかし、真際に研究を進めてみ

な立場から検討した．そして、最終的1＝は、理想的なネットワークとはどんな毛のがという前 ると時間的な制限などの問題があり．深く研究テーマを掘り下1fることができなかった．例

提に立ってネットワーク図を描き、更に、さまきまな観点から考察を加えてみた。 えば、プロトコルやLANの検討、ネットワーク上で今後実現されるであろうサービスの検討、

具体的な撒■を考慮した検討．セキュりティの問題などは不確定な要素が多いために今回
の研究では十分1＝検討を行わなかうた。この点に関しては各メンバーが今後の業務を通し

て今回の研究活動の成果を生がし、更1＝ネットワークの研究崔続けてL、く所存である。

1992 32 4 τ一夕入力技法 インターフェース 972年日電公社フィルムの塵撒を腕み取 呆険業界での社内外にあるτ一夕をいかに効率的に入力するか」といっ議題は従莱か■ τ一夕入力機器の導入に際しては各組織部門が持つ柵報差分析しファイールグの適正

る。0R、実用化 検討されており、今日もなお最質聾テーマである。特に、顧客データの迅速・正確な入力 ヒやネットワーク整備等を行い、必要1＝応じて他部門ヘチータを提供すること1＝より、取得

鉋τo年電子式の日本語ワードプロセッサ畳 ま、臓客サービスに直接つながり、営業戦略的にも賃婁な誤魎である自 した情報の活用を図ることで戦略的な活與を期待できる。その貢要ポイントを記すと以下

脳1日JlS配列（JlS06233〕〕 呆険会社が扱う宇一夕には大■・多項目という特徴がある，現在でもこれらのデータを、入 のよう1＝なる。

984年園総研手iき漠宇D目ETL9日蝿醐 カ帳票から本社一括パンチ入力や，現地端末からキーボード入力・o0R入力等1＝より処理 データ入力の効率化が図れるよう、共通捌曲の元で組織・業務分集等の変更が弾力的

蠣厘昌珊達成 しているのが主流である． ＝行われること

900年日本電気手■き漠宇D日ETL9日曜 しかし、昨今の宇一夕入力機器の技術発展はめざましく，高性能化、低価格化が進み、そ 入力のみならず出力機轍＝ついても十分な蕎察が行われること

撤莉度9酬達成 の多角的活用が可能となってきた。この技術発展を背景として、当グループではより合理 現地先緒化を図る際に、開発及ぴ機器の活用・笹理などの面1＝おいて、システムの二重

的な入力形態をとる＝と1＝より、いっそうの順客サービスと業務の効率化を図るべく．以下 ヒを避けること

の手順で1周査・研究を行った、 会社規椥＝応じコスト等を意蛾し、通正導入を行うこと

まず、入力機器の種類やその技術動向の現扶を鵬査し、次1こ、保険会社の宇一夕につい 業務全般と最新技術融向をおさえ、マクロ的視野に立てる人が必要となること

て、新契約業務に絞り、現状と問題点を明らか1＝した目また、その問題点を解決するための これらを解決することが入力データを最大限に活用することにつながると思われる。

いくつかの主要なポイントについて考寛した。最後1＝、新契約関運業務に絞り、将来的に塑 我々が描いた新契約関連業務での、丁保険業における入力機器を活用した将来図」が今後

まれる保険会社の手一夕入力像についての提案を1式みた。 の機器の更なる技術藁新と、保険業1こお1寸る積極的な活用により少しで毛実現され、さま
ざまなデータ入力技法が欄報の利用局面1：おいて少しでも役立では幸いである。

1092 32 5 ア　■」ケーションソフトの品質管理 品質。理．開発手法 今回、研究を開始するにあたり、研究メンバーでア　リケーションソヲトω品質管理」のとb 現在、保険業界のシスτム關発は、業務拡大、開発期間の短縮、あるいはオンラインサー
え方1＝ついて話し合ったところ、各自のとらえ方に開きがある＝とがわかった由 ビス増加等に伴う開発スケジュール遣追1＝より、アプリケーションソフトの品質憤理は十分

その主な毛のは、品質向上、品剛平価基導、及び品剛平価体制であうた。 ＝行われているとはいえない状況1＝ある白

また、システム研究会参加保険会社を中心に21社にアンケートを実施したところ、各社是 しかしながら、今後、保険棄界のシステムサービス範囲が社内中心のものから、直接契約

賀笹理量佳者の品質管理のとらえ方は、ユーザ要求の充足度、及び棚準化準拠1＝閲する 霜1＝及ぶようになると、業界内はもとより、贈授業界との競合1＝おいてアプリケーションソフ

ものが多かった■ トの品質そのものが各社の岬価につながるようになり、従来1＝も増して高レベルな品質が

このように、一口1：rアプリケーションソフトの品質管理」といっても、そのとらえ方は多種多 求められるよう1＝なると思われる。

様である．

一方、同じ7ンケートで．現在各社が標準化の徹底やレビュー励行等ω対策を請じている
ごとや、今後必要な対策として要員の教育等を考えている＝とがわかる。

今回はこれら品買樹理に関する数々の視慮の内．特定の視点に焦点を絞ることなく，我々
が日常直面している身近な問題点を洗い出し、原因を分析、対策を述べる．

なお、研究期間の制約上、システム開発局面における品質管理のみを対象とし、開発全体
を「要件分析」．「股肘」、および「開発」の3工程に分け、研究した．当論文もその3工程に分

寸て記述する。

1目02 32 6 ダウンサイジングヘの対応 メインフレーム 969年＾下品丁にてuni燗発 991年10月1日リのr日経コンピュータ」の特集「ホストなき世界の到乗」にみbれるよっに、 我々の基本的な姿勢として、我々はダウンサイジングを当たり前のシスτムτサインのひ

991年L1nu州眺i㎝O，O1 ダウンサイジシグ」は90年代に入り一躍脚光を浴び、199皇年のコンピュータ白富の中で明 とつとして，その内容と考え方を把樋し、これからのシステム構築1＝役立っていくべきである

993年Wjndow昌NT発売 馳1＝「一大潮1元である」と述べられている． と考える。近未来ではなく、遠い未来を考えた場合に、ホストマシンの役割を，いかに柔軟

では、このダウンサイジングの流れは、今までホストマシンのレベルアップ（大型化〕をもつ こ変えていくことができるかが、我々、システム部門1二鵜わる人問に与えられた大きな節題

て業務拡大に対応してきた我々保険莫界にとってどのような影響を与えるであろうか。また であると結瞼付けられる。

将来、この流れ1＝どのように対応していけぽよいのであろうか．我々は、保険業界の今まで ダウンサイジングは、その適用1＝よる効果を考慮に入れて判断すれば、我々の業界1＝とつ

の機械化の方針1＝相反するとさえ思われるダウンサイジング化を、その歴史・背景から具 ても、将来のあるべき姿のひとつであることに既い1まない目

体的1＝システム股肘を行う過程において、本質と現状を分析した自この結果から得られた
「ダウンサイジングヘの対応」のひとつの考え方を論じる。

199呂 33 1 保険会社で求められるシスτム部 人材・育成 一 暴険金祉において、現在シスTム部門は、大きな2つの波にさbされている。ひとつは技術 本哺で1ま、シスτム部門に求められる人材像について、「筥十画」「概要設計」『プロジェクト管

門の人材債 革新の波であり、もうひとつはここ数年来の不況中で生じてきた狽境変化の波である目 理」の3つの工橿1＝絞り、理想の人材像として真外的な能力や役割、その育成方法1＝つい

そのような大きな波1こさらされている中での保険会社システム部門の現状ですが、まず技 て述べてきた。

術巫新の波に対しては、人的要因のほうが、コスト的要因よりも大きいと言える目 ここ撒年，システム部門を取り巻く環境は大きな変化を＾せている．

また環境変化の波に対しては、人員的には撒1＝限りがあることから、業務ω．ところてん式 私違システム部門の人問は、その急激な変化1＝対応していくため、今までのようなコン

な押し出しが、行なわれてきている。 ピュータを前提とした単なるシステム技術着としてではなく、一歩進んで，企業の問題を解

以上、システム部門の現状において様々な問魍点が、電昌している．そこでその問固点に 決し、経営戦略や目標をシステム的1＝推進していくrゼネラリストSE」として、活躍していか

ついて真体的1＝検討していくこととする。 なければならないと言えよう．

また，今後のため、そういったrゼネラリストSE」を育成していかなければならないと■える

のではないでしょうか。
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1993 醐 2 ソスτム開発保守1一おける生産性 コスト、生産性、開発 1胴年旧M「ファンクションポイント法」 シス7ム開発・保守における生産性の把握は、　報シスτム部門さbには企業にとって重
指撮の研究

当クルーではスτツ　／人月」に代わる生産性括握について、各社の現’．と問題点者洗
手法 107フ年C．E．Wa1昌to［呂O．P．Fo－j亜TW邊1日ton＆ 要な躁題であり，開発コストや要風体制の決定などに必要不可欠である白その生産性を沮1 い出し、システムの生産性とは何かということを切り口として検討を進めた。今回提巣した

Foli莇モテ．ル」 足する物茎しが生産性指糎である。しかしながら、昨今のシステムの大規模化・複雑化に 生産性指柳は主観的璽藁をできるだけ排除したものとなっており、システムの保守1＝おけ
辛い、開発現境も多様化しており、適当な指枳を見いだせないのが現状である目その理由 る生産性を筥十測できる点においても今までの生産性指標から一歩進んだものとなってい
は、プロゲラムの度・量を計測する妥当な方法を確立し1＝くいことや．開発規模1工数を瑚舳 る．また、開発の■だけを考えている現在の生産性橘欄ではステップ数が多ければ生産性
る際に属人的な勘や経験1：頼っていることなどがあげられる。システム闇発・保守1＝おいて が高いという結果1＝陥りやすい欠点を持っていることから，システムの品買までも生産性の
もコ［業製品と同棟なレベルの生産計画を立てられるような指標の確立を目指すぺきであ 嚢素として考慮した．
る． 今後は．指標の粘度を高めるために各社で基準を作り多くの実欄値を蓄積していく＝とが
本試文では、当グループが生産性指標を突き崎めた結果として提案する期資もり方法につ 最優先である。今回の研究内容が生産性1こ閲する詰問題を胴決するための参考となれば
いて，それ1＝至った経構と内容を紹介する。 幸いである。

1093 33 3 ソスτム運用管理の自動化 運用 シスτムの運用面か■見てみると、多榛化、複雑化していく現状の中で・シスτムにおける 運用管理の自助化といっτ一マのもとに各クルー　個別に宥棄されたシス丁ムき総合的に
今後の運用管理の自助化促遣は不可欠であると言えよう。 監視するシステム、つまりr総合監祝システム」の榊藁の必要性が見いだされ、バッチ連用
研究を進めていく上で我々は．まずはじめ1＝、r自助化」をある程度広い脆囲でとらえること システム、パフォーマンス監視システム、チューシアップシステム、障害監視システムなどカ

＝し、現状のコシピュータ運用上で自動化促進となるいくつかの項目を挙げ、各環目1ごっし 以下のとおり検記された由

て検討した口 ｛ツチ運営システムを構築し、人手1：よる作業の減少やオペレーション・…スの防止、作業

その結果、次の7項目を基本に自助化を考えることとした。 の標準化を図る。

①手作業負担の軽減 そして、パラオーマンス監視システム、チェーシア・ツブにより、現状1こおけるシステムの性能

②安定運用 を最大限に引き出すことが可能となる，

③オペレータの軽減 一方．総合監視システム、陣審監視システム差構築し、あらゆる畦視対象を一箇所での実
④ジョブ真行時間の短縮 中監視とし、ホストコンピュータ、分散システムにおける運用状況の監視、制御、自動化を
⑤コシビュータ資源の効率的使用 行な㍉これにより障害の検知・連絡・対応などを自動的に行い．システムの利用可能度の

⑥業務の拡大 向上、エンドユーザヘのサービスレベルの向上を図る。
＝の総合監視システムを榊築すること1こより、システム遺用の省力化、人員割減、資瓶の
有効活用、システムの安定運用が可能となり、rシステム運用哲理の自I力化」が大幅に進

むものと礒僧する白

1003 33 4 保険業界におけるダウンサイシン 効率化 A一保険会社で使われているシスτムの中のいくつかを例に取り、そωシスτム1日ついてホ A一　ウシサイジシクは、我々の保険業界にとっても、その適用による効果を考瘡すれば、
グのあリ方 スト主導型とダウンサイジング型の2通りのモチルを構築し．それぞれの導入コストの比較 業務の中に必ず有勤利用で皆る1つの手法であること1＝疑いはない白
＾、真体的モチル1＝よる適用業務の を賦みる■ 今後の員体的な取り組み方のrつの方法として、前述したシュ量レーシ目ンを参考1＝．各社
考察〕 目．時代の流れともいえるダウシサイジングを，保険業界1こおいて、どの樵1＝適用していく 内デ刈ットのありそうな業務に箏入し、業務1＝適したダウンサイジングのあリ方を検討して
目．保険業界1＝おける基幹業務ダウ かということは、将来の保険会社の情報システムを考える1こあたり、■要な膿題と冒える． ゆくことで優れた環境を形成することが最重要腰題であると考える．
ソサイジング化の検討） 生保の基幹簑務のr個人保険システム」への道用の検討を中心1＝、この螺題に取組むこと 目．ダウンサイジングは、保険業界やシステム部門が現在抱えている様々な問鯉を解決す

とした。 る可能性を秘めている。これは我々が取り上げた個人保険システムの道用事例の！芋価縮

果からもわかる。コスト面．セキュリティ、導入後の運用僚理などの喝問鯉は、最近の技術
革新のスピードからすれば数年先1＝はクリアできると思われる。

1目93 33 5 順客サービス向上の為のシスτム 順客サービス 902年生保共同＾TM稼動 順客は、窓口対応が丁寧だった．」とか加入した保険τミ保険金が支払われた．」など期 順客の不満足度を解消するとともに保険会社にとっての満足度も向上させる典型例が、生
対応技法 待遍りのサービスを享受した蠣含以外に毛，「こんな1＝商業1＝＝のサービスを受けられるの 活シ…ユレーションである．「税金・資産1こ関するアドバイス」について順客は気軽な気持ち

か。」など期待以上のサービスを享受した蜴合1こ満足し、CSが高まるのである、 で来店型店鐵に肪れボーナスの貯蓄相峨を行い、マルチーディアパソコンを操作すること
では、＝のOSを高めるためのr順客サービス」とは真外的にどういったものなのであろう でよリ分かりやすく保険に頭金制度があることを知り、その有利性から保険加入を決意して
か． くれる。こ机こそ理想の顧客サービスではないだろうか．

我々は、当論文でr順客サービス向上のためのシステム対応技法」をテーマに述べる由当 以上まとめてみると、順客が求めているものは、『椚報』であり、＝れからの保険会社はい
論文では、まず＝のr顧客サービス」の定義付1柁行なった上で、現状のそれをとらえ、可 か1＝順客が求める欄報を提供できるかが、顧客サービス向上の貿要なポイントとなる，そ
能性・必更性を十分1＝精査したのち、しかるべきサービスのシステム化まで昇華させること して、その拍報は朋客の生活基盤旧常生1舌）に密着した形で提供しなければならない．
を検討誤距とする。

1093 33 信 保険業界にお1†るイメージ処理の イメージ処理 昨今、イメージ処理に関する記述を雑誌寧でよく目にする。「イメージ処理」といっても、そ イメージ処理の保険業界1こおける適用業務であるが、現在導入されてし、るイメージ処理の
活用 の定義は幅広く、また導入箏例も業務の流れの中で部分的に採リ入れられているものから 領域というのは新契約査定や締結業務等のごく笛かな範囲＝止まってい乱r生の宇一夕」

全胆的1＝導入しているもの迄多種多様である。我々も当研究会を開始する1＝あたり「イメー を取り込む必要のある業務で、今までの欄報処理形態では機械化が見込めなかった一例
ジ処理」とは何かという脱輪からスタートし，各メシパーの蝿撒を共通なもの1＝するのに多く としては適当であるが、果たしてその他にはどの様な業務があり得るか考えてみると熱■

の時間を費やし七 類の発送、回収、便領．地図柵報等による営業情報．保険加入時の査定、保険金給付・
以下1＝示す内容は、rイメージ処理」というもののほんの一部分を捉えたものとなっている 支払査定業翻のように整理さ机る。
かもしれないが、＝の喩文を腕まれる方の何かの参考i＝なれば幸いである・ ＝のように、我々の保険業界ではこれらの葉務を遂行するため1＝現在がなりの人員をさし、

ている領域がほとんどであることがわか乱よってこれらの業務が機械化されることにより
合理性・効率性の向上が大L、に期待できる一とは明らかである。

1994 34 1 分散処理現勒下におけるネットワー 新技術、ネットワーク 保険業法の改正や生損保の相互集リ入れ宵の社会情勢ω変化や、情報シスτムベの期 保険業法改正等、保険業界の複雑な経営現境にも対応でき、新しい技術や製品を柔軟1こ
クの研究 待、技術の進展を背景に．従来のホストコンピュータを中心とした集中処理にとってかわる 取り込めるといったメリットが多い分散処理は、今後、業務システムヘの適用が増えていく

分散処理」が注目を鼻めつつある．本欄文では分散処理の有効性を胴査し．以下の昌項 可能性が高い．ユーザのr早くて安い毛のへの二一ズ」は今後も衰えることはなく、現在披
目について岬価した上で、分散処理視聴を適用する基幹業癌として、生保の個人保険所 術的1；煤題としてあがっている問題点1こついても今後十分1＝解決できる可能性が高いと■
契約業務を選定し、分散処理環境にあてはめた業鴉モチル崔提示している。 える．

①ホスト

②サーバ
③クライアント

④ネットワーク

⑤分散D目
⑥運用
⑦クライアント連携

⑧セキュリティ
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1994 34 2 保険業界にお1＋るCASEツールの その他 シスτム開発の現珊では、シスτム規模の増大にともなっ開発コストの増大、バ・ツクログの 現在ソスτム開発の現場が抱えている問題点の解決や要求された全てのソスτム開

活用について 腕大、および生産性の低下、要員不足、システムの属人化など、多くの問題を抱えてきた 発要望を現状の要員だけで対応していくことは困難である．しかし要員の大幅な補充は

が、これらのひとつの解決策として、rOASE」という概念が登場し、「O＾SEツール」が棚々 困難であるため、機械のサポート範囲を極力高めていく必璽があり、CASEはそれを実現

と開発されたが、現状では広く普及する1こいたっていなL㌔ ヒできるツールである，一定の損金投入と人的負担が発生することは否めないが、将来の

本論文では、今後C＾SEの活用をより盛んにするために何が必要なのか、どのような導入 ため1こ投資する時期が来ている・またユーザが持っている専門知醐や人材書ノステム関

のカ法が良いのかとL、う点1＝ついて、咽発側の受け入れ体制」と「CASEツールの機能」 発1：面接結びつける算も、早創：我々が取り組むべき課題である。その有効な武器とし

という2つの切り口で、解決への糸口．取り組み方法1＝ついて検討を進め、さらに．現在よ て、OA昌Eツールの活用を図っていくべきである山

JCASEツールが全面的1＝導入された時、システム開発の現把はどのような変化を見せ
るのか、また保険業界全体の環境疫化と、それ1＝と毛なうシステム部門への要望をあ1ヂ、

今後の対応について考察している。

1蝸4 34 3 保険業界にお1寸る移蜆体遺優の活 新技術、モパイル 移動体珊！」が掘侶■’ズの多撮化や需線操帯端京の小型・軽■化、あるいは電気通 保険の申」込み各租保全全般お客様サービスなどを順客宅で元結できれ1　営麩拠

用について 個事業の自由化政策・サービス競争など1＝よって注目を躯めている。保険業界1＝とって 点への出社は最低限で良く、拠点の機能の大部分は無線形態端末1＝とって代わる．生産

ま、「CS・生産性の向上」は喫緊の躁題であり、いかなる場所にあっても、情報をリアルタ 生が向上し、OSの向上にも鴉がってL、く移融体通信を利用した業務は今後もますます発

イム1＝入手・信遅できる務。体通信1まこの彊晴にこたえるものである。本輪文では，移誠 属し、近い将来ひとり1台ずつ携帯電言古が持つようになる、ただし、有線1＝よる通信がなくな

体通信インフラの概要、他撤竈、保険業界内での活用算例を紹介した上で、保険業界にお るわけではなく．無線・右搬が混然一体となってお互いを補完しあい、莞撮していくと考えら

十る螺題を整理し、移動体通信を活用した適用薬務案を生保■損保それぞれ提示してい れる。

る．

1994 34 一 エンドユー　コンユーτインク環 人材・育成 本論文では、EuOといっ概念を明bかにし、保険業界におけるEuOの現状を分析、岬価した 本㎜文ではEuCの概念を以下のよっに縮m　けている，
境下のコンピュータ教官 上で、EuOの保険業界への道用可能性を考察している。次に、rEuC」を推進していくため ＝れといった体系やスタイルがある毛のではなく、また特定の環境を要求するものでもな

の施策として何が必要か」、rEuC現境下の枯報システム部門がリーダーシップをとって真 い。EuOを行おうとする会社が、自社の状況を分析し、ユーザが主体的にコンピュータを利

たすべき役割とは何か」、「EUCを推進していくため1こ教育はどうあるべきか」というテーマ 周する仕組みや環境をそれぞれ決めていくぺき毛のであ乱ただし、企業行動として行わな

＝ついて考察し，最後1こ保険会社で実際1＝EuOを行っていく的合の施策展開を段階的1＝ 守ればならない．」

整理し、モデル章例としてまとめてい乱
EuO」を推遣していくための施策として何が必要か」

・経営厄の積極的な参画
・S＾D＝システムアドミニストレータ〕の配置

・広報宣伝の実施

・効果的な組撒体制作リ
・人事施策との連動

EUO現境下の椚報システム部門がリーダーシップをとって果たすべき役割とは何か」

・ユーザサポート窓口の設置

・システム現境の整備と運営

・EuC推進1＝おける標準化
・データセキュリティ基準・管理

TEuOを推進していくために教育はどうあるべきか」

・経営iによる積極的な参画
・全社1こお1寸る人材教育

・柵報システム部門における業務知職教育

1994 34 5 保険業界におけるシスτム化コスト コスト 自。年代に入り、経費削減効果や時間短縮効果といった定■的岬価基準だけで，シスτム 費用の算出

／効果測定手法の研究 岬価を辛1」足することが難しくなってきている。業務処理系システムから椚報系システムヘの システム開発費用をもれなく、また過失1＝見積もることなく測定し，正確な費用対効果の分

シフトに伴って、その効果毛省力化や合理化といった目に見える劫只から、測定が困雌な 析・！平価を導く土台を作るため．以下の手法を用いる由

効果1二変化してきている。また、血切なシステム岬価の基準や手法がなかったり、基準や ①一時費用・継鋤賞用といった賞用の分類や費用項目をもと1＝システム開発にどのような

手法があっても，その手順の複雑さや煩雑さから，システム岬価が従来から的確1＝行われ 費用がかかるのかを検討の上．遺択、分類する白

てきたとは■い難い。本試文では上記の問麺点やシステム岬価の目的価要性〕書踏まえ ②遺択された費用項目をひとつずつ鵬査しながら、各環目ごとの金額を算出する。

た上で、実際の保険会社に適用できるような費用．効県測定．および岬個体系を提言して
いる。 2、勃棄測定

従来からの『経費削減効果」と「時間短縮効果」1＝加えて以下の3つを追加し、現状1＝＾

合った効果測定を実施する．

①有効性1必要な借報を迅速かつ的確1＝処理加工し、適切な柵報伝邊を行うなど人問の
知的な作業や活動を支援してくれる効果〕

②着1随性・人間性（システム化が人間の創造領域の拡大や仕害のやりがい感の端夫をも
たらしてくれる効果）

③革新性くシステム化以前1＝1ま手がけることのできなかった業務改膏やサービスの提供、

組織開発などの効男〕

3．岬価
インフォーメーション・エコノミクスと呼ばれる！平価手法を採用し、保険会社の現状に男合う

よう以下の3点をカスタマイズする。

①個別案件の成否の確記を追加
②ウェイト醐整の簡便化

③ポイントの窩い11目から開発経費の積算獺とシステム予算額の比較を実施する（システム

投債は予算内で行う〕考え方を追加，

4．成果物
実践で使うことを前提に以下の成果物を作成。

①システム開発資用算出泉
②システム化効果測定一覧表
③岬価ワークシート｛個別集作用ノ複数薬作用）
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1994 34 6 アウトソ　ソングの現状と保険業界 アウトソース

の対応
昨今、日本においてもアウトソーシング」といっ官　が捜透してきている。保険業界1こおい 1．コスト

ても、「アウトソーシング」の事例が見られ始めており、情報システムを取り巻く今後の展開

の中で、ダウンサイジシグ、オープン化と並んで、ひとつのキーワードとなる動きをみること
一般的にアウトソーシングはコスト削減を目的に実施されるケースが多い．保険会社の幻
合、システムが大規模であるため、スケール刈ットを既に享受しており．アウトソーシング

ができる。 導入による効果はあまリ見込めない口
本哺文では、rアウトソーシング」1＝づいてその実態と現状、効果、岬価、および今後の動
向について岨査・研究し、保険会社1＝対する導入効果1＝つL、て論じている。

また、仮にアウトソーシングを実施した場合、契約期間中に技術進歩等1＝よるコスH氏下拍
あった場合に、受！モ企業がそのメリット著すべて吸収してしまう一」ズクや．契約更新時1＝料

金改定に対する保険会社側ω立場が明硅でないなど、将来発生するコストについて不透
明な部分が多い，

2．璽輿
保険会社はすで1二子会社・関連会社の股立、鶴カ会社要員の導入1＝より、自社要員の比
率を肖■」滅しているため，アウトソージシグによるシステム部門要員の肖一」滅は期待できない。

3．セキュリティ

自社運用・アウトソーシングに関わらず、個人データやセキュリティを管理するシステムの
運用1＝ついては保険会社各社が貫任をもつて取り組むべき探題である。

4．その他
保険会社各社の抱えている問題や，その躁題1＝対する経営半■」馴＝ようで，アウトソーシシ

グで何を解決するのか、どのようなメリットを求めるのか、そして岬価結果は変わってくる。

1995 35 1 保険業界におけるマルチメτイアの 新技術才ツトワーク マルチメτイア（新しL、情報処理技術を周し、て、「文字・音声・画像」を一元的に処理し、」れ

活用と展望
今後、マルチメτイアは世の中に広く普及しさらに成長することが予想される。保険業界に

らのデータと機器を駆使してr随時・双方向」1＝椚報伝速が可能となる方法・環境の総称〕 おいても、新たなビジネスチャンスが生まれ、新しい形でのより充実した雨客サービスを提
の1095年時点における技術動向および保険業界での利用動向、および活用事個」の伽示、 供することが可能となるだろう。しかし、真のマルティメディア時代には、技術だ1†でなく

解映すべき躁題について哺じている。 国々の自由な発想こそが不同欠となる・マルチメディアがもたらす恩恵を受けるため1＝は、

これまτ≡の先入観や価値観1二とらわれてはいけない。

1995 35 2 クル　　ウェアの活用とオフィスの クルーウェア、効率
生産性向上について

クルー　ウェア（共通の仕算や目的を持って働くユーザグルー　を支援し、共同作業環境 グループウェアを導入して成功するか否かは、組織的な取組みができるかどっかにようて
ヒ へのイシターラエースを提供するシステム）1：ついて、グループウェアが必要とされる背景、

グループウェアツールの研究、グループウェアの現状、保険業界での適用司能性1＝ついて
左右される白羽入1＝あたっては、組織や業務フローの見直しが必要になり、端末の設置や
珊股、管理職の参加などトップの理解が必要である。

論じている． インターネットや擦帯端末など．新技術・新製品などが次々と実用化される中、グループ

ウェアの技術も時と共に変重をとげており、技術の動向を注視していく＝とが必要である．

1095 35 3 ソスτムのハックアッ　体制の現状 災害対策信頼性 9目5年1月阪神・淡路大震災 平成7年1月に発生した阪神・淡路大震災はコンビュータシス丁ムの重要性を蒋確胴させる
と躁題

災害蒔等1＝おいて、迅速かつ通南業務1＝影響を与尻ないで運用を継続させるため1こは、
絹果となり、多くの経営醸題を抱える生損保業界1＝とっては、業務の継続を確保するため
のコンピュータシステムの安全対策の確立は経費の±善人が伴うものの、喫緊の躁題とな。

理想的1＝は自社で2センターを構築し、さらにネットワークやライフライン等についても多重

ヒすることが望ましい古しかし、硯実的にはコストを考慮しつつ、各企業で最低限必要とさ
ている。

そこで、保険棄界1＝おけるコンピュータシステムの安全対策の現状とあるべき姿について．
れる業務を選定し、支障なく業務が曜統できる体制を確保することになるだろう。また、十

さまぎまな角慶から検討を行い、システムの安定稼酬＝向けて採るべき最善の方法1＝つし
分な運用方法が確立されていない場合は、設備だけを充実させても意味がない。最低限

て探る．
眩当するバックアップ体制グルーブの課題1こついて再検討を行い、1ランク上の体制づくり

を進めることが最善の対応であるといえる

1明5 35 4 ソスτム開発コストの抑制策1一つし 共同開発、コスト、 9目フ年富国生命・東邦生命・第百生命と日
て一共同開発・共同利用およびソ

シスτム関連経質は業務多様化，シスτム大規模化に伴い、年々増加傾向にあるが、最
パッケージ 本ユニシス1＝よる「団体年金特別勘定システ 気低迷1＝よる経費削減・開発期間短縮が求められている。今後は限られた予算の中で．ど

シスτム開鍵は、箏務処理の効率化を目的としたものかb．営業支援・経営判断・順客の

ブトの流通一 ム」の共同開発 れだlf効率的なシステム開発・遵用を行っていくのかが企薬の成長の鍵であ乱欧米保険
利便性向上のためへと発展してきた。そして、開発は行うが、開発費用は抑制するという昨

会社τミは．パッケージソフトの利用等1＝よる開発がかなり普及していることからも、今後効
今の経営理境の中で、共同開発・利用、パッケージソフトの利用は有効な選択肢として期

待されている。しかし，開発時の効果だけで安易な導入を行うことは、長期にわたる開室コ
率的なシステム開発手法として共同開発・共同利用およびパッケージソフトの手1」用が幅広く スト抑制の観点から共同関発に注目した．今後1ま共同開発されたものをパッケージ化して
乗り入れられていくことが想定されるため、研究を行った。愉文内では共同開発算例．共同 販売するといった板極的な収益獲得策も検討されていくと思われる．

1905 35 5 オーライン運用監視体制のあり方 運用オンラインヘ
一安定したオンラインサービスの提 レプ手ズク

保険業界においてオンライソシスτムは、日常処理を行っ上で非常に重要な位置を占める
ようになってきている．また、オシラインシステムを取り巻く理瑚も社会環境面、技術環境面

生損保のオンヲインシスτムは従来のメインフレームを中心としたシステムか■、よっやく分

供を目指して一 ＝おいて鼠激1こ変化している．社会環境面としては、生損保乗入れ尊の金融の自由化、胴
散処理を敢リ入れたシステムヘの取組みを始めたところである。今後メインフレーム中心

審二一ズの多様化、生保ATM・代理店オンライン端末等のオシライシヘの睡求などが挙げ
型、分散型の2種類の異な。た形態のシステムが並存していく＝とが予想され、この双方の

b机る、技術環境面としては、ワークステージ≡ン・POの発服、LANの技術向上、Gulの充
迎用監視をいか1＝効率的に行っていくかが要求されるであろう。この考漂を進めるに当

実などが挙げられる．＝うした変化の中で、現在、オンラインシステムは変化の過渡期であ
たつては，その切り口として技術的な側面と人的（組織的）な側面の2つの切り口を設け、

人その運用は複雑化している。こうした状況から、安定化したオンラインサービスの提供
技術的な側面の柱として監視ツールを、人的側面としてヘルプデスクをすえて、この大きな

が求められ、オンライシ運用監視の重要性が増し、また質的にも変わってきている古本レ
2本柱を中心としてオンライン運用監視の方向性を論議した、各社の環境、事杣によって異

ポートでは、現状のオンライン運用監視と問題点をまとめ、今後L、か1＝してオンライン通用
なってくる部分はもちろんあるが．どの会社においてもこの2本の柱を最適化することがオ

ンライン運用監視体制の最適化につながると思われる。
監視体制を充実させていくがを換索していく．
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1905 35 3 保険会社における今後のメイソフ メインフレーム 分散処理、　ウンサイジングが急速に進む今日において、現在、1ヨ…どんど保険会社シスτ 呆険会社シスτムは、現在のメインラレーム集中の処理かb、将来は以下の3つの方向に
レーム処理のあり方 ムではメインフレームによる真申処理を行っている．当論文では保険会社システムの特性 変重していくと思われる，

大量ω順客宇’タ、高機密性、高信頼性，長期のメンテナンス、オンラインネットワーク、 メインフレームとWS及ぴPCとの連携
商品の複雑化・多様化による大規櫨化（＝システムコスト堀大）、夜間パッチ靭を踏まえ． 2．分散システムの推進
システム開発、及ぴシステム運用の協点からメインフレーム処理の問題を明確1＝し，各々 3．EuCの推進
解決策を見出すことで．今後のメインヲレーム処理のあり方を考察していく。 この3つの方向性1＝より、今後の保険会社システムは、よリエンドユーザ指向が強くなって

いぐど考えられる，それ1＝より、今後のシステム開発及ぴ運用の方法は、大きく変化していく

と考えられる．

また、保険会社システムは、その特性上、メインフレーム1＝よる集中処理が欠かせない。メ

インワレーム処理の将来像として以下の2点の方向性を揺咽する・

メイシフレームで行うシステムの見極め
2．使用目的に応じた最適なメインフレームの盟定

＝の2つの方向性を持つ＝とにより、メイシフレームの処理の負荷は、大幅に滅抄される．

それにより、現在のメインヲレームが抱えている問題点は、大幅に改轡され、メインフレー

ムの特性は．大きく活かさせるよう1＝なる・また、メインフレームの開発手法もRADの考え

方やCASEツール等の新技術を積極的1＝導入する。そしてウォーターフォール型の開発手
法をよリ改善していき、効率的な開発を行う必要があるだろう．

19目5 35 7 アクチュア■」アルシスτムの将来像 アクチェアリアルシス 992年6月保険審膿会答申（ソルベンシー1 91年の硯究アク手ユアリアルシスτムの将来像」が誠膿された内容について、現実的な躁 現状のアクチェ71」アルシスτムに求められている内的要因・外的要因かb、今後のアク
皿〕 テム マージンの充実が保険現境の変化1＝伴うリ 題として、既1：対応されているもの，対応が検討されているもの等があるが、現在に至うて チュアリアルシステムのあり方i＝ついてrキャッシュフロー分析システム」が今後のあるべき

ズク増大への有効な対応策としてクローズ ま、保険計理人の実務基準の導入・改正保険業法の施行等が目前に迫り、アクチェ7リア 姿の有力な回答薬であるとして、そのシステム股君十1こお1＋る考え方を示した．
アップ〕 レシステムを取り巻く現境もダイナミック1＝変化している。

このような時代背景において、より的融な形で経営判断の意思決走支援を行うにはどのよ 将乗キャッシュフローを中心とした仕組み】（群細は哺文参照〕

う1＝すればよいか、前回の発表で提起されたr将来像」をよリ現賞的な形として実現できる シナリオの設定

よう研究を進めてきた，特1＝今回は．アク手エア1」アルシステムの現状を儲み、より現実的 2．経営政策
な問題に遣目、整理した内容とした。 3．資産運用
呆険関係・賀産運用・算業費哲理の実態を整理し．顕著化してきた躁題すなわち、従来の 4．保険閥係・箏業費
やリ方・考え方では通用しなくなった点およびその対応策をr内的撰因」として取り上1＋．一 5．オープーン型収支シ昌ユレーション

方、実務基準の導入・保険業法改正に伴い真体化されてきた新しい管理手法の内容及ぴ 6．経営政策へのフィードバック

その対策を「外的要因」として整理した。

このような整理をした上で、既存の保険業務システムにとらわれない新しい仕組みとして

将乗像」の概要について提起する。

1996 36 1 保険業界におけるインターネットの インターネット インターネットには1993年1月時点r＝1，170カ国約900万台のコンピュータがつながり、利用 インターネットは」」数年来急速な莞服を続けてきており、今後もますます発展していくと考

活用について 者数は畠．000万人以上1＝達している。日本1＝おいては、1軸5年1こインターネットの利用考が えられ、保険業界1＝おいて毛インターネットの全面運用の段階に突入するのも時間の問固
急激に拡大し、200プヨ人から300万人1＝達したとも■われている。 である。

このよう1こ拡大を納けるインターネット1こついて、当研究グループではインターネットのしく しかしながら、インターネットの抱える！果題，特にセキュりティについては今後の技術発副こ

み、特徴を捉え、また臓客サービス面での保険会社の躁題を整理した上で、保険業界での 期待を寄せる次第である臼
活用方法とその業務形鰻をまとめた。またインターネット関運技術の動向等を整理し、イン

ターネットと保険会社の将来像を考察した。

保険業務の現状と問題点として、業真場面では保険商品の多糖化・複雑化1＝よる商品の

情報不足、営業職員が中心となって商品設計を行うこと1こよる高コストな販売積造、均一で
ないサービス提供が挙げられる白

申込手続き場面で1ま、販売チャネルの椚報不足、非効華な申込華務．審査業務の負荷が
挙げられる。

呆会場面では、契約管理情報の不足、間客との接点の減少が挙げられる、

支払い場面では、非効寧な事務処理、提示警類準備の煩雑さが挙げられる，
これらの問題点に対して，インターネットの活用案壱整理する。

夢集場面では、ホームページ1＝おける商品説明・設計、営業支援が考えられる。
申込み場面では、申込■の提出が不要な商品1＝限定したイシターネット上で完結する契約

手続き、逆遇択の危険性が低い年金保険、貯哲保険に限定した審査以外の手続きをイン
ターネット上で行う契約手腕きが考えられる．

呆会場面では、ホームページによる既契約内容の照会、保全手続き、支払い手線きの受
寸、手続き状況の翻忍と情報の一元管理、ダイレクトメールによる契約者への舳報提供が
考えられる。

ただし、保険葉務1＝インターネット崔活用する上での幌題として、セキュリティ、決済方法手

段、固練容量，端末普及，法・行政・社会情勢面などが拳けられる．



【付録1】 研究論文D目（23／鋤 平成22年度IT研究会第6グループ

M壮
①

一年度 一値． 1着脅一 去狛ら≒一一 私ら部11． 資量 額■ 畿■

19目O 36 2 保険業界におけるCALSの活用に C＾LS、電子化、標準 CALS」はリエンジ＿アリン　」と並んで90年代のキーワードになると言われている白そ 今後、技術や環境の変化によりCALS」の概念も変わってくると考えられるが、大切な」と
ついて 化 の内容は、製品の設計から、開発・製造までのリードタイムを大幅1＝短縮し、オーブシシス は、新しいものが出てきたときにその本質をしっかりと見極め、その中から本当に有効な毛

テムの構築によって、情報資源の有効活用をはかり．経営効率化のアップ、コスト削減を目 のを活用していくことである．業務の効率化、生産性の向上、競争力の強化を情報の共有
指す毛のである。 を通Llて．新しい技術・環境の上で実現させる＝とを常に意識する、つまりはそれこそが保

険業界におけるCALSの活用1＝つながるのではないだろうか．
時代の変遷と共1＝「CALS」という言葉にはさまざまな要素が加えられたり取り去られたリし
たが、当研究グループではrC山S」の定義をr情報の旭子化・欄率化・ネットワーク化」と

足え、真体的な実現方法を検討する、
果険業界1＝おいて文富に関する問題が大きな比責を占めると考えられることから、穂子化

及び棚理化の実現方法として、SGML（St日［d趾d　G日n日用1i甜d
M昌rkup　L目［呂］目go〕が考えられる。ネットワーク化の実現方法としてHTML（Hyp腓了日
虻M甜kup　L目［目u昌島。）が考えられる。

また、これら技術を用いた保険業務の効率化について提案した・

旭06 36 3 侶報シスτム部門の将　像 組織・体制 金融の自由化の進展や経営環境の変化、　報処理技術の進歩等、情報シスτム部門をと 従来シスτム部門で情理していた部門シスτムの管理を各ユーザ部門に開放し、情報シ
一欄報システム部門の役割と紺幟 一まく環境はここ撒年劇的に変化している。椚報システム部門が抱えている問題点及ぴ将
本制のあり方一

ステム部門はユーザ部門の「サポート業務」に専念することが役割であると定義した。本研
来抱えるであろう問題点き洗い出し、その解決策として、これからの情報システム部門が担 究で検討したテーマは，外部環境や内部費棚の変化に合わせて機動的に対応していかな
う役割、組織体詣1」1＝ついて研究した白 十れぱならないものである。

椚報システム部門の業務の現状と問題点として．（1〕大型汎用機での大H契約椚報管理
＝よる保有ステップの増加，12）新技術分野へω投入や新規採用減1＝よる低年次職員の

減少，既存システム保守1＝関る予算縮小に伴う協力会社の人員削減など人更減抄、（3〕

収益性分析などの非定例業務1＝お1ナるシステム化二一ズの拡大、EuCユーザからの問合
せなどバックログの増加、（4〕最新技術の知熾・スキル不足によるユーザヘのサポートレ

ベルの低下、などが挙げられる口
また組織的な問題点として、川システム宮1こ縦田りされている、（2〕新技術導入を見極め
る組織が無い、（3）新技術導入後のフォロー組織が無い、などが挙げられる一

今後、より高度化・複雑化する部門システムを最も豊富な業務知幟を持ちそのシステムを

便用する立場1＝あるユーザ部門に開放し、柵報システム部門はコンビーユークや仙報につい
ての経験と知識を活かしてそれをサポートすることが目的と役冒1」になると考える。さらに欄

報システム部門内に，新技術の知撒を吸収する専門部竈を殴置することが必要であ乱ま
たユーザ部門からの間合せ1＝対するヘルプ手ズクの設置が必要である。
また、ユーザ部門1＝システムアド≡ニストレーダを配置することが賃婁と考える．

1996 36 4 用業務のシスτム化における最 分散処理、EuO，O＾ 制に広がりつつある分散、　ウンサイジングの風潮．技術革新の彫響下で、ユーザかb
適な実現形態の研究

ダウンサイジシグのもたらす効果として、業務量拡大への対応、章瀦処理コストの削減が
のシステム要！高1こ対してどうす机ば最適な実現形態を提供できるのかを考える． 挙げられる，目UCl＝よる効果として，戦略的順客アプローチの実現．多角的椚報分析の実

一ホスト、ワークステーション、パン 現が挙げられる．0A化の効果として、迅速な衛務処理の実現，コミュニケーション機能の
コン等の効箪的な使い分1寸一 保険システムが抱える問題点として、以下の2点が考えられる．1点目はホストヘの処理集 壷化が挙げられる。

中である。また、2点目1ま事務処理向け甘言吾で開発されたアプリケーションの処理機能1こ

ま汎用性が無く．処理内容1＝わずかな変更が発生しても一辺の修正作業が必要とされる
点である．

最適な実現形態へのアプローチとして、ダウンサイジング．EUC，OA化の観点から考察し
た。

109直 30 5 保険業界にお1ナる今後のネットワー 呆険業法の改正により、小会社方式による生損保の相互参入を手始めとして、将来、さb 呆険業界における今後のネットワーウの活用として「顧客とのダイレクト通信」、「携帯端末
ク1＝ついて τイ ＝多くの金融業界との相互参入による競争も激化することも視野1＝入れておかなけれぱな の活用（社員の営業活動の支援）」1＝ついて提案した。

らない，また外資系保険会社の新規参入も±目えていくであろう．このような状況に対応して また、オープンなネットワークについてのセキニリティ対策は，システムを椚成する要素を総
いくためには、廠客サービスの充実、収益性の向上、低コストでの商品櫨供、管理・華務コ 含的に判断しなければ不十分である。
ストの低下による競争力を身1＝つけることが必要である．

順客サービス向上・競争力強化1＝対して、『順客とのダイレクト通信」、「携帯端末の活用

社員の営業活動の支援〕」1＝ついて考察した、

また、ネットワークに関するリスクとセキュリティ対策技術を整理し、ネットワーク導入にあ

たって、セキュリティに関する方針・セキュリティレベル1＝従って適切なセキュリティ技術・対

策の組み合わせを決定する必要があることを提富した．

将棄のネットワークの可能性として、金融機関をはじめとして大口法人順客、医疵機関、官
公庁等とのネットワーク接続について示唆した

1996 36 o 分散処理環境下におけるシスτム 開発手法 数年前より、シスτムの世界では、ダウンサイジングが脚光を裕びているが、保険会社1＝ ホストての開発は過去の柵簗実積をもと1＝算出してきたが、分散損境下での開発において
開発のあり方 おいてはやっと本格化してきたという状況1＝あ㌫分散処理現境での開発は、経験も少な も、過去の実績をデータベース化していくことが大切である。特1＝、開発ツールの遠足1二は

く、まだまだ、その見積もり、管理方法は侶煽性の高いものになっているとはいえなL㌔ 十分な注意が必要である、

分散環境下1：おけるプロジェクトの留意点として、（1〕ウォーターフォールプロセスによる開

発とプロトタイピングプロセス1＝よる開発が混在する、（2〕開発作業が多岐1＝分かれる、

3〕開発作業が同時進行となる、14〕互いの進捗状況が今後の作業1こ依存しあう．15〕開
発蜴所が分散する、などが挙げられ、個々の留意点1＝対して具体的なアプローチ方法を検
記した．
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19目τ 37 1 保険業界にお1†る電子繭取引の研 新技術 画人保険契約管理・新契約シスτムの再椚 電子商取引は通憎や帽報処理技術の進歩を保険サービスヘの新しい＿一　に縮ぴ付け 種子商取引の定擁は企業問および企業・消　者間の商取引活動に伴っ募集・契約・決済
究1二ついて 劉朝日） る極めて有力な手段であり、保険業界1＝おいてもその活用方法について、真剣に取り組む の各過程1二おいて、多極ネットワークを通じて電子的柵報交換の仕組みを利用した取引」

全社山N完成｛大同〕 ぺき躁魎となっている。そのため．本研究Gでは．まず独自1＝電子商取弓1の定義を行うとと とした。

ホームページ開設｛夫同） もに、電子南取引の核をなす種子決済1こついての役割と刈・外を整理してL、る一次1＝、保
テレフォンサービスセンター稼聰（日新） 険業界の現状と激璽する現境への際細を洗い出し、その解決策として電子商取引の活用 穂子繭取引の核をなす電芋決済についての役自■」と刈リドは

方法を考察している． 穂子決済はr恒子マネー」とr電子決済システム」の二つに大きく分1＋られ、前者は現金と

同様の価値を種子宇一夕1＝持たせ、即時決済を実現するもので、後看は既存ω口座椚報
等の決済情報を電子化することでNW上1＝て決済を実現するものとしているが、二つあわ

せ、広義の電子マネーとしている，

上記2点については、流通方法および真現技術1＝より、セキュリティ・流通実現性で差が生
じてくる■

199フ 37 2 保険業界にお1＋るDWHの活用に 新技術 金融業界を含むすべての分野で自由化が進行しており、保険業界もその渦中にある。生 ●DWHの特徴と機能
ついて 損保相互参入や日本版ビッグバンなどの影響で、今後さらに競争は激化する。＝うした競 ・基幹システムにある複数の業務系チータペースを整理し、「順客管理」や「商品管理」と

争時代の企業経営1こおいては、仙報を有効1＝活用することがますます質婁になるが、現状 いったエンドユーザの目的ごと1＝糟簗する。

のメインフレーム中心ω情報素システムではアプリケーショシごと1こ宇一夕ベースが作られ ・業務系データベースとは遣い、データは更新せず．検察・参照だけ1＝利用する．

ており、横断的なチータω統合と分析を困難にしている口 ・問題を発見し、意思決定を行うには、現在のチータを過去の実績データと比較する＝とが

データウェ7ハウス（以下DWH〕はこのような問題を解決すべく登場した新しい情報系シス 亘要であるため．長期にわたる宇一夕を時系列で持つことが多い．
テムである。 ・急患決定支援ツールとしての．柵報処理．分析処理．データマイニング
DWHとは，アプリケージ昌シごと1こ散在するデータを巨大な宇一夕ベースに業約し、必要に ●DWHを糟成する技術
応じて自由1二検察．加工してタイムリーな情報の活用ができるシステムである。 ・マイグレーションツール

当論文では、このDWHの保険業界での活用について論ずる。DWHの特徴と碗能、相成 ・並列処理技術の活用

する技鮒、他業界τ1の活用事例、そして保険業界におけるDWHの活用法と導入手順1＝つ ・ユーザアクセスツール

いて提案する日さらに将来のDWHの活用1二ついて考察を加える。 ●他銚界での活用衛例
・百貨店の順客情報システムの榊繁

●保険業界におけるDWHの活用法と導入手1順の提案
・順客満足度の向上を全面的にバックアップするDWHの活用とその導入手順提案

●将来のDWHの活用1二ついて考察
1モパイルコンピューティングヘの活用
’マルチメディアDWH

・データのアクセス方法の近未来
・インドラネット、エクストラネットとその活用の範囲

・インターネットとDWHを融合させたシステム

1997 3丁 3 保険業界におけるイノトラネットの 新技術 インドラネットはインターネット技術を応用したもので、基本的なコ呈ユ＿ケージ目ン基盤とな ●インドラネットとは
ミ舌用1＝ついて る性質を備えているものであり，将来的1こはコ…ユ＝ケージ目ンの基盤としてのみならず，ホ r登場の背景」．r特徴」、r積成例および律成技術等」．r実現可能なアプリケーショシと効

ストとω連撹も含めて基幹業務システムが稼動できる拡張性のある有効な基盤として注目 果等」、「イシトラネットの運営」1＝ついて記数〕

されている。また、立ち上げ期間がこれまでのシステムに比べ非常に短期問で、開発にか ●インドラネットの適用業務

かる曙費用も低く済んだ、という夢例が紹介されている。インドラネットは、まさ1二情報シス ・営業価理伯業支援、営業暫ミ聖〕、契約管理（新契約、保全、支払い）、本社価理

テム部門が取り組むべき誤歴1こ対し、一定の解決策を示すものである．当誠文ではその有 ○インドラネットの活用

用性を検I正する。 1電子メール、借蝦共有、仙報検撫．グループウェアとの連機、赤スト握犠、部門サーバの

立ち上げ、外部（インターネット）接続

●未来の保険会社（インドラネットの度勤

・保険契約の一括受注（囲い込まれる契約者〕

・保険幕務専門の会社（スリム化する保険会社〕

・繭品開発力のある保険会社｛伺でもそろう百貨店〕

・端一商品の保険会社（一人でも始められる専門店〕
・コンピュータが対応する保険会社（無人契約、保全、支払いシステム〕

・合併、分離を梱り返す保険会社（業界再編成〕

●振り返り

現時点においては、インドラネットの利用は既存業務の置き換え的な側面を脱していない。
ただ、インドラネットの量大のメリットはr築軟性」であり、現在は他の基盤が有利な分野に

おいても置換が可能かを胴査，検討するに足りうる有塑性を秘めている．
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19帥 3τ 4 クライアント／サーバ環境下におけ 運用 ホストコンピュータ集中型のシスτムはシシグルベンダによるセンタ集中型がほとんどであ ●C／S環境にお1寸る運用管理上の問題点
る通用管理のあリ方について り，ホスト以外の機器（端末、中問的コンピュータ）1＝アプリケーション的な作業はほとんど ①資源分散1＝よる管理対象範囲の拡大

発生していなかった・しかし、C／Sシステムの導入により、端末はクライアント1＝、中間的 ②多種多様な理品ω壁削＝よる運用管理の煩雑化
コンピュータはサーバ1＝換わり、クライアントはそこだけで綜動するアプリケーショシを持 ③外部接赫の増加1こよるセキュリティ憧現業務の拡大
ち．サーバのデータベース1こアクセスするようなアプリケーションの形態も出てきた．また、 ④急激なC／S化に対応するための管理春知識や技術の不足
今までのホストアプリのサーバヘの分散化も進んでいる．これらに加えて、マルチベンダで ⑤利用者鉱夫1＝対するユーザ管理の必要性
ある＝とや製品のサイクルが早いこともあって、週用管理業務が増大し、笹理者自身の技 ●まとめ

術、スキルが追いつかないといった問題も出てきている．当グループでは運用管理の目的 運用管理1＝有効な鵬決策は以下のとおりであるが、各企葉、各システムの実態に合わせ
をrシステムの品質、性能、制度．信想性、安全性1＝ついて、手1」用音の二一ズを満たし、トラ て、言い換えるなら．解決策を操用する際のコストとシステムが提供するサービスのハラン
ブルの未然防止、早期発見、早期対策を実現する二とである」と定義し、この目的を速成す スを考えた上で、どれを優先させどのようにしよう活用していくべきかを検討、実施していく

るために、前述した問題点を明らか1＝し、それら1こついての解決策を示すことで運用管理 必要がある目

のあり方を述べる＝ととする。 ・ツールの導入と集中監視の実現
1りストアを想定したパ・カアップ運用

・迅速な障害対処と再発防止
一ハードウェア、ソフトウェアの構成管理

1ラァイアウォールの設定
・ワクチンソラトの活用

・管理業務における外部委配の活用
・システム情理者のスキルアリプ

・ユーザに対するセキュ■」ティの設定

・ヘルプ手ズクの設定・一元化

・C／Sシステムユーザのスキルアップ

1目9フ 3フ 5 基幹業務シスτムの再構　につい 基幹シスτム 呆険業界を取り巻く環　はかつてないス　ードで変化し．今後も更なる激変が予想され乱 ●樗椚　の背景
て このような状況下では、杣報システム部門の果たすべき役割はこれまで以上に重要とな ①金融ビッグパシヘの対応

一、システム対応力の強化が保険会社1二おける経営戦路上皿大な影響を及ぼす要因の一 今までにない膨大な開発且となる可能性があり、現在の基蔑業務システムの概念では競
つとなるの1ま問遺いない・その際には基幹業務システム再構鍍の検討・実施も不可避な躁 争力を維持できない可能性がある。
匙となるだろう。 ②保険会社システムの特徴と現状
当論文ではその再柵築の方策を提案するにあたって、r金融ビッグバンヘの対応」、r保険 開発当初の股叶思想を逸脱したメンテナンスが強いられており、今後の更なる機能追加、

会社基幹業務システムの特徴と現状」1＝ついて述べ、基幹業務システムの再棚繁の背景 多機化の蔓酌1＝応えなければならない状況において、保寺性の悪化が進行している現行
＝ついて明確にしておく。次にr理想の基幹業務システム像」1＝ついて考察する。また、保 システムをぺ一スとした開発ではまもなく臨界点を迎える可能性が高い。
険業界のみならず、各業界における実際の再構築事例について収策、研究，分析を行うこ ●ソフトウェアの6夫特性と理想的なシステム
とにより，理想の基幹業務システム像の観点から岬価を加え、真膿に再椚築を実施する1＝ ・機能性、信頼性、使用性、効率性、保守性、移植牲のそれぞれの観点から、あるべきソフ

あたっての考慮点．問題点を明確にす＆最後に再橋築の背景やあるべき再糟簗後の基 トウェアの条件を検討。

幹業務システム像にコスト等の嚢繁を加味することにより、当グループの目指すr基幹築務 ●衛例研究
システムの再枯築」について提薬する。 ・再桐築の傾向としてはコスト削減、期問短縮が意識されている・理想的なシステムとの妥

協点を探るため1：、優秀な人材をアサインし、その上で．特1＝保守性、侶輻性、機能性に
寛点を置いた再榊築を行っている。

●提案する再構襲
・保険会社の基幹システム再榊簗において、最も留意すべき特性はr保寺性」である．この

楴性を維挿するために、構造化・部品化されたプログラム、標準化された子一夕で椚築す

ぺきである

旧9τ 37 o 開発ドキュメントの電子化について 生産性 コシビュータシスτムは作業の効率化、自誠化をもた■すものでありなが■、その開発現場 ドキュメントの電子化について考えbれる機能や考慮点を検討した結果、鼻にフー一口文
では未だに手作業が多いのが現状である。開発ドキュメントについても、ワープロを使用す 著の一元管理にとどまらず，各ドキュメントを統合的1＝笹理、活用することで開発ドキュメン

るなど一部電子化されているものの、作成したドキュメントを紙1＝印刷してファイリシグする トを生魔性向上1＝役立てられると考えた、しかし、既1こ膨大なドキュメントが葎在する現状

ことが葡提であることが多い．このため電子化の利点を生かしているとは■い難い喧しか では、それらω既存資産を活かしながら速やか1＝電子化するのは大変困難である。その移

し、最近、オフィスにおけるパソコシの患逮な普及で「一人一台パソコシ」が現実の毛のとな 行方法をいくつか挙げてみたが、完全な毛のを槻示するには至らなかった．また、ドキュメ
一つつあり、さらにそれらを相互に接統する〕Wやゲループウエア、インドラネットといった ソトとプログラム間の整合性の問題も強ってい私さらに進捗と品剛記述内容〕のいずれ
基盤環境の整備毛加わって、各種ドキュメントの塵子フ7イル化による共同禾1」用の理境は の管理1＝おいて毛不可欠なドキュメントのチェックは、電子化によってその徹底を図る枠組
整ってきた。システム開発1＝限っていえば、共通ラレーム、SLCPといつたシステム開発取 みを提供すること1ま可能であるが、チェックの内容やレベル1ま「人」1＝依存するものであり、

弓1にお1＋る開発工程棚準化策定の動きもある■こうした窮境の変化を背景に単なるぺ一 日子化で解狭できるもので1まない．園子化されたドキュメントやその仕組みを有効に活用
｛一レスを目的とした穂子化ではなく、生産性向上，紛失改ざんを防止するセキュリティ対 するのはあくまでr人」であることを常1＝意餓しておくべきである。

策、運用面の審慮といった観点からの電子化が求められている。当グループでは．上記の

観点から現状のドキュメント管理の問題点と電子化について提管する。

199日 3a 1 保険業界にお1寸る効率的なシスτ 開発手法 従来よリシスτム開発にはウォーターフォール型開発手法が中心に採用されてきたが、開 R＾Dの1面用

ム開発手法ω研究 発射盆と環境が多械化した現在、様々な非ウォーターフォール型の握富・実践がされてお 大規模基幹系システムをいきなりR＾Dで開発する1＝はリスクが伴いなかなか踏み切るこ
」，開発対象の特性1＝応じた最適な開発手法を逃択する必要が出てきた。当論文では、最 とはできなL、．したがって、まずは比較的規模が小さくライラサイクルの短いシステムから

近侍に注目を真めているR＾Dについての、研究を行い、効率的な開発手法1＝ついての考 始めるよう1こする・そこで効果がでれば情報系のシステム、大規櫨システムヘと賦みてい
察を行なう． く。

2、ウォーターフォール型の改暮
改響策として、r上流工程の重視」、rDOAの賦み」、rユーザ主体の要件定義」、下グルー

プウェアの活用」を提熟

3．開発手法の使い分け
利用範囲が全社レベルのもの、システムのライフサイクルが長期1＝わたるような基幹系

のシステム1ま、ウォーターフォール型が適している。使用範囲が個人レベルのもの、ライフ

サイクルが短いものは、RADでの開発が適している。
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199目 3目 2 シスτム部門の要員教育 組織・体制 シスτム部門を取り巻く環境の変化に伴い、求め■れる投書1」も多様化してきており、今後は 下記の提案を行った。

次の3点が特に賃要になると考えられる。 ・OJTを中心としたOFF－JT、自己啓発の遺構

（1コ既存システムのメンテナンス ・要員育成を目的とした人裏ローデーショシの実施
（2〕ポリティカルスキル ＿社内留学制度の導入
（3〕ユーザ部門の教育 ・要員育成に焦点を絞った適正、能力開発

システム部門がこのような多櫛な役割を果たしていくため1＝1ま、システム全胆1＝わたる聰 一スキルチェックシート1＝よる酔価

富な経験と最新の技術動向を踏まえた高度な専門知臓、スキルを備えた優秀な人材が必 ＿一ZJT筥十画シートによる教育方法．育成プロセスの評価
隻となる自 ・要因育成に取り組む推進体制の盤値
当グループではシステム部門の要員育成1＝ついて嚇蟻をおこない、具体的方策を探って 一研修体系検討委員会の設置
いくこととした。 一新技術検討委員会の股■

一キャリアパスヘの教育経験の導入
＿社内講師立候補制度の導入

10蝸 38 3 保険業界におけるモパイルコン 新技術、モパイル 今日、鞍が團でもモパイルコンユーτイン　が日々の生活やジネスシーシなどで賃宝な モパイルの導入を成功させるための…インドとして、段階的な開発・利用形態をとる」とで、

ピュ→インクの活用1＝つし、て ものとして利用されつつあり、やがては欠かせない時代が到来しようとしている・そ＝で、モ 現実的かつリスクの少ない方法でモパイルを導入・活用することができる・ユーザの意臓を
｛イルコンピューティングの技術動向、将来性を測りながら、その利用形態、活用方法、躁 変亜し、モパイル活用のスキルアップをすること1こより、保険業界1：とコて毛意義のある高

聴箒を照会し、保険業界におけるモパイルコンビューティ：’ダの道用1こついて「モパイルの 度なモパイルオフィス現境を実現していくことが可能となる．モパイルを活用した真に臓容
現状」rモパイルの運用技術」r保険業界へωモパイルの活用」の3つの視点から考える． 振向で生産性効率の高いシステムは．自由化の局面を乗り切うていくための大きなカとな

る可能性は十分あると結誠づ1＋ることができるのではないだろうか。

1998 3島 4 呆険業界にお1寸るτ一夕マイ＿シグ 新技術 現在、保険業界はかつてない大柵造転換を余棚なくされている。」っした臓争時代の企業 現在保険業界は、金融ツウパンや規制緩和等により、様々な新商品の開拓を余儀なぐさ
の活用 経営1＝特に求められる＝とは、順客の状況、動向を適確に把握し、既存順客の囲い込み及 れている．これは消費者二一ズに合わせ．砥客サービスを今まで以上に向上させる一方

ぴ新規順客の開拓を図ることである。これらの＝一ズ1＝応えるためには古いオンライシ検 で、細分化された要因を適確に分析し、価格面1＝反映させなければならないということであ

索ツール（o｝P〕では不十分である。 る。横並びから皇別化へ移行していく中で、意味のある柵報をいか1＝して得るかが、企燕
当グループの研究対魚1ま非常1こ貫整な技術1＝なる可能性のあるデータマイニングとする． ＝とうて非常に重要になってい乱そして、眠っている膨大なチータ賀産を有効1こ活用する
この論文ではデータマイニングの概念や様々な手法を紹介し．生撮保1＝お1寸る活用方法の ためにデータマイ＝シグが必要なのである．

検討、さらに実際1＝ツールを使用した繕棄の考察を述べる．

199島 38 5 24時間365目稔阯オンヲインシス ネットワーク ＾TM．インターネット、電話などの　々なアクセスチャネルを通じてお客様の」　台にあわ 24時間365日完全連続稼蜆のシスτムは、現実的には極めて困難τ≡ある．また、明確な
テムの研究 せたサービスや、対外チャネル接統、業務提携．海外との通信といった金融ビッグバンの 業務用件として、基幹システム1こついてその劉富はない。そこまでしなくても、生撮保の業

ロカきが目1：止まる．外部からのアクセスをいつでも受け入れることができたり、外部の都合 務においては、様々な工夫を凝らすことでr24時間」あるいはr365日」をキーワード1＝した
＝あわせてアクセスできたりすることが今後のシス子ムの要件となってくるのではないカ㌔ 各杷サービスは可能であり、いくつかは実施されている・そしてその範囲は徐々拡がりつ
そうすると、rホストオンライン崔中心としたオープンなD目アクセス、メンテナンスのシステム つある。

榊造を研究する構」こそが，菓界としての現実的な取組螺題であると考えられる。我々は，

24時間365日運続稼動システム」1：ついて、このことを常に念飯におし、て研究することと
した．

10鯛 38 o 順客下一夕保竈の研究一インター セキュI」τイ、ネット 平成9年3月4日　通産省の「民間部門にお 昨今，順客τ一夕流出章故が聴加傾向にあり、業務上必然的に大■の順客τ一夕を取扱 今回の研究で得た結喩は、セキュリτイ対策の本質が決して最新技術の誠同1＝左右される
ネットを利用した保険業務1＝おける ワーク 守る量子計算機処理1＝係る個人何報の保聴 う企業毛その管理については今まで以上1＝慎員な姿勢をとりつつある。一方で、ネットワー ものではない、ということである凸本質とはすなわちrセキュ1」ティポリシーの確立」rセキュリ

セキュリティ対策一 二関するガイドライシ」が改定 ウ社会の進展により．順容字一夕を四子宇一夕のままやリとりする棚会やインターネットの ティポリシー1＝基づいた最適なセキコ・リティ技術の導入」rセキュリティポリシーに基づいた

平成ro年4月r日　日本情報処理開発協会 菰務的な利用が増加しているが、＝れら1＝ついては今までの胴客字一夕保壌対策ではカ 運用休制の確立」である．

が「プライバシーマーク制度」の通用を開始 パーしきれない部分があることは否めない自
そこで、当研究グループでは、まず現状の順客チータ保竈対策を偏固するとともに、ネリト

ワーク化の進展1こよる新たな1」ズク1＝ついて整理する。次1二、保険業務1＝おいてイシター

ネリト崔活用する真体的な方策とそのネットワーク形態についてまとめる。最後に、インター

ネットを活用するためのネットワークについて、セキュリティ対策として活用できる技術と週

用上の留意票環1＝ついて提高を行なう。

199目 3目 1 アウトソーシングの研究 アウトソース、組織・ 日本におけるアウトソーシング1ま歴史が滋いといわれているが、近年、その注目度と共に ｛ブル時代の負の遣巌である不良信権処理問題、超低金利政策の長期化1＝起因する逆
本制 アウトソーシング」という管藁は一艘的なものとなっている ぎや問題を抱えたまま、日本の保険業界は金融自由化という大競争時代1こ突入しようとし

実際に多くの企業が利用し始め．新聞、雑臆轄1＝盤場することも鹿々であり、また、専門書 ている。

荊も多く出版されている，その内容は，コスト閏1」滅などを目的としたものから、次第に戦略 企業年金資産管理くマスタードラスト）業鵜などは、業界を超えた提携が活発化し、個人保
性を帯びたものへと変化しつつあり．経済理境が激変している現在、日本企業の競争力を 険分野でもキャッシュパリタ・保険料雪一」弓1などの新たな営業戦略が始まった．これは、従来

壷化する有力な経営手法として脚光を浴びている， 規制1＝守られてきた保険業界においても．順客員視の姿磐（順客利益の追求）なし1＝は企
当研究グループでは、アウトソーシング全胆1＝ついての知脳を、文献およびアウトソーシン 業利益を上げられなくなったことを意味する。

グ1＝関するセ昌ナー等から習得した上で、戦略的アウトソーシングの導入要因を把握し、さ 今後、各社が生き強るためには．低コスト経営、コア・コンビタシスヘの経営賀源の重点投
らにそのメリット、デメリットを検肛した。 賀，πによる経営改葦という経営戦略が必須である．その実現手段の一つとして、アウト
その上で、各保険会社にご協力いただいたアンケート結果から、アウトソーシングω対食分 ソーシングは大きなカを発揮すると考えられる．

野、導入目的およびその障曹となる要因について現状を聰峨すると共1：、今後の保険会社

＝おける戦略的アウトソーシングの可能牲について考察する・



[
付
録

1
】

研
究

論
文

D
B
(
2
7
/
3
8
)

平
成

2
2
年

度
I
T研

究
会

第
6
グ

ル
ブ

年
度

|
闘
.書

5'
イト

Jレ
キ

ー
ワ

ー
ド

宵
最

概
要

結
愉

1
9
9
9
 
1
 3
9
 

2
 
1ネ

ッ
ト
ワ

ー
ヴ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
の
研
究

ネ
ッ
ト
ワ
-
~
人
セ
キ
ュ
リ

11
99

5
年

Wi
nd
ow
s9
5
登
場
で
、

般
個
人
で
の
イ
|
企
華
の
情
報
ン
ス
子
ム
は
、
中
ン
ト
ワ

ウ
筏
術
の
進
歩
に
伴
い
太
き
く
変
化
し
て
い
る
。
従
来
の
情
報
シ
|
今
後
、
ネ
ジ
ト
ワ

ー
ク
社
会
が
本
格
化
し
て
い
く
中
で
、
イ
ン
タ
ー

ネ
y
ト
に
よ
る

業
務
蘭
扇
京
極
克
両
語

1
9
9
9
 
1
 3
9 

1
 3

 

1
9
9
9
 
1
 3
9 

1
 4

 

1
9
9
9
 1

 3
9 

1
 
5
 

2
0
0
0
1
4
0
1
1
 

テ
ィ
、
イ
ン
イ
ヲ
ー
ネ

γ
ト

保
険
会
社
に
お
け
る
Tc
oC
r日
，

1
C
示
司
王
天
下

of
 O
w
n
e
r
s
h
i
p
)
 

保
険
会
社
に
お
け
る
パ
ッ
ケ
ー
ジ
、
ノ
フ
ト
l開

売
手
法
、
パ
五
手
二
ヲ

の
活
用
に
つ
い
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保
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マ
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一
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活
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電
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に
つ
い
て
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情
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会
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お
け
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ン
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取
引
の
可
能
性
~

保
険
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る
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マ
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レ
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ト

ン
ト
の
研
究

ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
が
加
速

|
ス
テ
ム
は
、
自
社
内
に
閉
じ
た
オ
ー
プ
ン
で
は
な
い
ネ
ン
ト
ワ

ー
ヲ
か
っ
独
自
の
通

信
プ

ロ
ト
コ

J
レ
で
接
続
|
営

鯨
油

と
し
て
の
位

置
づ
け
に
な
っ
て
き

て
い
る

。
20
01

年
定
額
ブ
ロ

ー
ド
バ
ン
ド
接
続
サ
ー
ピ
ス
が
|
さ
れ
て
い
た
た
め
、
お
の
ず
と
保

護
さ
れ
て

い
た
と

言
え
る
。
し
か
し
、
最
近
の

情
報
シ
ス
テ
ム
は
イ
ン

|
し
か
し
、
現
状
の
開
発
現

場
に
お
い
て
の
危
機
管
理
対
策
は
実
際
、
意
織
基
準
面

に
お
い
て
各
企

華
低
価
格
で
提
供
さ
れ
、
場
発
的
に
普
及

|タ
ー
ネ
ッ
ト
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
、
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ヲ
は
オ
ー
プ
ン
に
な
り
標
準
化
さ
れ
た
プ
ロ
ト

コ
ル
で
通

|
で
の

認
織
が
低
く
は
な
い
だ
ろ

う
由
つ

20
01

年
携
帯
電
話
で
の
イ
ン
タ

ネ
ッ
ト
接
続

が
|信

で
き
維
で

も
簡
単
に
接

続
で
き
る
よ
う
に
な
っ

て
い
る

。
1セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
関
係
の
問
題
は

2
口
00
年
問
題
に
近
い
リ
ス
ヴ
性
を
保
持
し
て
お
り
あ
い
ま
い
に
な
り
が
ち
な

普
及
し
始
め
る

|
イ
ン
ヲ

ー
ネ
ッ
ト
の
普
及
に
伴
い
、
不
正
ア
ヲ
セ
ス
な
ど
の
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ヲ
犯
罪
も
増
加
し
て
い
る

。
1対

応
範
囲
を

厳
格

に
管
理
す
る

よ
で
も
「
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ

ー
」
を
自
企

業
で
摘
築
す
る
こ
と
は
よ
り
重

で
は
、
増
加
し
続
け
る
不
正
ア
ウ
セ
ス
か
ら
身
を
守
る
に
は
何
が
必
要
な
の
だ
ろ
う
か
つ

|
要
な
作

車
と
な
っ
て
く
る

。
各
企
業
は
ま
ず
「
何
か
ら
何
を
ま
も
る
の
か

?
J
を
改
め
て
自
分
た
ち
で
知
り
、

最
近

企
業
ネ
、
ノ
ト

ワ
ー
っ
と
イ
ン
タ
ー
ネ
‘
ノ
ト
の
接
続
や
、
企
業
ネ
・
ノ

トワ
ー
ヲ
聞
の
接
続
な
ど
、

オ
ー
プ
ン
|
そ
し
て
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ポ
リ
シ

を
策
定
し
、
最
適
な
投
資
を
行
う
こ
と
が
重
要
な
の
で
あ
る

。
セ
キ
ュ
リ

テ
イ

ネ
ッ
ト
ワ

ウ
上
で
の
デ

タ
の
や
り
取
り
も
実
施
さ
れ
て
お
り
、
今
後
も
さ
ら
に
増
加
す
る
と
考
え
ら
れ

|
ポ
リ
シ

ー
の
策
定
が
ネ

y
トワ

ー
ウ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
上
の
基
礎
で
あ
り
、
定
期
保
守
を
行
う
よ
で
の
基

る
。
こ
の
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ヲ
上
で
の
商
取
引
を
、
従
来
の
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ヲ
と
同
様
の
破
実
性
慣
頼
性
で
機
能
さ
|
礎
に
も
な
る
こ
と
は
自
明
の
理
で
あ
る
。
こ
れ
な
し
に
は
自
社
の
防
衛
も
、
他
社
へ
の
連
鎖
リ
ス
ウ
も
守
る

せ
る
た
め
に
は
、
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ウ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対

策
は
非
常

に
重
要
な
も
の
で
あ
る

。
こ
の
よ
う
に
ま
す
ま
|
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
こ
と
を
理

解
し
て
お
く
必

要
が
あ
る
。

す
重
要
と
な
る
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ウ
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

iこ
つ
い
て
、
当
研
究
グ
ル

ー
プ
で
は
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

(J
)
概
要

ー
考
え
方
を
整
理
し
、
不
正
ア
ウ
セ
ス
の
事
例
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し
て
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因
と
対
策
(
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
技
術
)
を
ま
と
め
た
よ

で
、
保
険
業
界
に
お
け
る
イ
ン
タ

ネ
ッ
ト
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務
の
現
状
と
将
来
在
比
較
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さ
れ
る
リ
ス
ウ
を
考

察
し
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そ

し
て
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現

に
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計
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ヲ

Jレ
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ユ
リ
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チ
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か
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に
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で
、

情
報
シ
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構
成

方
|
保
険

諜
界
で
は

こ
れ
ま
で

I
自
に

見
え
る

コ
ス
ト

J
を
中
心
と
し
て
情
報
シ

ス
テ
ム
コ
ス
ト
の
適
正
化
が
行

新
に
よ
る
オ
ー
プ
ン
化

1;去
は

集
中
裂
か
ら
分
散
型
へ

と
推
移
し
て
き
た

。
1わ

れ
て
き
た

。
し
か
し
な
が
ら
移
行
の
波
が

落
ち
着

い
た
今
、
投

資
の
効
果
を
振

り
返
る

ι
O

S
ゃ
ソ
フ
ト
へ
の
対
応
、

I
T
C
O
の
畳
適
化
を
行
う
に
は

fT
C
O
測
定

J
f
目
標

鮫
定

改
善

計
画
策
定

Jf
改
善

施
策
実
行

J
の
サ
イ
ウ

細
分
化
し
て
複
雑
化
し
た
シ
ス
テ
ム
環
境
の
管
理
の
雛
し
さ
、
ユ
ー
ザ
部
門
で
の
負
荷
の
増
大
な
ど
予

11
レ
を
継
続

的
に
行
う
こ
と
が

重
要
で
あ
る
。
保
険
会

社
に
お
い
て
は

こ
の
サ
イ
ヴ
ル
が
確

立
さ
れ
て
い
る

想
外
の
問
題
に
行
き
当
た
る
企
業
が
地
え
て
い
る
。

1と
は
い
い
が
た
い

。
こ
の
サ
イ
ヴ
ル
を
継
続
的
に
確
立
す
る
に
は
「
経
営
の

意
蛾

Jf
シ
ス
テ
ム
部
門
の
取

こ
の
よ
う
な
流
れ
を

背
景

と
し
て
、
昨
今

T
C
O
(
To

旬
I
C
o
s
t
 o
f 
O
w
n
e
r
s
h
ゆ
)
と
い
う
概
念
が
注
目
を
集
|
り
組
み

Jf
ユ

ザ
の
協
力
」
の

3
点
を
変
え
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

め
て
い
る
。
機
器
の
購
入
や
シ
ス
テ
ム
の
開
発
費
な
ど
、

こ
れ
ま
で
も
見
え
て
い
た

コ
ス
ト
に
加
え
、
ユ

ー
|
今
後
保
険
業
界
も
自
由
化
が
進
展
し
て
し
吋
に
し
た
が
っ
て
、
競
争
が
激
化
し

て
い
く
こ
と
は

間
違
い
な

ザ
の
自
己
学
習
や
ト
ラ
ブ
ル
対
応
に
要
す
る
時

間
な
ど
の
目
に
見
え
な
い

コ
ス
ト
を
も

吉
め
た
全
体

コ
ス
|
い。

こ
の
大

競
争
を
乗
り
切
る

に
は
「
経
営

資
源
の
有
効
，
舌
用
」

と
い
う
命
題
は
避
け
て
通
れ
な
い
は
ず

ト
を
把
握
す
る
こ
と
で
情
報
化

コ
ス
ト
の
投
資
対
効
果
を
判
断
す
る
た
め
の
材
料
を
提
供
し
よ
う
と
い
う
考
|
で
あ
る

。
f
T
C
O
最
適
化
サ
イ
ウ

Jレ
」
を
利
用
し
た
継
続
的
な
改
善
活
動
が
、
こ
の
命
題
に
対
す
る
有
効
な

え
方
で
あ
る
。

1回
答
と
な
り
え
る
こ
と
を
斑
信
し
て
い
る

。
今
回
の
研
究
で

1;):
，
T
C
Oを

考
え
る
に
あ
た
り
、
ま
ず
、
そ
の
定

義
や
構
成
要

素
及
び

T
C
O
の
測
定
方

法
に
つ
い
て
総
括
し
た
。
ま
た
、
そ
れ
を
踏
ま
え
た
う
え
で
ア
ヴ
チ
ユ
ア
リ
ー
会
会
員
企
業
を
対
車
と
し
た

研
究
会
独
自
の
ア
ン
ケ
ー

ト
翻
査
を
実
施
し
.
保
険
金

社
に
お
け
る

T
C
O
苦
蹴
行
的

に
測
定
し
た

。
さ
ら

に
、
こ
の

間
査
結
果
か
ら
、

T
C
O
を
最
適
化
す
る
た
め
の
い
く
つ
か
の

方
法
に
つ
い
て
考
察

し
て
み
た

。

我
々
保
陵
業
界
を
取
り
巻
く
近
卑
の
環
境
が
、
バ
ブ
ル
期
の
高
い
予
定
利
率
商
品
に
よ
る
深
刻
拡
逆
ざ

l保
険
基
幹
業
務
両
可

1¥
';
1'
手
二

、
ヌ
房
長
は
現
時
点
で
は
発
展
途
上
で
あ
る
が
、
今
後
更
な
る
向
ょ
が

や
.
新
契
約
の
伸
び
悩
み
等
々
、
年
々
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
昨
今
、

IJ
間
待
で
き
.
第
W
章
ロ
頭
で
述
べ
た
マ
ト
リ
ヲ
ス
図
を
念
頭
に
お
い
て
、
適
切
に
活
用
す
る
こ
と
で
大
き
な

E
R
P
、
S
C
M
、
C
R
M
等
の
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
が
製
造

・物
流
業
界
を
中
心
に
脚
光
を
浴
び
て
い
る
の

lこ
|
戦
力
を
発
揮
す
る

。
最
後
に
保
険
業
界
に
お
け
る

11
ッ
ケ

ー
ジ
ソ
フ
ト
活
用
の
意
義
を
以
下
に
あ
げ
る

。
対
し
、
保
険
業
界
が
こ
の
流
れ
と
ど
う
向
き
あ
っ
た
ら
よ
い
の
か
と
の
疑
問
に
よ

L人
研
究
に
着
手
し
た

。
11

金
融
業
の

IT
高
度
活
用
化
の
潮
流
に
乗
る

研
究
の
進
め
方
と
し
て
.
日
本
の
生
損
保

7
8社

に
対
し
て
業
務
系
パ
ッ
ケ
ー
ジ
、
ノ
フ
ト
の
活
用
状
況
に
つ
|
最
新

IT
を
取
り
込
む
に
は

E
R
Pの

例
に
見
ら
れ
る
よ
う
に
パ
ッ
ケ

ジ
ソ
フ
ト
活
用
が
適
し
て
い
る

。
き
ア
ン
ケ
ー

ト
を
実
施
す
る
と
共

l二
、
パ
ッ
ケ
ー

ジ
ソ
フ
ト
関
連
の
文
献
鯛
査
と
平
行
し
て

C
S
C
ジ
ャ
パ
ン

12
限
ら
れ
た
社
肉
貰
源
の
有
効
活
用
(
人

・金
・
時
間
)

や
日
本

I
B
M
等
主
要
ベ
ン
ゲ

5
社
を
訪
問
し
.
パ
ッ
ケ
ー

ジ
‘
ノ
フ
ト
提
供
側
の
実
情
に
つ
い
て
も
間
査
を
実
!
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
活
用
に
よ
り
シ
ス
テ
ム
開
発
に
要
す
る
人
金
時
間
と
い
っ
た
資
源
を
浮
か
し
、
経

施
し
た

。
そ

し
て
、
保
険

業
界
の
中
で
も
パ
ッ
ヶ
-
:
;
・
ノ
フ
ト
の
活
用
度
が
高
い
先
進

2
企
輩
を
紡
問
し
、

|営
判
断
に
基
づ
く
別
の
戦
略
領
域
に
回
す

こ
と
が
可
能
と
な
る

。
担
当
者
か
ら
各
樋
有
意
義
な
情
報
を
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
た

。
13

.
4
0
1C

k)
等
の
新
規
業
務
、
新
商
品
へ
の
迅
速
な
対
応

結
論
と
し
て
我
々
シ
ス
テ
ム
研
究
会
第
四
グ
ル

ー
プ
は
、
現
段
階
で
の
パ
ッ
ケ
ー

ジ
、
ノ
フ
ト
は
機
能
面
で

1
40
1 
(k
)
等
の
新
規
業
務
や
新
商
品
等
、
当
新
規
シ
ス
テ
ム
対
応
に
は

パ
ッ
ケ
ー

ジ
‘
ノ
フ
ト
活
用
が
適
し

不
十
分
な
と
こ
ろ
も
あ
る
も
の
の
、
正
に
発
展
途
ょ
に
あ
り
、
今
後
は

パ
ッ
ケ

ー
ジ
ソ
フ
ト
活
用
が
企
業
の
|
て
い
る

。
競
争
優
位

を
左
右
す
る
こ
と
に
な
る
と
の

確
駈
を
得
る

に
い
た
っ
た

。
14

基
幹
業
務
の
根
本
改
革
(
.
，

.8
P
R
)

契
約
単
位
か
ら
顧
客
単
位
で
の
シ
ス
テ
ム
構
築
を
実
現
し
.
基
幹
業
務
を
根
本
的
に
見
直
す
際
に
は

パ
ッ

ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
，
舌
用
の
余
地
が
大
き
い

。
以
よ
よ
り
、
今
後
は
パ
ッ
ケ
ー
ジ
ソ
フ
ト
を
有
効
活
用
で
き
る
か
否
か
が
保
険
業
界
各
社
に
と
り
.
自
社
の

競
争

優
位

苦
左
右
す
る
こ
と
も
あ
る
も
の
と
結

論
付
け
る

。

1
9
9
6
年

S
o
n
y
加

C
チ
ッ
プ

rF
eJ
iC
a(
フ
ェ
'
)
カ

)J
を

l家
計
へ
の
保
険
の
浸
透
等
を
背
景
に
、
保
殴
業
界

l立
、
よ
り
充
実
し
た

コ
ン
テ
ン

Y
の
提
供
が
求
め
ら
れ

11
電
子
商
取
引
を
保
険
金
社
が
行
つ
と
い
っ
こ
己
:
t
.
.
'
tJ
¥t
，j.，
る
意
義
が
あ
る
か

開
発

|
て
い
る

一
方
で
、

IT
の
驚
異
的
な
進
歩
お
よ
び
高
度
化
を
背
景
と

し
、
保
険

業
界
に
限
ら
ず
既
存
の
ピ
ジ

12
保
険

業
界
lま
「
電
子
O
O
J
と
ど
う
付
き
合
っ
て
い
〈
ベ
き
か

20
01

年
11
月
ピ
、
ノ
ト
ワ
レ
ッ
ト
が
電
子
マ
ネ
ー

fE
dy
l
ネ
ス
ス
空
イ

Jし
が
大
き
く
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。

1と
い
う
zつ

の
テ
ー

マ
を
持
っ
て
当
ゲ
ル

ー
プ
か
ら
の
保
険
業
界
へ
の
提
言
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
。

(ヱ
デ
ィ

)
J
の
正
式
サ
ー

ビ
ス

開
始

|
当
グ
ル

ー
プ
で
は
、
保
険
業
界
に
お
け
る
電
子
商
取
引
に
関
す
る

一
昨
年
度
の
研
究
を
踏
ま
え
、
電
子
|
両
テ

ー
マ
に
共
通
し
て
い
る
キ

ー
ワ
ー

ド
は
「
積
極
性
」
で
あ
る
。
「
攻
め
の
経
営
」
等
の
冒
誌
に
つ
い
て

20
01

年
11
月

18
日

J
R東

日
本
が
非
接
触
式

IC
1マ

ネ
ー
を
効
果
的
に
活
用
で
き
る
分
野
の
研
究
を
進
め
て
き
た
が
、
現
在
の
按
術
水
準
の
進
歩
、
法
制
|
は
頻
繁
に
使
用
さ
れ
て
い
る
が
、
「

積
極

性
」
と
い
う

言
葉
は
意
味
が
異
な
る

。
カ
ー

ド
乗
車
券

rS
ui
ca
(
ス
イ
カ

)J
サ
ー
ビ
ス
を
開

li
lt
の

艶
備
、
各
地
の
電
子
マ
ネ
ー

実
験
が
期
待
に
反

し
た
結
果
に

終
始
し
て
い
る

こ
と
を

鑑
み
て
、
あ
る

If
攻
め

J
と
は
敵
を
想
定
し
た
も
の
で
あ
る
が
「

積
極
性
」
と
は
自
己
の

精
神
構
造
の
変
化
を
さ

し
て
い
る

。
始

|
程
度
イ
ン
フ
ラ

整
備
が
進
ん
だ
と
仮
定
さ
れ
る
時
代

背
景
の

中
で
の
電
子
マ
ネ
ー

を
利
用
し
た
保
険
取

|
す
な
わ
ち
、
「
受
け
身
」
の
経
営
を

続
け
て
き
た

と
い
わ
れ
る
保
険
会
社
が
、
こ
の
不
況
と
い
う
ひ
と
つ
の

2
0
0
4
年

3
月

22
日
Su
ic
aシ

ヨ
ッ
ピ
ン
ゲ
サ
ー

ビ
ス

|
引
を
想
定
す
る

こ
と
と
し
た

。
そ
れ
に
よ
り
近
未
来
に
想
定
さ
れ
る
保
険
会
社
像
に
光
を
当
て
、
今
後
保

|
転
換
期
を
迎
え
て
、

「
攻
め
」
に

自
覚
的
、

こ
れ
か
ら
は
会
社
自
身
を
「

積
極
性
」
を
持
っ
た
社
風

に
変
化
さ

〔電
子
マ
ネ
ー
サ
ー

ビ
ス

)
を
開
始

|
険
業
界
が
直
面
す
る

際
題
や
取
り
組
み
方
向
を
浮
き
彫
り
に
す
る

。
1せ

る
時
期
が
来
て
い
る
の
で
あ
る

。
2∞

7
年
に
は
，

P
A
S
M
O
(パ

ス
モ
)や

n
a
n
a
c
o
(ナ

|
し
た
が
っ
て
、
本

輸
分
で
は
現
在
ま
た
は
将
来
の
保
険
会
社
に
対
し
、

電
干
マ
ネ
ー
や

IC
カ
ー
ド
を
活
用
|
か
つ
て
「
ザ
セ
イ
ホ
」
と
し
巧

言
葉
も
あ
っ

た
。
ひ
た
す
ら
巨
大
で
あ
る
と
い
う
意
味
と
問
時
に
、
裏
を
返
せ

ナ
コ

)、
W
A
O
N
(ワ

オ
ン
)
な
ど
プ
リ
ベ
イ
ド
型

電
子
|
し
た

Q
n
e
to
 O

n
e
 M
ar
ke
ti
ng

の
実
現
に
よ
る
顧
客
満
足
度
の
向
ょ
や
、
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
徹
底
し
た

11
;
1
:
行
動
力
の
な
さ
を
郷
偏
し
て
い
る
言
葉
で
あ
る
と
も
言
え
る
だ
ろ
う
。
保
険
業
界
に
次
の

ニ
ッ
ヲ
ネ

ー
ム

マ
ネ
ー

が
番
人

IIT
化
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
は
ど
の
保
険
会
社
に
も
勝
る
続
争
力
を
持
っ
た
究
極
の
保
険
会
社
と
な
り
え
る
|
が
着
〈
ま
で
か
な
り
の
時
間
を
要
す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
そ
の
と
き
に
は
行
動
力
が
な
い
と
は
冒
わ
せ

で
あ
ろ
う

。
1な

い
最

先
端

の
情

報
筏

術
力
を

要
す
る
業
界
と
な
っ
て
、
お
客
椛

に
愛
さ
れ
る
存
在
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を

期
待
し
て
、

三
の
論
文
を
終
わ
り
に
し
た
い

。

1
9
9
6毒

日
本
版
ピ
ツ
ウ
パ
ン
、

l保
険
業
界
に
お
け
る
ナ
レ
ツ
ジ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
、
顧
客
サ
ー

ビ
ス
向
上
と
い
う
視
点
か
ら
ナ
レ
ッ

l情
報

・知
謀
が
共
有
化
さ
れ
、
活
用
さ
れ
、
そ
れ
を
基
に
さ
ら
に
有
用
な
知
識
へ
と
バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
し

1
9
9
8
年

草
定

会
料
率

の
使
用

義
務
廃

止
(第

二
|
ジ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
と
な
り
う
る
も
の
と
そ
れ
ら
を
生
か
す
為
の
環
境
さ
ら
に
ナ
レ
ッ
ジ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
有
効

|
て
い
く
と
い
う
、
い
わ
ゆ
る
「
ナ
レ
ツ
ジ
の
ス

パ
イ
ラ
ル
」
に
よ
っ
て
、
さ
ら
な
る
効
果
が
も
た
ら
さ
れ
、
こ
の

分
野
(
損
保
)
)
、

|
性
に
つ
い
て
研
究
を
行
っ
た

。
If
ナ
レ
ッ
ジ
の
ス

パ
イ
ラ
Jレ

」
が
生
ま
札
、
こ
れ
を
実
現
で
き
れ
ば
、
自
由
化

・
競
争
時
代
の
大
き
な
武
器

1
9
9
5
年

保
険

革
法

政
正

に
な

る
に

違
い
な
い
。

法
主
丘
年
室
温
保
担
互
参
入
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跨構 圃」 1報 タ小ル， ㍍ワrド ．一。土11。。．

．．算業．、 額標 統順

2000 40 2 保険業界におけるCRMの活用 ネットワーク、開発手 CRMの概念・技術を整理するとともに．取り巻く環境が急変する中で保険会社カ抱πる問 D自社のお客様の」とを分かつている」知っている」と自信をもって高元るだろっか。

法 題・躁題の整理を行う． ②自社のお容械との接し方に問題は無いと言えるだろうか？

そして、それらの腰罰解決1こCRMの活用が有効であるか、活用する場合のポイントや戦 といった所を改めて見直すところから保険会社1＝おけるCRMの活用がスタートするという

路は何であるかの考察を行う． ことである．

次iこ保険会社におけるORM戦略上の貨要な柱となる2つのシステム．統合顧客D日とネッ 噸客満足度胴蚕などの結果を見る限り、顧客の満足魔で現時点では他業界の後塵を揮す

トワーク1こついてr顧客申し出による順各一元管理」の提案と既存順客への新しいアプロー る保険簑界ではあるが、自社と顧客との関係を改めて見直すことから始めることができれ

チ側としてr企業インドラネット保険集桑システム」の紹介を行う． ま「昔ながらの気のいい酒贋ω親父さん商売」を実現して、近い将来確実1＝胴客から『私

のことを思っていてくれている」r私1＝とって欠かせない」と思って毛らえる保険会社になるこ

とが出来ると確億する。

20口O 40 3 分散オブジェクト技術の研究 ネットワーク 異なる企葉間や部門間をまたがってシス7ムを連携し、全社的な効率化や他の企業シスτ 分散オブノェウト技術を利用した場合　各方プソェクト間の物理的な関係を吸収するといっ

ムとの業務連犠を図ろうとすると、異なるコンピュータ間の通伯プロトコルやAPlの棚準化と ネットワーク透過性」及ぴ『各システム間でのOS等のプラツトフ才一ムの追いを吸収すると

いったシステム間の相互授統の問顯、連携する相手側のシステムに変更が生じた時に柔 いうプラットフォームフり一」という特長により、非常1＝柔軟性・拡弧性の高いシステムの欄

蜘＝対応可能かといった様々な問題が発生する． 漿が可能となる。

このような問題を解決するため1＝は、言酪・OS・プラットフォームに依存しないでシステムを 一方で、分散オブジェクト技術はその画期的な特長の反面、既存の技術に1ま見られない複

柵興することが必要である。それを実現させるための代表的な技術である分散オブジェクト 雑な問題点を有している毛の幕実である。しかし、その問題点さえ解決できれば、現在保険

技術について、そω仕組みを分析し、保険業界1＝おける現在の利用状況と今後の適用1＝ 業界において急速1＝進行している、複撒企業間の合併・提携や企業と胴客との問を縮びつ

ついて喩述する。 ナる新たなチャネルの犠襲といったプロジェクトを裏側で支える技術として夫い1＝カを発揮

すると考える。

2000 40 4 呆険業界にお1寸るWob］ン　ユー WE目 2001電子■名法．2000不正アクセス禁止 096年、当時ωシスτム研究会馴グルー　が「保険業界におけるインターネットの活用に 依然として膿固は残されているが、保険業界1一おけるW宙bの活用が、今後ますます■璽

ティングの活用 法．W30勧告（洲L図を欄準化団体W30が ついて』というテーマの研究を行っている。その研究論文では、インターネットの仕組み、概 性を帯びる可能性を大きく含んでいることは．本研究を通じて結誠付けすることができた。〕

欄準化を行うたこと〕 要説明．当時の保険業界の隈題、保険業界でのインターネットの適用業務案、導入・拡大 ではないだろうか．実際、2000年は各保険会社1＝お1寸るWob活用が触速1＝進んだ年でも
手11頃とシステム構成、インターネ・ットの震望等1＝ついて述べているが，本章では，当時の論 あった。ミ去律面・運用面1＝おける躁題も時間の経過ととも1＝、徐々に解決の方向に向かうと

文について、当時の提案がどこまで実現されているかという観点から喉険業界でのイジ 思われる．さら1二高度なサービスの提供を可能とするためi＝も．開運技箭の動向および法

ターネットの通用業務棄」1＝ついて勧正してみる。 律の運用1＝注目を怠らず、一置研究を重ねていくことが何よりも肝要であろ㌔

2000 40 5 金融ビッ　パン時代におけるシスτ 晶質管理、コスト 』れまで保険会社にとってのシスτムは、保険契約の維持管理等に関する　務の効率化 開発　蛎の最適配分」とは普遍的に言われ繍1寸できた投資対効果」や優先順位付け」

ム関発 二末きな殺害1」を果たし、榊々なシステム柵錘を行い、ユーザの■務軽減が図られてきた。 を如何に徹底するかということであり、rシステム開発SLA」r賦幌制度」は従乗膣昧であっ

しかしこれからは順客からの要望に応え、より多くの順客脳箏・収益向上を図るべくスピー たこの部分を明確化」経営・ユーザ・システムの三位一体となった活動とするところにそ

ド・コスト・品質確保のすべてを満足したシステム開発が求められている、 の特徴があるのである。金融ビッグバン時代の申でrは企業戦略、きらに言えば企業経営

このような状況下において，我々保険会社のシステム部門は、今後どのよう1＝ユーザ・順 そのものといった感さえある．この中でシステム部門は非龍に貫嚢な役割を担っていかな

客からの要璽に応えていけぱよいのだろうか．様々な新手法が登場する昨今1＝おいて保 サれぱならなし㌔

険会社のシステム開発はどのよう1＝すべきなのか考聾していきたし㌔

2001 41 1 保険業界にお1寸るビジネス特酔研 その他 996年金融ビックバシ 」」撒年、社会イシフヲや一般家庭での急速なπ化が遣んでおり、ビジネススタイルは急速 保険商品は金融庁の蝿可商品であり．特定の保険商品の取り扱いを一社で独占した偶は

究 ＝変化してきている。こうした変化を踏まえ、メーカーや一部の金融機関ではビジネスモ手 なく、優れた商品は必ずとし、っていいほど他社に追随される．しかし、ビジネスモデル特酔

し特酢の活用に従来以上にカを入れている，保険業界1：とっても、この流れに乗り遅れな ＝よって「販売方法jを抑えることで「市蜴を独占できるビジネス」は実現可能である．

いことが喫緊の螺題となっており、1丁を活用したビジネスモチル特酔にミ主目し始めている． 本試文では，社内案務システムや代理店支援システム等のr目2目」モデル、そして、イン
ターネッH＝よる保険販売や各種像全サービスのr目2C」モデル、この両者を融合させ、保

しかし、保険業界においては、ビジネスモデルに対する意識は、一部ω会社を除き、依然と 険会社、提携会社、代理店、服客をインターネットにより一体化させる「目2目20」モデルを

して低い状況である、その理由は以下のとおり． 乍り、販売方法を特酔化する＝と州新たな順客層」を獲得できると結喩づ1＋ている古

・ビジネスモデル特！午の取り紺井方がわからない。

・ビジネスモデル特酢の戦略的な活用方法を見出せない。

・保険業界1＝1ま画期的なビジネスモデル特！午が鵬生し得ない。

本㎜文で1ま、それらの螺固を解決すべく、ピジネスモ子ル精酢の理解を深めることから着

手し、保険莫界におけるビジネスモデル特脾の取り組み1こついて胴査を行った。保険業界

各社の現状睨査を踏まえた上で、r保険業界1＝とって戦略的ビジネスモデル特酔の実現の
ため1二句が必要か」1＝ついて提官している。

2001 41 2 保険業界におけるASPの活用 新技術、アウトソース 激しく変化するビジネス環境下において．柵報シスτムを自社独白で開発・運用する体制 本酌交では保険業界におけるASP活用の可能性を以下のとおり縮論付けている．

HTh8u舵。f　ASP　in　tho で1まアプリケーションの開発費・運用費などの1T関連賓用が聴夫し、業脇内容の変化に対

n；ur目noo　lnd岨t用一 応じた柔軟なシステム対応が困難となる。 1．保険会社崔ユーザとして考えた場合、断じいシステムの欄簗をする上で、ASPは1つの
鯛決策として撫視できない存在であると■える．例えば，何らかのシステム化要件が発生

こうしたr自前」のシステムに不可避な問顯の解決手段として、注目されているのが、＾SP した際1＝は、要求を満たすサービスが＾SPにより提供されていないかを胴査し、＾SPの持つ

（＾叩1io呂tion　S酬i蜆Pro｝jdor〕である。＾SPは複数おユーザ1＝共通のアプリケーションを 特性を十分考慮しながらその利用を検討することも選択肢として持ち合わせておきたい、

出自に開発・運用するよりも低コストでのサービス崔実現する，

2．既成の＾SPを利用するだけ1ことどまらず、＾SPの仕組みを活用して新たなシス〒ムを榊

本試文で1ま、＾SPの特性を検証し、保険簑界1＝おける＾SP活用の可能性を検討し、具体的 築することも有効で1まないかと考える。これまで実現が困難であると思われたものが、＾SP

な活用例を提案している。 の形態を活用することで．システム開発が容易になったり、また＾SPの特徴を生かして、よ
り効果的1効率的なシステムを椚築できる可能性がある。

3．保険会社がこれまでに培ったノウハウを活かし、これを＾SPとしてサービス提供すること
ができれば，新しいビジネス展開の可能性を広げることができる。つまり、提供者という立
場で＾SPを活用することで、新たなビジネスチャ：’スや市場を開拓することが可能となる。

また、利益追求のためだけではなく、順客や代理店へのサービスの一理としても十分活用
できる。
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2001 一1 3 保険業界にお1寸るネットワークの最 新技術、ネットワーク 1971年雪悟口話公社が電酷回線網をτ一 本繍文においては、時代背量や保険業界をとりまくネットワークサーズの具体的な特徴 企業ネットワークに求め■れる条件は以下のとおりである。
適化 タ通侶に開放 を整理している。また．各保険全社ベネットワーク1＝閥迎するアンケートを実施することで． ①セキュリティ

一〇Pti而i囲tio［of　in彗ur呂n08 19日8年1SDN（lNS64〕サービス開始 各保険会社が抱える問題点を把膿し、理想的なネットワークの将来像を探っている．そし ②侶頼性
’nd岨t用n日two｛～ r目89年1SDN（1NS1500〕サービス開始 て、アンケート結果の分析により浮かび上がった2つの回繰サービス｛フレームリレー・IP ③回線遠度

r995年フレームリレーサービス開始 一VPN〕のうちどちらが保険会社のネットワークとして適しているのかを考察している白 ④コスト

⑤拡張性
⑥耐瞭書性
フレームリレーは、上記の条件を満たす最適なネ・，トワークとして登鐵し、現在のスタン

ダードともいえる存在となっている．しかし、保険業界1＝おいては以下の理由からIP－VPNや

広域L＾N等の新規ネットワークサービスの導入を検討する必要がある。
①アフ■」ケーションの高性能化によるデータ量の増大

②業務提携、拠点の銃廃合
③VolP，lP｝6のような新技術への対応

2001 41 4 保険業界にお1＋る携帯峨舌サー 新枝術、モパイル 200r年第3世代独帯のサービス開始 第3世代の携帯誠舌が普及すると、い　れ大半の日常業務に携帯雌舌を活用する環境カ 本試文ではピアー」シグ睨査や他業種のモパイル導入事例を分析し、保険業界においてモ
ス・モパイルの活用 〔FOM＾〕 整備されていくと予想される。 ｛イル活用により業務改暮が見込まれる以下の業務について提案している。

呆険業界1＝おL、ても営業職員が出先から必要な情報を入手し．メールサービスを自発的

sh日＾PPlioatio［of　Oollu』r ＝活用している動きがある。これは通話サービスとは異なるr時間や蠣所に拘束されない」 ①欄干・捉築→画像データ1こよるパックオフィスとの迩携

phono顯用ioo目［d　Mo目1o　in という特徴が受け入れられた＝とがその理由と富える、 ②新契約1りアルタイムでの鯵査手配・第r国保険料の受領
h日1n畠ur帥。o　Indu畠t｝ しかし．本各的1＝、藁務フロー1＝組み入れた活用事例は多くなく、携帯電話というr利器」を ③保全一各種通知喋内のデータ配信化，契約内容の変更・胴約手続

う事く活用できていないのが現状と考える。本論文では、携帯棚番サービス・モパイルの現 ④支払1損保トGPSを利用した位置梢報の破蝿、公共機関ネットワークを利用した情報運
状と将来の可能性1＝視点を置いて、保険葉界におけるモパイルlT活用の実現性1＝ついて 絡，リアルタイム映像での事故査定，電子診断量の取得
研究を行っている。

2001 41 5 保険業界にお1ナるlTコストマネジメ コスト IT投資をする際の効果測定基準を真体化する」とは．どの企業においても貫婁で緊急度 本喩文で1ま、lT投資は効果的かつ効率的に行わなけれはなbないといっ基本的な考え方
ソトの研究 の宮い躁題となっている白本論文では、1丁投資効果測定の中でも、以下の部分に焦点をあ のもと、正酸な費用を測定を行う方法として、主にrボトムアリプ見柵手法（※r〕」を、客観

てて研究を行っている． 的な効果測定を求める基礎として主にrバランススコアカード（※2〕」の研究崔している．そ

①lT投資を行う際の費用ノ効果1則定は現在とのように行われているのか。またその解題と して、これらをrr投資という観点で応用し、統合したr第5グループモデル（※3〕」を腱案し
ま何か。 ている。

⑳丁投資にあたり、合理的で正磁な「費用見積もり・検1正」を行う1＝はどのような手法が適 ※1〕プロジェクトω総費用をW目Sと呼ばれる作業堪位に分割し、最小単位の作業頃日
切か。 ごと1＝見積もりを行い、その結果を積み上げて総費用を求める手法。
③丁投資にあたり、合理的で正確な「効果予測・検■正」を行う1＝はどのような手法が適切 ※2〕企業の経営戦略を遂行する上での具体的な言十画を設定し、統制するための経営管
か。 理システム（具体的1＝は、r財務」咽審と市場」牒務プロセス」r学習と成長」の4つの視点

から評価を行う。〕

※ヨ）ボトムアップ手法による見積りと、よりrr投資1＝絞った効果1則定手法である「効果測

定シート」を用いて費用対効果の分析を行う手法自下記5つのフェーズすべてで費用対効

果を検証する自

①案件審査フェーズ②システム化看十圃フェーズ③システム開発フェーズ④開発完了フェー

ズ⑤　、フェーズ
2002 42 1 シスτム都門に求めbれるスキルと 人材・衙成 長弓1く不況の影響で保険業界を散り巻く現噴が愚連に変化してきている中で，保険会社の 多くのプロジェクトマネージャーを壁出するためには、従来の　ロジェクトマネジメント1＝存

人材育成 経営においても変革が求められてきている．システム部門1：おL、ても求められている役割 存していた属人性を排除する憲職のもと育成に取り組まなければならない、プロジェクトマ
が大きく変化しており、数ある開発案件の申から経営戦略に即した案件を遇別し、短期間 ネージャーの育成を考える上で、長期的視点に立った取組みがポイントである＝とを押さえ
かつ高品質な開発力を確保すると同時に、開発コスト当1」滅体制の確立がこれまで以上1＝ ておく必要がある．一人前のプロジェクトマネージャーを育成する確固たる目標が存在し、
求められている。このような蛮箪期を迎え，優先すぺ吉開発案件の週別カ1＝加え、社内の それに基づいて長期的視点で体系立てられた取組みを段階的1二行っていくこと＝そが買璽
みならず社外の要員を含む組織1＝柔軟1＝対応できるマネジメシトカを持った人材の確保が である、この研究の成果として提言したプロジェクトマネージャー育成モ子ルは、一人前の
必須となうてきている白しかし、多くの企業では従来から技術的なスキル習得の教育1＝重 プロジェクトマネージャーと鋸定されるまで1＝、全てのプロジェクト管理知撤及ぴ管理技法を

点が置かれており、マネジメシトカ等のスキルアップ1＝向けた体系的な取組みは手薄であ 漏れなく習得させることが可能なように体系化したもの1＝なっている．

一、各企葉の人材育成の躁題となっているのが実情である。
そこで、こうしたマネジメシトカを持つ人材としてプロジェクトマネージャー1＝焦点を当て、求

められるプロジェクトマネージャーの人材像とその育成方法1＝ついて、保険業界における

特性を踏まえながら育成モデルを提案する，

2002 42 皇 保険業界にお1＋る今後のシスτム 標準化、開発手法 呆険業界を取り巻く環境の葱激な変化に対応するため、各保険会社は量別化を図るため 」の酌交で最適な榔準化モτルとして選定したCMMを利用した場合、r段階毎のプロセス
開発標準のあり方 の新商品開発や他社との合併・提携などの戦略を行ってい孔このため、保険業界のシス 岬価・改善の徹り返し」という特長から、rプロセスの向上」は勿論、r低コスト」r高品質」r短

テムは年々複雑化してきている．また，金融機関のシステムに対する信鯛性や、開発期問 期問」でのシステム開発を望めるプロセスの榊築が可能と考えられる．一カで欄準化モテ
ω短縮化・開発コストの圧縮という、同時実現が困難な要求がきれているため、効繭的で レの導入に1ま、その絶大な効果の』交面、導入・運用は夫規模かつ複雑であり、効果が見
高品質なシステム開発プロセスが必要とされている。この喩文ではrシステム開発の標準 え始めるまでに長期間婁することから、多くの事前準備及ぴ幕人後の螺題を有し．安易に
ヒ」をテーマとし、1昌O，SLOP，CMMなどの開発根準化モ手ルの研究を行っている。 導入できないのも事実である．しかし、＝れらの準備・躁題を克服できれば、現在保険業界
呆険業界を取り巻く環境、システム1＝求められる要求事項、開発現場での問題点を明らか 及び周辺において急速1こ進行している撤々な法改正、複数企業間の合併・提携や、企業と
＝し、システム開発の標準化がそれらの問題を解決しうることを検証し、さら1＝は保険業界 顧客との間を結びつける新たなチャオルの構築新商品開発フロンェクトならび1＝特に契
のシステム1＝最1面と考えられる標準化モ手ルを決定した．また、その有効性の検証も行っ 約期問の長い商品を扱う保険業界において重要と考えられるr保守性の優れた長堀安走
てL、る自 楡団ソステムの実現」を根本的1＝支える技術として大いにカを発揮すると考えられる。
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200里 42 3 ユキタス・ネットワークを利用した ネットワーク 9明年1P｝6の豊掃、 ラτン騎で同時に至ると」ろにある」といっ意味を不すユビキタス」について、保険業界に ユビキタス・ネットワークの本格展開に向けたシスτムインフヲ基盤は現時点12002年11

サービス提供 2002年畠月住民基本台帳ネットワーク、 おける活用の可能性を検討し、真体的な例を提薬する。 月〕でほぼ整備されている。今後、きらなる技術進歩やコスト削減1こ伴い、技術餉な姻集箏

目90年1P電脂登場 項は急速に解決されると思われる．これらのシステムインフラ基盤の充実1こ伴い、ま庭及
ぴビジネス面において、ユビキタス・ネットワークが徐々に普及しつつある。ただし、金融機

関1こよるサービス提供実施書例は多くなく、ほとんどのサービスは自動車業界や電気メー

カーが中心となっている白

このような状混を踏まえて、当論文では以下サービスを提案した。

双方向Wを耳1」周した契約締結、2．1」アルタイムリスク鯵断による適正保険、3．走行椚
報等取得1＝よる自助亜書散査定、4．ウェアラブル・コンピュータを利用した介甕サービス、

5．営業職員の錨舌内容を利用した販売スキル向上施策
これらのサービス提供薬は、関係法規の整備あるいは費用対効果などの懸康筆項があ
j、即時ωサービス提供は時期尚早と思われるが、実現できれぱいずれも有意義なサービ
スであり、保険業界においてもメーカーなどと同様にユビキタス・ネットワークを利用した

サービス提供が可能であると考えられる口

2002 42 4 呆険カードの1oカード化によるサー カード 2001年11月Sui明開始 磁気カードと比べて格段の大容量を持ち、1O年前のパソコシ並みの処理能力を持つOPuを 先行して1Cカードを導入した他業界の幕例の分析を行い、導入の成功要因を探ったが、

ビス提供 2001年11月ETC開始 搭載しているもの毛あるlCカードについて、一般喩としての一〇カードの技術的・歴史的言古題 保険カードを業にloカード化しても、大きな成功は望めない」という結論に至った。また，保

呈。03年目角佳民基本台帳力一ド交付 や利用分野を概観した後、最近の他業界1＝お1寸る個々ω利用例1＝対する分析を賦みる。 険1Cカード活用衛例棄をいくつか紹介したが、保険カードのlOカード化という高額な投資に

そして、lCカードのどのような特徴が保険業界で活かせるのかを考禦し一適用例の提案と 見合う効果が確実1＝見込める提示がで吉だとは言いがたい、

実現1＝向1†ての操題1＝ついて研究グループでの検討緒真を織り交ぜながら論じている。 しかし、lCカードの性能や利用方法は今後も進化を続け、保険業界も親制帽和1＝伴い今ま

で1＝ないビジネスモデルが成立する可能性があ乱1Cカードには、変化1：応じたパワーと

柔軟さがある．技術の変化は激しいが、その水責と動向を見極め，適切な活用方法を見つ
十ることができれば、loカードは保険業界の強力な武器1＝なりえるだろう。

2002 42 5 シスτムリスク計凸化手法の提案 災害対策・信頼性 O02年JR＾WJOPDEO　Ri昌帖＾冊～昌i彗 今や旧報シスτムは企業の根幹を支えるライフラインとして貫要な位置づ1寸にある．特に 」ズク管理には決定打となる対策1ま存在せず．分析／岬価．計画、実施、監視のリスク価

Mothod〕、 公共的な役割」を担う金融・擦険葉においては、柵報システムの停止・誤作副とそれに起因 理サイクルを継棚し、レベルアリプする中でリスク低減を図っていくしか道はない。業鵜プロ

目昌呂年ORAMMlOOT＾Rj出＾［日1岬i； する業務活動の混乱が社会1＝対して大きな彫讐をもたらす危険性を秘めており、システム セス1こ潜在するリスクのインパクトが視聴化でき、金額べ一スで1」ズク丘を把樋できれば、

M帥日目日m帥t　Methodolo酬〕 jズクの適切な管理は、企業にとって重要な経営課題であるだけでなく、企業の範踊を超 単にリスク管理レベルが向上するだけでなく、リスク係数を織り込んだ箱度の高いシステム

えた社会釣な要鳴でもある．しかし、保険業界を取り巻く離しい経済状況i＝より、システムリ 投資が可能になり、システム戦略を展開する上で量貫な判断材料1＝なる。

ズクに対して最小限の投遣で量大のリスク低減効果をあげることが至上命題となってい 今後もシステムリスク管理の竈要性は、ますます高まり、リスクマネジーント能力が企業の

る．最小隈の投資で最大限の効果を得るため1＝は、様々な業癌プロセスのどこ1＝どれだけ 命運を左右する重要な競争力になるだろう．

」ズクがあるのかを洗い出し、そのリスクがどれほどの損失可能性を秘めているのかを定
量的に岬価する必要がある。この誠文では、■」スクシナリオ1＝基づくリス刎平価手法を握実

し、実務1＝おける具体的な適用と、その活用方法1＝ついて事例を挙げながら解説する。

2003 胡 1 保険業界にお1＋るXML・wobサービ WEB，XML XML」及ぴXMLをべ一スとしたrW日bサービス」はインターネットを基盤とするB28，B20にお XML・wobサービスは、個々のシス丁ムのプラットフォーム1一依存せずに提供できるといっ技

スの活用 干る各租サービス1＝おけるスタンダードな技術インフラとして徐々にその地位を確立してき 術的特性差持ち、サービスプロバイダーとしてサービスを提供することを起点にW訪サーピ

ている・しかし．保険業界ではX…」w日bサービスが十分1＝活用されていないのが現状であ スが普及していく典型的なシナ1」オを紹介し．保険業界内でWObサービスが普及していなし
る。 理由を分析した自

上記シナリオを踏まえ、他業界との価報交換の分野では、医僚機関の電子カルテシステム
＜種子カルテと連動した保険査定・峻査システム＞ と連構し．相互の揃報を提供しあう、プロバイダー・サービスク1」エイター一体構築としての

現在．保険会社との宇一夕変換に関して宋開拓の分野であり、かつ、手一夕変換に向けた 鯵査・査定システムを捉翼した。

枳埠規格を持ち合わずの1ま、医痂機関のみである、この規格仙ML＝M日dio日1M畠｛叩

L餉島岨胴）を利用して、保険会社と医瞭棚関の問でのチータ変換の可能性を検討する。

2003 4畠 2 基幹シスτム資産の戦略的活用に 基幹シスrIム 近年インターネット技術が進最し一般化・普及しつつある。」れに伴い、インターネット関連 基幹シスτム資産の理租像を実現する方策として、基幹シス7ム賀産を変化が激しい周辺

コいて 技術を利用した保険販売など、保険会社1こ求められるサービスも変化している・ システムとのイシタフェース部分と、基幹業務となる商品楢理や契約管理を中心としたコア

保険会社は、保険販売・保険金支払といった根幹業務に関わる基幹システムとして．膨大 部分（実積あるビジネスロジックやデータの宝庫）と1＝切分け、基幹システムと眉遡システム

な宇一夕やヲーログラム等の資庭を抱えており、その実櫨ある資産1＝よる安定的なサービス が互い1＝影響を与えずかつ孤立しない椴、イシタフェース部分1＝てシームレスに繋ぐことを

を提供する一方で、膨大であるがゆえに．最新技術へのスピーディーで柔軟な対応が困難 考えた口

な状態となっている。 その効果としては、保険会社を取り巻く現境の変化1＝応じたシステム対応が可能となり、
そこで当研究チームで1ま、保険会社及びその基幹システムに求められている二一ズ、そし 二一ズとして箏1チたr閣発スピードω向上」、r柔軟性の服保」、rTCO削減」ととも1＝、実棚

て現状を踏まえた上で、保険会社1＝お1寸る基幹システムの理想像を描き、その理想像1＝向 ある基幹システム資産をそのまま活用すること1＝よって、ロジックや学一夕を引続きホスト

けた基幹システムの戦略的活用について研究する。 上で管理できるなどr信頼性の維持」も実現できると考えた。そして、これらの効果の集大
戒として噸容サービスの向上」が実現できると考えた。

基幹システムに求められるものとしてr㎜客サービスω向上」、rスピー手イな裏業度闘」、

「新技術やデファクトスタンダード技術に対して柔蜘＝対応可能」、「システム開発・保守コ

ストの抑制」、r堅牢で信頼性ある基幹システムの椚簗及ぴシステム運用・保守」などがあ

げられる中，現状としては、契約毎のデータ管理のための膨大なデータ、販売停止後も消
減まではビジネスロジックを保存しておかなければならないことi＝よるプログラムの肥大

ヒ、順客向けや営業職員向けの帳票大■印刷、保険金・配当金などの資金計算のための
高い機密性と信頼性の必要性、周辺システムの胞加などにより、システムがrスパゲッティ
状態」1＝なうている、

これからの基幹システムの目指す方向性として、r開発スヒー一ドの向上」、rシステム柔欧性
の確保」．「TOO削減」、「信頼性の維持・向上」が挙げられる，

＝れら崔踏まえ、函幹システム賀産の戦略的活用手法1＝おける考察を行う．
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2003 蝸 3 呆険業界における。ラー＿シクの活 日ラー＿ン 近年、情報技術を使用した教育所傍手法である。ラー＿シグ」が非常に注目を県めてお 生保1日社、換保1τ社に対し、各保険会社にて行われている研修の実施状況及ぴ。ラー＿ン
用 り、教育機関や企業などで導入する脅例が数多く見受けられる。その特徴である「いって グの導入状況・評価についてアンケートを実施した結果、eラー＝シグの導入畢は4日一胱で

も、ど＝でも、繰り返し」学習できるメリットは導入者及ぴ利用者双方に非常1＝高い効果をも あり、導入費用の高さから導入を見送っている会社もある．導入企業1こおいては「経費諸■」

たらすといわれているが、その一方で導入したものの、期待したほどの効果が得られない 滅」、噂習履歴憧理」、「理解度向上」などの点で満足している一方で、「コシテンツ制作」、
という白毛聞かれる． rモチベーシ目ン維持」、r効果測定」に対する不満が上げられているが、これらの躁甑解決

を期待しており、将来的1＝は。ラー＝シグは必要不可欠な研修形態という醒熾を特コてい
呆険業界1こおける。ラーニングの有効性を検証するために、その定義や特徴、最新の技術 る．

動向1＝ついて整理し、保険会社の代表的な研修モデルの分析による効果的な日ラーニング 保険会社1＝おける研修を8種類（商品知幟研修、資格幌定研修、専門能力研修（特定〕、
の形くあリ方〕について提言する 専門能力研修（一般〕、章務研修、o＾研修、新入社員研修、人裏・コンプライアンス研修〕

＝モデル化し．各モデルごと1＝日ラーニングの適用1＝ついて提言した。

2003 鵯 4 呆険業界にお1＋る順客柵報管理の 社会・現助 近年±目加する砧報の漏洩・改ん・破壊箪の脅威に対して、個人情報俣聴法への対応を シス丁ム対応における留意点として．以下の点が挙げbれる．
硯究 研究の軸として生保のシステム部門が中心となって実施すべき対応について研究する＝と 1順境整備

二する。 本番王異境と開発・テスト環境の公害■」を行うべき

2〕テスト手法

生命保険業界が定めるr生命保険業1＝おける個人データ保護のための取扱指針」1＝準じ 顧客を特定できる柵報1＝ついて、実在するデータの使用を禁止すべき

た社内規定の整備はきれているがシステム対応は行われていないという全治のモデル 3〕宇一夕ァクセス

ケース生保を仮定し、1SMS適合性岬価制度を元1＝個人柵報1＝ついて検討・提高した。 晒客情報への業務上必要最低限のアクセス権を持つ
4〕委託先管理
システム開発1二際して一般的な協力会社や子会社への開発・テストの委固＝おいて，情

報瀦えいの禁止を契約讐讐の書面1：明記し承盟させるべき

2003 43 5 海外オプソヨア開発の研究 組織・体制、アウト 近年、保険業界においても　業費などの削Iが強く望まれており、シス丁ム開発にかかる インドにおけるオフショア開発の成功事例と失敗事例をそれぞれ1つ　つ紹介した。またオ
ソース 経費も例外ではない。企業はより安価は開発コストを求め、インド・中国に代表されるr海外 フシ目ア開発1＝お1寸るメリットとして、｛1〕安価な単価、（2〕システム開発リソースの確保、

オフショア開発」の活用に対する関心が広がっている。 3膿新技術動向の導入、（4〕開発普理技術の向上、⑤ビジネスチャシスの拡大を整理
しかし、海外オフショア闇発はコストメリットが大きく強胴される一方で、品質・文化の追いな した。宇刈ットとして、｛1〕コ…ユニケーションの壁、12）開発全体工数の増加、｛3〕コント

ど、検討すべき躁題が多く強されていることも構実である。 ロールと桑軟性の喪失、（4〕海外固有の問題点を整理した。
保険業界1こおけるオフシ目ア闇発の導入状況などを生保40社、担保20社に対してアンケー

オフショア開発の実施例を踏まえた刈ット・手メリットと成功1＝向1ナた今後のポイツトにっし トを行った結果、オフショア開発を導入済み、導入予定、興味有りの回答は。o％であり，目
てまとめた。 的はコスト削減であるが、国内保険会社き中心1二賦行的1＝開発を依頼して評価・検討中の

また、保険業界におけるオフシ目ア開発の現状と方向性を考察し、保険業界がオフショア関 会社や他社の動向をうかがっている企業が多く、今一歩踏み出せないとL、う状況がうかが
発を採用した場合のモ子ルケースを作成することでイメージ化を図っていく曲 える。

2004 44 1 保険会社シスτム開発1一おける品 開発手法 シスτム開発では、品質生産性の向上を要醐されている中・指標が確立されていない」と 現行の概念的で分かりっbか。た品質・生産性について一般的な手法をべ一スとして．独
質・生産性指標の研究 から、下記の点についての研究を実施している． 自モ手ルを作成した．

＝保険業界の現状と問題点 ・＝の独自モ字ルでは、一般的な手法では出てこない潜在的な問題を早期に発見すること
・現境変化とシステム特性⇒競争の激化、二一ズの変化、サービスの拡充、長期システ が可能である由

ム、計算の難化といった問題が出ている． ・また、商業な品質管理によって、コスト削減を可能にしている口

・品質・生産性氷解自記価指標に問題意職がある。 ・実態1＝則した生産性の鋤直化を可能にすることで、新1日案件の比較が可能である口
2＝一艘的な品質．生産性指標

※一般的な手法について列挙

3＝品質、生産性指棚モデルの件杞憂
・｝ 秩p、’一2’■を踏まえたうえでのモデル形成と偲」1＝ついて（適用書例〕

・手法使用に当たっての注意事項について

2004 一4 2 変化に強い次世代型保険会社シス 開発手法 ：変化に強い次世代型保険会社シス7ムとは 下記の連携によって、理想のシスτムに必要なOつの要素を潮だすLとができる．
テムを作る 2：求める理想 長期使用」、「汎用性」、「独立性」、「保守性」、「TOO削減」、『堅牢性、侶頸性」

3＝理想のシスチムヘの考察
4＝変化に強い次世代型保険会社システムヘの提管 各レイヤ間でのシステム技術の連触について

・システム基盤…各レイヤ間の運鵜．ラッピング技術活用
く初めに＞ ・プレゼンテーション…W曲以降、シシクライアント、りツチクライアントの活用

環境の厳しさから、シス〒ム部門1二もコスト閏1」減が求められている白その一方で，システム・ ・アプリケージ目シ…言語遮択、オープン技術（J呂v21の活用

果険業務1こついては最新のテクノロジー戦略にあわせる要件が出され搬1寸でいる．そのた ’D目…D日連携、洲LD日の活用
め、乗政な対応が必要である。

＝「柔軟性があり、スピーディな開発が可能で、システムにかかるコストの削減が史現で

き、r新技術の刈ットを享受」することが出来るシステム」を変化1＝強い次世代型保険会社
システムと位置づ1寸る。

2：’11’’を満たしている環境1＝ついて、検討を実施し、現行環境をレイヤ単位に分析し、理

想システムとの比較を実施した。

3＝現行システムをいか1＝理想1＝近づけるか？

⇒各レイヤ関連技術を取り入れ、シームレス1＝獺ぐ必要があると結㎜付けた。
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2004 仙 3 分散シスτムの運用の効率化 効率化 ＝分散系シスτムの遡用の効率化とは T1Lの導入にはヘノダとの黎がり養分を出す」と計画をlT1Lに沿って出せる」とが質

21ITlLの説明 捜となる．

3＝lTlL導入効県検証 T1Lの1順序としては、以下ωように2項目目と3境目目の順を変更することで、障害1こついて

手厚く対応できる。

：r汎用大型コンピュータ以外のシステムでユーザと合意した一定のサービスレベルを充

たすために必要なコストの最小化」を分散系システムの運用の効率化と定義する． 信頼できる備報基盤の適用⇒変更品質の向上⇒サービスヘの悪影響の極小化

21兼n－ILについて記述
3＝mL導入・朱導入を想定し、比岐した mLはよき手本であり、徹実に違守させるぺきであリ、導入にあたって1ま十分1＝理解したぺ

昌導入することで、時間、リスク、コスト（障害対応〕が低減した、 シダの協力が不可欠になる。

2004 44 4 呆険金祉のlT投資コスト・効果分析 コスト 世代生命保険契約管理シス7ム穐助｛目 保険会社におし、て現在のlT投黄効県の！平価方法に足りないものは何か．どのよっに変光 現在のlT投資効果の岬価に足りないものは何かとのよっに変えてい1ナぱ」の状況を改善
本〕 ていけぱこの状況を改審することができるのかとの協点τ1、π投資効果の評価方法に閥す することができるのかという観点でlT投資効果の評価方法に関する問胴点を浮き彫り1＝

拠点システム櫨助（日本〕 る問題点を浮き彫り1＝し、どのような方法を用いて酔個を行えば効果的であるかを考察す し、どのような方法を用いて岬価を行えば効果的であるか研究を竈ねた．

年金教理シス〒ム（日木〕 ることにした。 その緒県「岬価シート」、「PDC＾サイクル」、「I1一岬価委員会」により柵成される「業鴉運営モ

保険料口座振替手続きの電子化（＝Eパイル 子ル（SllPO〕」を提示することで、ひとつの解を得た．

決済端末x太昭） 丁投資全胆1＝ついてのアンケート結果から問題把握を行った結果、次のような螺題を見出 会社に資献するπ投賀の実現のため1＝は、r1丁投資越コスト・効果分析」が形骸化する＝と

自賠資保険の共同システムr日一J1日＾1」の櫨 した。 を防ぎ、「業務廼営モデル（SllPO〕」のような適正な遺営をすることが重要である．そのため

劇開始 ・lT投資効果を適切に評価することができる評価方法の確立 ＝も経営層がlT投資酔価を意識した組織体制を欄繁し、かつ部門が主体的な役割を似な

lT投資効果の裏側平価・高歓岬価・フィードパIカを行うための社内組織・過営体制のあ い、全社全体でπ投資に対する意幟高揚1＝努める必要がある。

るべき姿

2004 44 5 保険業界における1丁スキル欄串 人材・育成 次世代生爺保険契約管理シスτム稼動1日 近年、lT街遣技術の釧藁化・深化1ま急速に進んでいる。」の状況下、π関連企業の研修教 本研究で提示した保険会社版1TSSは各社での採用は容男になるよっ各社の抱える膿
本〕 育休系も従来型のOJTで1まスキル・業務内容鰹承の点で国難な点が見受けられるように 題1＝について、次の点で膣理、肉付け崔行った。

拠点システム穂酬日本〕 なうてきた。こうしたなか、平成14年1二経済塵業省がIT産業で必要な実務能力を体系化し 保険会社システム部門の業務特性

年金数理システム（日本〕 た指欄である「lTスキル欄準」と＝れ1二沿ったキャリアパスに関する「研修ロードマップ」を公 保険金牡システム部門がユーザから求められる人材像・技術水準

保険料口座振密手続きの電子化（モパイル 表した。経済産業省伽丁スキル欄準と珊傍ロードマップでもテーマとしてあったr求められる 保険会社社員として会社・部門が要員1こ期待する行皿特性

決済端末x太陽） スキル・人材育成」1こ潤して一歩進め、保険会社システム部門の業務特性を考慮の上，コ 保険会社システム部門は基準であるn一スキルの他、保険会社特有の業務知醐および行動

自賠責保険の共同システムro－J旧＾1」の積 ンピテンシーを活用した岬個体制・人材育成についても研究し、一保険会社システム部門1＝ 特性であるコンビチンシーが求められる。経営1＝資する人材育成が必要との観点から、上

動開始 適したn一スキル標準」を提口する＝とにした由 記3点を加味した結果である．
この保険会社晩πS畠を墓1＝、各社はキャリアパスを整理し、スキル・フレームワークを通用

して岬個体系1＝結びつけることを推奨する白もちろんスキルクラスの分官1」・統合や部分採用

もよいと思う。

2005 45 1 保険会社にお1寸るEA葛入の可能 効率化 呆険葉界では、銀行窓販等の規制穏和やそれに伴っ市場の自由化・競争の激化，低価格 く臥導入の効果〉
性1：ついて で腫容二一ズに合わせた保険商品の発売やより質の高いサービスの提供ヰ、急速にビジ ・棚準化を徹底し無駄のないシステム設計を行なうことで開発のスピードアップを図り、ヒジ

ネス現境が変化している。こω変化に対応するため、限られた予算と期間の中でシステム ネスの変化に柔軟1二対応できる。

繍発を進めなければならない。それ1＝も関わらず、システム上の問題から新商品発売が延 ・アーキテクチャモチルでビジネスからシステム1＝至るまで全体を嚇欧するモデルを作成す

期になったことはないだろうか口新契約業務や個人保険業務、団体像険業務等、個別1＝最 ることで全体最適型の業務・システムを構築することが可能。

適化を図ってきたため1：匝櫨投資を行なっていないだろうか． ・初準化されたアーキテクチャモデルは一部の担当者しか知らないビジネス及ぴシステム

の知識を雌もが理解できる形で導入できる．

このような問題を解決するための手法としてrEA（エシターブライス・アーキテクチャ〕」が注

目されてい乱＝机は業務とシステムを統一的な手法でモデル化・可視化し業務手11厘やシ く保険会社へのEA導入のまとめ＞
ステムの枳準化を行なうことで全体長遍を達成する毛のである， EAの全てを導入するのはコスト・期間尊の面から難しい，■例を振り返うてもある特定の

効棄を期待してE＾の一都を導入している企業が多い。巨Aを導入するには目的をはコきリ

させていくことが必要となる．

2005 45 2 呆険業界における柵報セキュリτイ セキュリτイ 国人欄報保聴法施行以降、書葉番は様々な法的憂滞を誤せ■れ．各讐庁か■の「個人情 く適切な柵報セキュリτイ対策＞

対策について 報保護に関するガイドライシ」をもと1こ各自対策を鋼じている。大■の個人相報を取扱う保 ・端末の盗難・紛失対策自ハードディスクの贈号化と生体榊正（静脈〕

険業界1＝とって、椚報保聴1ま量夫なリスウであり、その対策は経営的躁題である。 ・外部媒体1こよるデータ持ち出しへの対策⇒データ持ち出し制御，デジタルフォレ＝’シック

椚報セキュリティ1＝おける技術的対策をテーマとして扱い、保険業界にとって最適なセキュ ・■類の盗難・紛失対策→幅頸の電子化と生体幅匝
」ティ対策技術を提案するとともに、棚報セキュ1」ティの将来像1＝ついて考察する・

く次世代のセキュリティ対策〉

・端末の盗雌・紛失対策邑芋イスクレス端末、網膜幅嘔
・外部媒体1：よるデータ持ち出しへの対策⇒出力制御データベースの導入

・警類の盗難・紛失対策⇒電子ぺ一パー

2005 45 3 保険分野におけるグ1」ツドコン 新技術 既存のコシピューτインク・パワーを利用して、より強大なコンビューτイシグ・パワーを獲仙 く保健分野への1面用〉

ピューティング活用方法の胴査 する技術、板撒のコンピュータをあたか毛一つω巨大なコンピュータとして仮想化する技術 r．保険業務へのブロセッジシグ・グリッド有効活用

の研究が遠められており、そのような技術を代表するのがグリッドゴシピューティングであ 個人変盟年金保険商品における金融リスク管理業務に導入を検記してみたいという声が
る。 敏理議務担当者からあった。

グリッドコンピューティング1＝ついて研究1分析を行い、未知なる可能性を秘めた当技術へ 2．保険分野へのテータ・グリッド有効活用

の保険業務への有効活用1＝ついて検討を賞施した。 ・契約者杣細へのデータ・グリッド技術適用

・災害対策への宇一夕・グリッド技術適用

3．保険金支払業務への新ビジネスモデルの提案
契約者にとって面倒な保険金鳴求から保険金受取までを容易かつ迅速に行なうことがで

きる。
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2005 45 4 ロソェクトマネノメノトの研究 開発手法 近年、保険業界では、生撮保の相互参入．保険料の自由化を皮切りに生き残りを懸け、各 くロジェクトマネジメント改響への提言〉
社様々なlTプロジェクトを立ち上げてL、るが、必ずしも満足な効果を得ていない。特1：＝こ r．スコープマネジメント

数年は．品質、コスト、納期とも、より高い期待が掛1＋られており、プロジェクトマネジメント 要件定稜の改善策を検討した。
の改藩が喫緊の曝題である。 2．コミュニケーションマネジメント

当研究グループでは、プロジェクトマネジメントの問題点について整理崔行い、特に多くの 円滑なコミュニケーションが，コスト、機能、人間関係などの損失拡大を防止し、安定的な
問題の要因となる項目について改善の検討を行なった。 プロジェクト週営を可能にする。

3．■」スウマネジメント

4つのプロセス個避、需要、転化、軽減〕を全て実行して初めて効果を得ることができ
る．リスウマネジメントはプロジェクトの成功1＝大きな役喜一」を担っている■

2005 45 5 保険3社にお1寸る効率的なソスτ コスト、効率化 当研究会が目指した毛のは、ユー　とシスτムのコ目ユ＿ケージ目ンにお1ナる問題を解決す
ム開発休制ω研究

3つの取組善提案する。」れ■は、限bれた期間の中で高品買のシスτム開発を行うといっ
るために、「互いの知識や使用するドキュメントを共有する」という手法の提示であり、さら r効率的なシステム開発体制」の実現を可能とするものと考える。
1＝それ1＝よコて、システムの品質崔俣ちつつも効率的な開発作業が可能となることを検睡
することである。 ・勉強会の開催

ユーザ部門とシステム部門間で勉強会を実施する＝とにより、認撤遮いを解消する。

一W日Sの作成
ユーザとシステムとのコ…ユニケーションドキュメントとして作成する。

・藁務要件■作成

現行システム胴壷、業務要件害作成ガイドの提供、業描要件害のレビュー、O＆Aシート
の作成、を行なう。

2005 45 直 Wobア　リケ　ソ目ン開発における 開発手法、組鮒体 企業にお1寸るITインフラが」」数年で憩速に 企業にお1寸る1Tインフラが」』数年で患遠に整備され．Wobべ一スのシス丁ムを積簗する 1、τストツールの積極的な活用
テストの効率化と生産性向上 制、WE日 整備され．Wobべ一スのシステムを梢築す 企業が急増している。こういった環境の変化の中、Wobアプリケージ目ン開発の効率化、開

る企業が急増している。こういった環境の蛮
保険会社のシステムは、新規開発よりも保守・メンテナンスの比賀が高い・回帰テストの

発期間の短縮、精度の向上が．経営戦略上1＝おいても躍聾な探題となっている。 置理性が高く、このような作業1＝ぜひ活用していくべきである。

ヒの中、Wobアプリケーション開発の効率 当研究会では，保険業界のシステムの特徴・問題点を整理、同業界でのテストツールの利 2．uMLの積極的な活用
ヒ、開発期問の短縮、制度の向上が、経営 用状況、問題点の検証、効異的な活用方法、各種テストツールの紹介、ruMLモ手ル駆動 uMuまデファクトスタンダードとなりつつあり、ユーザ部門とのコ…ユ＝ケージョシツールと

戦略上1＝おL、ても重要な際題となっている聞 型」を考察し、rテスト効率化と生産性の向上」について提言していく． してだけではなく、オフシ目ア開発においても活躍が期待できる。

3．テスト・テスターの地位向上

今後アプリケージ目ンがさらに複雑化・巨大化することが予想され．テスターの経験・スキ

しは非常1こ重要なもの1＝なると想像できる。人材の確保、育成者するためにも、テスト・テ

スターの地位向上、専門職化は不可欠と考える・
4．テスト計画の見直し

テスHま製造業でたとえると「品質管理・品質保肛」という亘婆な役割であることを再聰職

し、テスト計画、スケジュール、人画配種の重要性を再考すべきだと考える。

5．組織、体制の見直し

テスト・テスターに地位の見直しを図る1：あたり、組織、体制の見直しも視野1＝入れておく

必要がある。

2000 46 1 呆険会社にお1＋る丁イザスタリカパ 災害対策・信頼性 9目5年1月阪神・殻路大震災 τイザスタリカバリに関して、以下のよっに、年々，貫要性を増してきているが、本腕文では 現状、ほとんどの保険会社の情報シスτムは．メイン・パックアッー体制、切轡機能などを
」1＝ついて 2004年10月新潟県中越地震 呆険会社の1Tシステムに関して、保険会社各社の現状把握と法的社会的要求の整理、そ 有しているが、バックアップは最低限の機能（支払業務中心〕で切轡毛手動であることが多

2005年3月福岡県西方沖地震 して最新の技術動向の胴蚕を行い、保険会社が目指す手イザスタリカバリにっし、て提言を く、1日程度のデータロストが発生する可能性が大きい。これを受けて．本㈱文では，データ

2007年12月保険商品の銀行窓販解熱 行う日 センタの完全＝重化、同期処理を高速に行うための回線など、保険金祉のティザスタ1」カ
・2003年近年、各地での地震災害やテロ書体の発生により．災害対策の重要性が脇搬さ ｛リとして必要なシステムを提示してきたが，構築・運用にかかるコストは大きな螺題であ
れるようになってきた。 る．しかし、以前に比べ、回線・ハードのコスト低下・宇一夕同期製品の充実など、これまで

・わが国の国土は地質上・気象上、きまざまな自然災害をもたらす条件下にあり、これまで より．低コストでの実現が可能になってきている．保険業界の摘報システムの災害対策は
多くの自然災害に見舞われている。 社会的責務毛高く．萬いレベルを運成する必要があるため、今後，葉界全体の共通疎題と
・企業のグローバル化が進んだ昨今、災害時も継続業務が求められる。 して、改めて捉えなおす必要性がある．企業横断的な鶴カ体制の下、更なる研究・嚇輪が
・金触機関は一艘事藁よりも公的な性格が強く、経済・社会的影響が大きい，特1＝銀行窓 行われることを期待する。
販解禁1＝より、銀行と同等のサービスレベルが求められるようになってきた．

皇。oo 46 2 了知職の継承・共有化推進につい ナレッジマネジメント、 96畠年グルーウェアの前身＾RP州ET畳 近年、lT技術の進歩により、企業のシスτムインフラを椚築・連用する情報シスτム」の、
ての研究 効率化

本輪文では、lT知識の継承・共有化を、いか1こ実効性があるものとしてr活用」できるか」
場 殺害1」と責任が大きなものとなっている。このような中で、ひとたび情報システムにトラブルカ ＝主眼を置き、「プロセス通勤型ナレッジシステム」の提案を行った。

9日O年代＾RP＾NETlこ掲示板・スケジュー 発生すると、利用者の被害は多夫な毛のであり、原因究明とその解渕＝は、多大な時間と これは．O＾・ドキュメント・トラブル・情報伝達という4つの知識D目を元に、ドキュメントを作成

し機能付加 労力き投入すること1こなる．この原因の多く1こは、r知熾不足」やr情報遍捜涌れ」がある しないと次のプロセスに進めない等、プロセスの一部にテレ・ツジを使うことを組み込んだシ

朋9年ロータスノーツ登場 が、これまで幾度と無くトラブルと原因究明を徹り返してはいるものの，依然、同様のトラフ ステムで、このシステムを利用することで．日々生み出されたlT知織は自動蓄積さ机、暗黙
093年日本法人のロータス株式会社が レは繰り返されている。これらの解決を考える中で，本輪文では、かつて盛ん1＝論じられた の知蝋も活発に蓄積されていくと予測される．このシステムを使用すれば、数年劉＝は十
ノーツR3J」を出荷 ナレッジマネジメジト」1＝再び着目し、知識継承・共有に特化した1T技術を駆使することで 分な知識データベースが完成するはずである．

の問題解決を考察する

2000 46 3 果険業界におけるSOA 開発手法、効率化一 991年MSVi昌岨1目目；iol．O販売候酪版の oo年代後単かb始まった規制緩和により、各保険会社は企葉間競争にさらされ続けてお 今回の研究メンバーは全固、π部門にて、な1＝かしbシスτム開発に携わっていたが、取り
S帥i080ri即tod＾roh吐日。tur蝸〕の SO＾ み〕 一、各社は「順客満足度の向上」、『スピード・手1」便性の向上のための、組織1業細の最適 組むにあたり、メンバーの意識がビジネスにまで向1寸られることになった。そのため、SOAと

活用 目95年　Ddphi1．O・Vi；u昌旧旦；io4．O・J目帽登場 ヒ」、「独自性を意識したビジネスニE手ルの榊簗」等を意醐した経営が求められているのだ まある特定のサービスを提供するのではなく、今後のビジネス戦略において．1T部門かう
が，保険会社のシステムはメインフレームを中心としたケースが多く、変更を重ねながら使 ナるであろうrさまざまなリクエストを迅速1＝対応可能とするシス子ム現境構築のために最
い続けているため、システムの複雑化が問題となり効率良く対応できない状況である。解 適な手法である」という結輪にたどり着1寸た．SO＾という考え方そのものは決して新しくはな

決方法のひとつとして、SO＾が注目されているが、現状、保険業界ではほとんど採用されて い白この方法榊二技術がついていけなかっただけである．SO＾を支える技術基鯉が急速1こ
いない。このような情勢の中で．本鰍文ではSO＾の研究を行い、いかにして導入していくか 進歩している今、いよいよこの「夢物露」が実現可能なレベルに到速しつつある．今後、より
をまとめた。取り巻く環境とlTへ導入の解説を行い、靱入手順1＝ついて現実的と思われる
アプローチ手法と具体的な解脱・効果検胚を行い、SO＾導入の提管を行う．

多くの保険会社がSOAを導入し、r研究」としてではなくr現実」として．その有用性が鄭正さ
れていくことを期待する目
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2006 46 4 本人樹悪技術の助向と保険業界に セキュリτイ 2005年4月個人情報保聴法施行 日本における個人　報」を保舗する法律としては、2005年4月に施行された個人情報保 当ルーでは本人確醒技術の融向と保険業界における利用」といっ下一マに対して本

おける利用 強法」があげられる．同法の施行と前徴して、個人で毛企業でもrセキュリティ」1＝対しての 人碓聰技術」1二とどまらず．操帯パソコンからの椚報繍えいを防止するための技術につい

注目度が高まり、セキュリティ強化のための技術や製品の幸様化が進んでいった． て研究した。

これらの「個人情報幟寛法」も「セキュリティ」も「個人情報」を保蹟するための施策である 個人のプライバシーに関する意醐はここ数年で葱速に高まっており、そうした社会桐勢を反

が、現状は、個人偏執の備法事件などがまだまだ多発している状況である。 映するかのよう1＝個人情報保融法が2005年1＝施行され，遺灰蕎1＝は罰貝1」が科せられるこ

これからrセキュ1」子イ強化」を考える上で．そもそもr個人情報俣強法」，rセキュリティ抜 とどなった。しかし．＝うした罰則によるダメージよりも、慰賜料の支払いや企業イメージの

術」とは何か劃順番1＝考察していく． 悪化などによる信用低下のほうが企業1＝とってはより大きなダメージであり、企業は何よリ

も信用を守るためにセキュリティ強化に取り組む必要がある．

複数の企業が提供する商品やサービスが顧客から見て同一レベルである場合、今後は商
品そのものではなくセキュリティの対応状況も付加価価のひとつとして企業が選ばれる時

七になるとも考えられ、そのような厳しい時代を乗り越えて企業活動を存続させていくため

＝保険会社各社が当グループの研究結果を参考にしていただけれぱ幸いである．

2006 ヰ6 5 保険業界におけるレカシーマイ レガシーマイグレー 2003年3月自民党日一J叩旦［質点高十画特命委 近年、日本金藁の間で、レガシーマイグレーション」への魍心が高まっている．2003年3月 当初は，レガシーマイグレーショシ」といっ富藁か■短絡的にその手法の研究を進めるLと

レーシ目ンの実現方法 ション 員会のレガシーシステム故葦手旨針 ＝2003年3月白民党。－J叩餉質点計画特命婁員会の旧式（レガシー〕システム改革指針1＝ ＝なるだろうと予想していた。しかし、実際1＝研究を進めていくと単なる手法の研究1＝とどま

より、中央省庁の椚報システムの見直しを行ったことを授けて，民間企業でも注目が集まっ ることはなく、最終的には保険会社にとって最適なシステム像を追い求める＝とどなつた．

てい紅一方で、生命保険会社システム特有の長期問の保守性・肱盟性・安定性・信頼性 我々の考えるr全体最通化」は継納して実跳することで始めてその意義が幌められる・

など、これまでの頚求を満たす必要は，今後とも同様に変化しない目我々第五グループは

これら状況を踏まえ特1二、「保険業界1こお1＋るレガシーマイグレーションの必要性と、問題

解決1＝向1＋たアプロー手」1二ついて、現在の技術動向を鑑み一家務に寄与可能なシステム

の積第方法についての検厨を行った自

まず、一般的1＝誠じられている「レガシーマイグレーシ目ン」について理解書探め、各生命保

険会社システムの現状と照らし合わせ．生命保険業界1＝おけるrレガシーシステム」の問魍
点を洗い出した．同時に．ペンダからの技術支援を通じ．マイクレーショシ手法の現状につ

いての理解を深めた。その上で、本研究1＝おける現状の間題点や基礎知醐、あるべき姿

の方向性1二ついてメシバー間の共有化崔図った。本研究では以下の過程を経て、生命保
険会社システムのあるべき姿1＝ついて腕述する。
レガシーマイグレーシ目ン1＝閲する現状の把擬・生翁保険業界にお1＋るシステムの現

状の把握・レガシーマイグレーションの呂つの躁魍、6つのアプローチ

今後の市場恋化とその対処法

2006 46 o 内部舷制強化のためのシスτム部 細識・休制 2006年5月会社濫施行 昨今、相次ぐ企業不祥箏が契機となり、多くの企業でコンヲイアソス・リスク管理といった 内部統制強化のためのシスτム部門の役割は、会社内で設置されるよっな内部統制　口

門の役割 2006年6月金融商品取引法成立 声が日増し1こ強くなっている。保険会社においても法律や規定などの様々なルールを始 ジェクトチームとは通い、企業内のシステム部門が主体的に取り組み、内部統制実施のだ

め、碩容操穫、恒用維持の僚点から毛内部統制強化が求められている。求められている内 めの環境作りとその後の継続実施のための解決手段の提供である。このことは、内部統
部統制への対応作業には，業務プロセス改善やRCM｛リスウ・コントロール・マトリクス〕など 制1：必要とされている，脳統性．網羅性、実効性の三つの要素を備えた仕組みまたは状態

ω文報化、リスクの洗い出し・リスク防止策ω運用などがあり、これらは膨大な丘のもので を作り出すことにもなるのτミある■

ある目内部統制を確立させるために1まシステム部門の関与および1Tへの対応が必要不可 システム部門が生体となって進める方法であれほ、ユーザ部門主体とするよりも高い効果

欠である。 を得ることができる．なぜなら、システム部門』ま業務のデータフローを掴むことができ、業務

本研究グルーブで1ま、システム部門が内部統制強化のために果たすべき役割1＝一コいて考 部門よりも全体の担糧という観点では優位にあるためである。
察する聞 内部統制が強化された状態とは明確に定義したり、何らかの方法で測定することは難し

1章から皿稟で内部統制の歴史的背景および体系1：ついてまとめ、緊急繭品取引法や米 い。そのため、実際1＝強化された状態を■正明することは困難であり、このことが字統きの細

国のSOX法など最近の内部統制1こ閥遭する動向について明らか1＝し．さらに保険会社を 都をつくような内部統制強化の役割の実行により、会社全体の業務者再椚築し、業務全体
取り巻く状況と問題点・監督描針や検査マニュアルにおいて、求められる内部管理体制な の最道化の実現1＝つなげることへの第一歩となる。会社としての土台を強固な毛のとし、将

とを塾理し、保険金寺±における内部統制1＝ついてまとめる． 来的1＝経営改革につなげることも可能となる。

皿章から珊章では、保険会社のシステムと業務1＝おける内部統制強化1＝向けての現状と

螺題について明らかにし、システム部門が内部統制強化のために果たすべき殺害1」1＝つい
て考察する。

2007 47 1 保険業膀シスτムにおけるピジネ 効率化 昨今、欧米を中心1＿ビジネスルールエンジンとL、っツールが注目されている。海外では保 迅速なシスτム対応と同時に、シスτム処理に求めbれる正確性を実現するためには．
スルールエンジンの適用にっし、て 険業界のみならず、様々な業界で採用され、効果を上げている。 ユーザとシステム部門の関係を現状よりさら1＝密にし、カをあわせて環境の変化に対応し

現在保険業界は、保険金範の支払に関する問題やシステム投資拡大によるメンテナンス ていくことが必要である。そしてそれを可能1＝するためには、メインフレームシステムとビジ

費用の増加など、多くの問題が膿せられ、保険会社各社1＝は迅速な対応が求められてい ネスルールエンシンシステムを併存させ、それぞれの長所を生かすシステム構成が必要不
る、このような状況の中で各保険会社のシステム部門の果たす役寄」は大変重要になってき 可欠である。

ている． 我々第一グループは今回の研究を通じ、ビジネスルールエンジンがユーザ部門とシステム
我々第一グループーは、システム部門とユーザ部門一体となった迅速かつ効率的なシステ 部門というた部署間の壁を越えた開発体制の罰成、そして、将来的1＝起こりうる社会的変
ム対応を目指し、これまでのメインフレーム主体の業務フローから、ビジネスルールエシジ ヒに全社的1こ対応しうる有効な手段であるという縮誠1：至った。

ンを取り入れた新たな業務フローへの転換を提管する。

2007 仰 2 Wob2．Oを利用した順客向けサー WE目 近年π業界のみならず，他業界においてもWob2．O」といっ言糞が注目を集めており，マ W芭b2．Oは、画面の操作が分かりやすく、簡単であり、丁ハイスを意熾する」とな＜Wobを

ビスω研究 スコミ管においても数多く取り上げられている。 利用できるよう1＝なる。また多くの一般の人々が情報の発信源となりW日bは新たなコ…ユ＝
「Wob2．O」とは特定の技術やサービス、製品を指すものではなく、インターネット上でこの ケーションの場になり．その旧軸を元1＝購買活動など様々な社会活動に彫讐を与えること

数年間1＝発生したWobの頸境変化とそのトレ＝’ドをまとめたものであり．次世代のWobであ ＝なる。

るという意味からr2．O」と呼称している。しかしながら、保険業界1こおいては従来からのr 今後Wob2．Oの普及が進むとW日bはメディアの枠を破り、生活インフラとして欠くことので

W回b1．O」的なサービスに留まっているのが現状である。 音ないものになっていくであろう．これまでの研究活助を通して、保険会社がW目b2．Oを活
そこで、当グルーブでは、まず本章1＝て「Wob2．O」に対する世界・日本・保険業界での注 周したサービス向上に積極的に取り組むべきだと感じた．また個社だけで取り組むのては
目度，さら1こは保険業界のW曲の現状を把握することで間固を明確にする。次産以降にて なく、業界全体の共通牒題として改めて考え直す必要があると考える。そうすることで順客
「Wob2．O」の真体的内容の考察、「W日b2．O」を利用した臓客向けサービスの提藁、さら ＝とって保険が身近なもの、分かりやすいものと醒職され、はては保険業界の信態向上に
には保険業界1＝おける今後のWobサービスのありかた1＝ついて提言する。 も鴉がるのではないだろうか．

今後Wobの活用に閲する企業椴断的な協力体制のもと、さらなる研究、胴輪が行われる
一と　って．結びの一とばとせていただく
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2007 珊 3 ユビキタス社西における次世代型 端末 昨今．τレビや新聞などでユビキタス」といっ百葉を目にする機会が蝿えている．そのエピ 多様なサーEスは、お客様の満足の向上に寄与するだけでなく，お客様かb過ばれる保険
携帯端末の研究 キタスで使用されている技術を利用した新しい社会、即ちユビキタス社会の…1」朱と、その社 会社となるため1＝必要であると考える。

会のキーとなるツールである次世代独帯端末1＝ついて情報を収鼻し整理する。そして＝れ また，ユビキタス社会が実現化される＝と1こよってお客椴は多極多櫛なインターフェースか
らの情報を基に、ユビキタス社会における保険会社の螺題を明らか1こし、握富を行う。 ら保険会社のサービスを受1寸ること1＝なる。さらに、他業種とのテーク運捜が進むと、お客

様は保険会社ヘアクセスしている＝とを意識することなく、保険会社のサービスを受けるこ
とが出来るようになる。

つまり、ユビキタス社会ではお客薇が保険会社のサービスを曼けられるチャネル〔ユビキタ

スチャネル〕が飛躍的に増加すると考えられる。＝れにより、今まで保険1＝興味左持たな

かったお客様の開拓等も期待される。
このことから、これからの保険会社は他藁種と積極的1；連投し，ユビキタスチャネルに対応
したサービスをrいつでも」rどこでも」r意蛾させることなく」ポータルサイト上等で提供する

必要がある，これを実現させるため1＝保険会社は今まで以上の努力が求められる。

200τ 47 4 保険歴社と医細情報ソスτムとの 社会・理境、ネット 2007年医那・健康・公聴・福祉分野の情報 昨今、政府の。－J珊日n戦略や医療財政の週迫箒を背景として．医痂分野伽丁化が積極 当グルーでは、保険金祉と医療欄報シスτムのかかわりの将乗像」といっτ一マに対し
がかわりの将来像 ワーク ヒのグランドデザイン 曲1こ推進されてきてい乱特1＝、電子カルテの習及、レセプトオンライシ化、特定礎瞼・保側 て、保険会社1こおいて医療情報を扱う夢務であるr支払」r新契約」r医事統肘」それぞれの

2006年1丁新改軍戦路，極度保険法等改正 指導の義務化1＝伴う健康備報の電子化・棚率化1＝ついては具体的に施策が実施されつつ 視点から研究を遠め、保険会社での利用法、さらにはお客械の視点1；立った利用法につ
2005年rr敏策パッケージ2005．医療制度改 ある．一方保険会社では、近年の支払錆れ問題により、査定業務、醐求勧奨、更には壷様 いても検討を行った。

車夫綱 ヒした商品の保障内容についての見直しが求められている。 ＝のような社会システム基盤のもと，医疵情報を高度に活用することができれば、保険会

2003年保険医療分野の情報化に向けての ＝のような背景のもと、医療分野の将菜的な制度整備・IT化を見据え、保険会社とそれを 社だけでなく、医療機関や医辣保険者、そして何よりお客様にとって極めて有益なサービス
グラシドデザイシ化 取り巻く環境の将来像を追いながら、まずは支払洞れ問題を考察し、医療枯報の活用とい を提供できる可能性を示すことができたものと考える。

2001年π基本法 う観点から、問題に対する改善案、お客糠の視点に立った支払時のサービス向上について
提案する。次に平成20年度より実施される特定拠鯵・保健指導制度にて棚準化・種子化さ
れる拠康情報を新契約及ぴ医務統百十へ活用するための検討を行い、r支払」r新契約」r医
裏統計」の観点から保険会社1＝おける医療椚報への有効な活用方法1＝ついて提案する。

2007 4τ 5 Tウルーフ会社の現状と今後のあり コスト．組織・体制 呆険業界では」れまで、ITコストの肖1」滅．専門知織を持つ要員の確保等を目指し、シスτ ⑪IT　ルー　会社にとっての過度な捜担を回避するために、企画の段階から捗画する。」
方 ム部門を分社化し、rrグループ会社を股立してきた。そしてITグループ会社は、グループ会 うすることで事前に案件の日や予測1＝基づく体制補強や準傭を行なう余裕ができ乱親会

社の一層の業務効率化、親会社向1寸開発の経験を活かした一般市場への実務拡大といっ 社1二とうて毛自システムを熟知している，Tグループ会社が自前で持つ白道1＝親会社はシス

た目欄1＝向け、成長を続けてきた。 テム1＝統制実現ω一助1＝なる。

ところが昨今、lT領域での更なるコスト削減傾向、1丁市珊での価格鯛争の激化、技術革新 ②予算や提案・企画機能など開発するシステムの規模を制御したり、統制・合理化したりす

の加速といった窮境変化の中で．改めて1Tグルーブ会社のあリ方を見つめ面す必要性が る画要な機能をrrグルーブ会社が自前で持つ．逆1＝親会社1まシステム1こ開遺する組織は
出てきている■ 極力なくし本業に専念する．親会社のシステム部門のような立場から自立し、依存悶係を
当喩文では，lTグルーブ会社のあり方1＝ついてr収支」丁人材」r組織」という観点から着寮 改め、責伯…ある立場からシステム昏椚築し、親会牡の利益1こ貢献する．

を行ない、これからの1丁グループ会社のあるべき姿を提1したい。 ③内版業務で培ったノウハウを外販で活かす。逆に外販で得たノウハウを親会社1＝提供
する。これまでの発注者と受注著と高う一方向の関係から、親会社に付加価値を提供でき
る存在1こ変わる．

親会社のシステム部門のような立場から脱却し、グループ内で自立した地位を鍾き、企業
面値を増加させ、グループ全体への資献を図る組織・企業になることこそが．理憩の姿で

ある

2007 〃 6 企業年金を巡る動向とソスτムの 企業年金、共同開発 902年過楮退職年金創設 企業年金を取り巻く環境が変化してきているにもかかわ■ず、それを支える年金数理シス 当研究は、lT研究会初となる年金数理シスr一ムに関する研究であうた．今まで知■れる」
展望について 目66年原生年金基金制慶創設 テムについて1ま、旧乗のままメシテテンスを繰り返して対応してきている塑脱会社も少なく とのなかった年金数理システムの実態と螺題を輝き彫り1＝し、改審策の幌■に縮びつける

2001年確定拠出年金制度導入 ない．また、年金数理システムは長年白社開発で独自のシステムを作り上げてきており， ことができたのは非常に有意義であったと思料する。

2002年確定給付企業年金法施行 年金資産管理などのシステムは共同書業会社股立など1＝より共有化の動きがある一方、 なお、当研究を通して、各社の通年廃止対応への問題意職が非常に高いことが窺えた・現
依然として自社開発のシステムを利用している受脱会社が夫半である． 状のままでは通年廃止期限が近づくにつれ．問題はさらに深刻1＝なるであろう。期限間近
通年廃止1＝伴う他制度への移行期限まであと5年を切りながらも移行が進まない状況であ で大Hの案件を一気に移行せざる崔得ない最悪の状況1こなっても、算務負荷の地大を量
るが、厚生年金保険法の法改正嘗によるメンテナンスがシステム開発に大きな負担となっ 」、限1＝抑え．円滑に処理できる体制を支援するrシステム面での通年慶止対応の躁題鯛

ており、通年廃止対応でのシステム開発まで十分に手が回らない状況1＝ある。さら1こ、従 決」を今後も検証していくべきである。

来年金数理システムは数理計算業務1＝特化され制閉ざされた」システムであったが、W日b
開放による言十鼻緒果の提供やコンサルティング1＝おける概算計算の提供等新たな役割も

求められてきている。

2008 48 1 次世代ネットワークN0Nを活用した 新技術、ネットワーク 近年、1T技術はめざましい進化を続1†ているが、将来のユビキタス社会に向1ナて既存の NG唯活用し、保険会社とお客さまとの間にスピーτイかつセキュアな］呈ユ＿ケージ目ンを
今後の保険箏業の研究 ネットワークでは、通慢の品質・信獺性・遠慶・柔軟性が不十分であると言われている．こう 実現する営業支援ソ1」ユーションとして、以下の3システムを捉薬一
～R開日日冊h　For“n帥卜 した中、固定電話綱や椹帯電話網を一つのlPインフラ網として統一したNCMN酬t ①ユビキタス営業支援システム（効果＝対面営業時間2ヨ奇問±蟹加〕
脚日r日ti㎝’’1・昌u剛。o－u；i［明昌。［ C帥。r畠tio［Notwo｛〕という技術が注目されている。 携帯覚書舌を携行していれば、外出先から社内システム1＝安全1こ撞繍でき、いつでもどこ

N0N～ 本論文では、NONの締徴と保険業界の現状を分析・鵬査し、NGNが保険業界という手1」用者 でも

＝どのような利益を毛たらすωかを目i＝見える形で示すことを目模に研究を進めている。 柔軟な営巣（提案から申込み・入金まで〕が行完るシステム

②フォローナビゲーションシステム（効果1お客さま砧報の有効活用揃れのない効率的な
訪間活動の実現〕
コールセンターやサービス提供書糞者と連構することで．お客さま柵報の最新化や各緬

欄報
｛長期未訪問や契約変更時期〕を元1＝した、最適なアラターフォローを可能にするシステ

ム

③高康ワークフローシステム〔効果：申込みから保険1正券発行までの期間を約7割目1」滅〕

医療郷関や健康保険組合というた外部機関と接続し、健康診断縮果等の医的旧報も電
子データとして授受可能とするシステム

N0Nは営業支援や保全書務など、様々な分野で活用することができ、大きな効果が期待で
ぎるとして、榊GNは保険業界1＝変垂を起こす次世代のネットワークインフラである』と縮喩
寸けている．
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停度 ．回 ．遺著． 1舛ψ ・和フゴ．．」 讐量 標果 策書　．一　　。一．二；　。．．実

200日 4高 2 保険蓑界にお1†る次世代コールセ 新技術、コールセン 9フ9年挑帯棚番サービス開始 近年コールセンター1まお客さま対応の窓口としての役割を果たすだけにととまb　販売 コ　ルセノタ　の導入目的と現状の躁題をまとめそ」か■コ　ルセノタ　に求め■れてい

ンターシステムの研究 ター、順客サービス 1999年iモードサービス開始 促進のチャネルや、お客さまの声を分析し経営に生かす戦略的役富1」を担うチャネルとして る毛のを窪理した。

2000年3月携箒電話の加入者が固定量錯 活用されるよう1＝なっている， 1．お客さま側：「応答率の向上」、『問題解決までの時間短縮」

を上回る日 本喩分では．保険業界を取り巷く現状について整理をしたうえで、上記のような現行のコー 2．保険会社側1断たなセールス方法の確立」

しセンターを分析し、どのような課題を抱えているかを考察する。その上て・コールセン

タージステム1＝関する最新の技術励向を踏まえ、保険業界にお1ナる次世代のコールセン 上記を実現するべく、本提案では以1F4つの携帯電話を手1」周したコールセンターシステム

ター級を提案している。 を提案した。

1．お客さま側＝「応答率の向上」、「問題解決までの時間短縮」

①オペレータ予約システム
お客さまが翌日以降の都含の良い時問帯にオペレータを予約できるシステム

②手繍状況確脇システム
お客さまが保険に関する手航きの状規を確蝿できるシステム

③o船璽新システム
お客さまからの問い合わせ内容を分析し、抽出された環目についてo鮎への反映を

〒うシステム

2．保険会社側＝r新たなセールスカ法の確立」

①次世代セールスシステム
構帯電話を活用してお客さまからコールセンター1：アクセスし、保険商品の対面販売

を行うシステム

200目 48 3 企業年金撒理シスτムについての 企業年金 962年適格退職年金制度創股 近年の企業年金制慶においては．税制I格退職年金制慶の魔止や確定総付年盆制慶の 法改正に強いノスτムとは開発コストを極カ抑乱短い開発期問ω申で開籠可能であ

捉■一法改正に耐えうるシステム 966年厚生年金基金制度創酸 創殴など、夫きな転換期を迎えている．それに伴い、その制度殴計・制度運営をサポートす ’、更1＝保守性1二優れたシステムである。年金敷理システムのうち、厚生年金の基本部分

とは一 2002年融定給付企業年金制度創般 る年金敬理システムについて様々な問題が発生してL、る． ま、特1二法改正の膨讐を亜けやすく，また．画一的な給付殴計しか暇められていないた

2012年遍格退職年金制度資■1股 本提案では、過去1＝さまざまな魅改正が行われ、今後も各社共通の！果題として避けて通る め、個牡特有の＝一ズなどを反映する余地が少ない。他の年金散理システムから、この厚

ことのできない厚生年金法改正対応を中心とした剛モ機閲が抱える問題を解決する年金 生年壷の基本部分を分碓し、禎数の受晩機鯛で共通化すること1二ようて、度賃なる法改正

数埋システムのあり方を考察している。 対応に効率的に対応し、コストシェアや知醐の共右を活用した法改正に強いシステムを作
ることができる。ただし一他システム・非共通化部分とのインターフェースや過去の洪算敬

値等のヂータ移行等、実現するにあたっての検討していかなけれぱいけない得環もいくつ

かある。

200目 蝸 4 Tサ…一トによる順客本位」の その他 近年、保険金の不払いや保険料の取り過ぎ問固を背量に、保険会社のあり方が問われて 本喩文では団客が求めるキーファクタ　を4つ（1必要性　わかりやすさ3加入感4簡素

サービス研究 いる。服客の＝一ズと傑険会社が提傑するサービスの間1＝は胴たりがあり、保険会社はこ ヒ）抽出、その上で、順容を取り巷く現境や順客と会社の隔たリを分析し．胴たりを解消す

れを埋めきれていない、本輪文で1ま．順客が保険会社1＝求めているものは何か。その解を る真体的なソリューションとして以下の4つを捉示し、それぞれ日的や概要、提侠方法、導

犠るため1二、胴客が求めるサーピスのキーファクターを抽出し、これ1＝基づいたソ■」ユーショ 入効県を明示している岨

ンを検討し、1τ時代だからこそ実現できる鵬客本位のサービスを握言している。 I」スクシ…ユレーション

2．ヘルスサポート

3．パンドリマイシド

4．順客盟1肋一ド
上記ソリューションωように、保険会社は従来の保険商品単位｛契約鼻位〕から脱却し、服
客を中心においた柵報提供・サービス捉供が必要であり．こうしたサーピスステージω蛮化

二より、「保険本来の意構の追求」「胴客の人生へω深い開わり」「保険会社を超えた福祉

サービス」が求められ、保険会社問の健全な競争により、間客の選択の帽が広がることに

なると縞誠づけている．

2008 ヰ8 5 椚報シスτム組職の速正化と1丁人 人材・育威 呆険会祉ωlT部門は効率化を目指して、アウトソーシングや分社化等の組職改革を経て 本論文では時代背景により発生した外部要因や常にわきお」ってくる内部畏因を体カ不

材の育成｝Mod町呂tion　of　lT 銘果帥＝スリム化という道を進んできた。しかし内部統制や椚報管理など多くの問題1＝直 足1＝陥らずに対応しつつrス1」ム化」し繍1ナられる保険会社伽丁部門としてあるぺき姿を以

or開［i抽ion訓d　tr呂i［in冨of　rr 薗している現在、人員や組織，人材育成箏1＝焦点をしぼり、「あるべき姿」を提管している。 下のとおり結喩づけると同時に、r紺繊を支える人材の市成について、基幹システムの基

日rof蝸；hio咄1一 本禰造部分と若い人材を結びつける機会を創」出する必要性やスペシャリストによって知職
の横展開を亜1ナた『セ…・スベシャI」スト」の概念を捉■している。

【π部門としてあるぺき姿】

1．人員の通正化
・組繊を支え、動かしてし、く「人」が質・■共1：最遁1＝保たれている二と。

2．組繊の見直し
・現行業務を常に見匝して、業務のi聾度を最新化するタイミングを股けること．

・見直された業務1＝対して最適な人員を配置する柔散性をもつこと，

200目 蝸 6 保険会社のホームページの研究一 インターネツト イノターネ外の普及利用寧の±●加に伴い企業のホームヘーソが棄たす役宵1間客一一 rお薯さま一一ズの実現」とr投責対効棄」のハランスをとるだけではお客さまにとって毛保

お客椴1＝とづても保険会社1＝とって ズは多岐にわたり、貫裏性も増してきている。本㎜文で1ま俣険会社の赤一ムページ1＝おい 険会字土にとっても幸せになれるとは阻らない白ビジネスの基本は、順容を集め、南品を脱明

もしあわせになれるホームページの て、お客様1ことっても保険会社にとoてもrしあわせ＝不白由・不満がなく心が満ち足りてい し、舗得して嗣入してもらい．アフターフォローをすることで頑客満足度を上げ．次のビジネ

研究一 る状態）」になれる赤一ムページを実現するための手法を、二一ズ、販売方法、接鈍チャネ スチャンスヘと擁ぐという好術環なサイクルを作り上げることであり、お客機の二一ズ崔満

ルの各側面から考察し．提薬している。 たすことはある棚当然のことである。

本誠文においては．P－Pの活用、契約者専用ぺ一ジにおけるパーソナライズの通用、企柴
価値向上における情報価値戦路，対面販売におけるコ…ユニケーション支摂ツール、ダイレ

クト販売1こおけるビジュアルコ…ユニケーション、チャネル拡大1＝おける斬しいサービスの創

出等のキーワードで、お客さまの二一ズを満たすだけではなく．その先ω付加価健を裏据

えたrとてもしあわせ1＝なれる赤一ムページ」を提案している・
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2009 40 1 仮用化技術による　準化効寧化 新技術、コスト、効率 2007年銀行窓販親制緩和、
の研究

仮想化（ハードウェア自体が持つ、本来の処理能力はそのままで、見かけの処理能力」を
化 2005年4月個人旧報俣駈法、 血」的1＝向上させる技術〕についての輪文．仮想化とは何か．仮想化技術の導入効果とは、

コスト，リノースの有効活用につながる仮想化技術だが、アンケートの結果、現在、仮想化

呈。o日年ネット早業生保回生
技術を導入している保険会社1ま56％。対象は影響節団の少ないシステムや開発・テスト

保険業界の動向と燥遡とその解決策の提案1＝ついて掲誠している。 環境にとどまっている。原因は、有職著不足．体制の未整備等である白この欄文では、「仮

想化技術を用いたシステム基盤の柳準化」を検討し、仮想化技術の普及1：新たな一石を

投じる役富腔目指している■

2009 49 2 保険菓界にお1ナるOSSの活用につ 新技術コスト効率 Li［u＾，＾p日。h日．Eolip岳8を代表とするOSSが普及し、低コストでのシスτム椚襲が可能に

化
現在、保険販売市場の飽和など、保険票業の環境が悪化しており、収益確保に資献できる

いて なってきているが、僧頓性重視の保険業界では大い1＝活用されているとは高いがたい．そ システム構築のあり方、システム投資、システム開発ω効率化を模索していく必要がある。
ごて．OSSの特徴、導入時の螺題、保険業界1＝おけるOSSの活用方法窃を論じてL、る。社 回1コスト、萬効率なしステム関発への要求1＝対応する方法として、r商用ソヲトウェア中心の

内端末、営業職員端末へのOSSを導入した埋合の効果毛論じており．システム開発の効率 システム実装」r各社別の非効率なシステム欄築」ではなく、rコスト削減を目的としたOSS
ヒヘの提案毛舎まれている． 適用領域の拡大」r保険システムの共通化，共同開発」という2つの主≡畳を研究結果として

提言している。

2009 40 3 地球環　呆曖に向けた「リーン 社会・環鼠コスト 200高年京都躍疋■、 呆険業界におけるグリーン1Tの適用脆囲と、紙使用■、姐カ使用日の削減に向けた方策
1丁」の研究 旭92年エナジースター1米国現前庁〕

保険事錐においては．従来、保険会社とお客様を中心主体としてきたと毒見bれる。グリー
を論じ，閏1」滅効果のシミュレーショシを行う。また、今後の生撮保業界としてのグ1」一ンlTの ン□rの概念は、＝＝に自然環境という新たな主体を加える＝ととなる白自然頚境の保聴1ま責
あるべき方向性について提■を行う。 璽なテーマであり、自然環境、保険会社、お客様の三者において，特定の主体1こ負担が偏

ることのないよう取り組みを進めていくことが肝要である。＝の鮒文では、グリーン1Tの各種

真体策の定量的な岬価を通じ、その可能性を示す＝とができたと考える．

2口09 蝸 4 メインフレ　ムの複桁 メインフレーム、SO＾ 964年旧M，SYSTEW360シリー　発売 生命保険会社では、長年にわたりメインフレームを中心とした槻閥シスτムの糟築を実践 現在の社会の現境変化1＝対応して、生命保険シスτムは，ホストか、オー　シか」といっ
してきた。保険会社特有の膨大な宇一夕を一元哲理し、大■の処理を効率的かつ安定的 た二元論に執好する＝となく、おのおのの特性の融合を考えなければならない日この視点
＝掠助させることのできるメインフレームは、生命保険システム1こおいて確固たる地位を確 こ立って、メインフレームを出発点に信頼性、リスク管理、柔軟性、保守性をあわせ持つ生
立してきた，しかし、近年uNIXやWNDOWSなど、オープンシステムの技術革新や外部環境 命保険システムの理想を実現していく必要がある．そのためにも多くの人で理想像を共有
の急激な変化1＝伴い、メインフレームを使い続けることに漠然とした不安が浮かび上がって していくことが質要である．

いる。そのような不安を明磁化すると共1＝、生命保険システムでのメインフレーム活用の可
能性を摸索し、メインフレームの将来像を描く，

2000 49 5 保険業界におけるS目aS（So舳呈ro クラウドコンピューτイ 2009年山梨蛆甲府市1＿て建額給付金支払 呆険シスτムに対する要求は、スピード感のある対応が求めbれている．また、プロードパ
目昌昌S酬io昌〕利用の研究～営業 シグ、効率化 管理で『S目1日日Foroo』を導入

S朋Sはサービスの積簸が自社開発と比べて容易であり．サーバを自社で保有しないこと

支援業務へのS盟S適用ケースス
ンドなどのインフラがO」的に進化し、クラウドコンピューティングやS朋Sというスピードが求 から、rスピード」とrコスト」の面で強い刈ットを持つ技術である、かつ、現在進行形で利用

められる環境に適したサービスも置場してきている。しかし、保険業界にお1千るS目名Sの利
タチイ～

が拡大している技術であり．今後システムの主流となる可能性が高い。しかし、導入1＝遁き
用は問題となりうる要因をはらんでいる。データの外部保管や目1こ見えない連用等、ユー ない分野がある。そのため、過する分野ではSa日S化がますます進む一方、適さない分野
ザの不安感は少なからず存在する。この論文では、S舶Sの置かれている現在の環境を ではS畠畠Sの技術から取り残される二極化の流れが起きることが想定される。他者との競
踏まえて、保険業界としてどのような利用の可能性があるのかを考察している一 争上、貫要となるコア業務1こついては、r既存資1原の存在」rセキュリティヘの不安」r週1廣

湖への仕組みへの不安」r自社要件への親和性」の4つの懸念点から導入が困難な分野と
なる．しかし、S昌aSは現在進行形の技術であり、日々技術が革新されている。競争が激化
する保険誰界を勝ち抜く上で、今後ますます重要となるであろうコア業務への1T投資効果
の向上を実現する可能性をもつだろう。

2000 49 6 保険業界にお1＋るS舵S（So冊陥胴 クラウドコンピューτイ 99島隼ASP登構、 イノダーネットの普及により，ユーザが必要とするアプリケーションをネットワークを通じて提
目昌a　S帥io日）利用の研究川S目目 シグ 2005年S目ヨS登場、

」の輪文ではS呂昌Sについて色々な角度か■検1正し、その可能性について検！正と提言を
共する＾SPが1雪晩年頃1＝登場した。インターネット技術が高度化していくi＝つれ、＾SPは遣

Sが保険業界を変える一 200晦＾SP業巻聰定制度運用開始
行うている。S目畠Sは様々なところで使用され始めており、使い方1二よって1ま大きな効果を見

ヒし、2005年頃からS昌畠Sが脚光を搭ぴ始めた。S朋Sではこれまでネックとなっていたセ 込める。

2009年i月S呂昌S向1寸SL＾ガイドライン（経済 キュ1」ティ1」ズク、通信速度、自社システムとの親和性といった問題が改善され、各企業が
産業省〕

従来のシステム開発手法を続ける，あるいはS昌日S以外の手法を採用するという華ももちろ
積極的な活用を検討する段階に窪し掛かってきている・この喩文では、保険業界のシステ ん選択肢としてあるが、時代の流れがシステム開発に対してより速く、より低コストを求める
ム開発に従事する立場から、S舶Slこよる新たな価値のO1艦を実現すべく，保険業界固有 よう1＝なっている今，S甜Sの採用ということがこれらの躁題1こ対するひとつの強力な解とな
の業務システム1＝おけるS明S季1」用の可能性を研究し、S明S導入1＝向けた検討プロセス、 」えるのではないだろうか。

S朋Sの利用1＝よって生まれる新たなサービスについて提■を行っている．

200目 49 τ ワ　クライブハランスニ方よしの 人材・育成 昨今、ワークライプパランス㈹L目〕の重要性が叫ばれている。内閣府仕幕と生活の醐和推
研究

企業・組禰・個人の二者がWL目を実現するには、まずは企紫がWL目実現1＝向けて、組織に

対して真体的な数値目視や指針を示し、本気で業務効率や職珊踊劫改轡に取リ組むよう
つ． ＝働きかける．取組みは継統して行い、結果について岬価を行う．これ1＝より組織がWL日に

主体的に取り組むよう1＝なる．組織は業務コントロールやチーム内メンバーの育成に取り
就労による経済的自立が可能な社会 組むことによって，企業が示した目欄達成のため1二行助を起＝す。その結果、個人は目補

2．便廣で豊かな生活ωための時間が確保できる社会 運成1＝向けて仕事のやり方を見直すようになり、自ら行動できる人材1こ成長する口個人の
3．多様な働き方、生き方が選択できる社会 成長1＝より社章の効率や質があがり、企業の業細＝賀献ができる，

企業が組織の考え方を変え、組搬が個人の行動を変え．個人が変わったことにより企業カ
我々金鉱1丁部門におけるWL日は今どのような状況1＝あり、WL目実現のため1＝は今後どうし 成長する．この研究ではこれを「三方よしの回転」と名づ1ナた。

ていく必要があるのか．この誠文では、金融1丁部門の現状を整理し、螺融解決1二向けた他
企業の取り組み算例を参考1一しながら、W岨実現のための施策を提言している

2009 40 9 rr業界におけるワーウワフハラノス 人材・育成 当研究で1ま、職増環境ω改善や優秀な人材の確保に向けて、保険業界の1丁部門がrフー
一仕裏と私生活の両方を充実させる

企業がワーウライプパワンスを推進していく珊合、まず自社内の問題点を把握し．どっした■

職場環境の研究一
クライブバランス」をどのように追及し、働き方を変革してL、けるのかを考察する。また、π

部門および企業という組織と、そ二1＝価く個人の双方1＝とってプラスの効果を生む職場環境
良いか計画を立てる｛PL州）。その後、実際1ニワーグライプバランスの推進を図リ｛DO〕、推

進状況の確醒、燥題はないかの見直しを行いlCHEOK〕、改善した上で従業員の実態1＝即
を欄築するためにそれぞれが細じるぺき施策1＝ついて考案することを目的としている。 した施策1＝つなげていく（＾OTlON〕というPDC＾サイクルに基づいた実践が必要である。

ワークライプバランスが実現されている状態とは以下の3つの状態と定握し、ワークライフ
｛ランスの実現がもたらす効果を示し、保険業界n一部門の現状と煤題、螺題解決に向けた

また、ワークライプバランス施策を成功させるには、まず、それを経営戦路の一環として推

進していく意思を、経営者が従業則こ周知徹底する＝とが必要である。そのためには、経
施策を論じている口

①性別・年齢噌庭損境1こかかわらず、価く人が仕事と私生活の両方に対して満足を得ら
営者の意思表明に加え、施策推進組撤を設置すること1＝よって意思を明確化することも右
効である。そして施策の推蓮1＝あたっては．利用者や現場の声を汲むことも不可欠であ

れる状態 る．

②仕事と私生活がプラスに相互利用することにより。く人の人生への充実感幸福感が端
していく状態

③社章と私生活の最適なバランスを働く本人が選択でき状児1一応じて襲えられる状態
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海度

2009

・賂

4自

選書 全イ影一一

仙k年金の。向とシステムの方向
性1＝ついて一WE日を中心とした投

資教育サポート方法の考察一

キ」ワ。き一

企業年金

貨量

2001年10月確定拠出年金制度発足

優資

確定拠出年金（DC〕1ま2001年に制度泊発足し、目年が経過した。現在まで1＝加入者・受記

者とも増加し．今後も皇012年3月1＝適格退職年金の廃止等のイベンH＝伴って重なる±書加

が見込まれる。また、マッチング拠出革新たな制度改正も見込まれている状況である。
このような状況の中、運用関連業務・記録閥運業務を担う立須の研究メンバーは，現状分

析を行いながら、その中で加入者向1ナの投資教育サポーH＝着眼し、加入者の立撮に立っ
た解決策1＝閾しWE目を中心とした観点から検討した自

また、この論文1＝おける握管をまとめる1＝あたり．海外の確定拠出年金制産にて用いられ

ている投資教育に関するシステム的方覧で、日本1こおいても参考1＝できるであろう韓国確

定拠出年金の現地醐査も行い、状況について付録としてまとめている．

転調

DO加入看の実態は2つの層1＝大別される。一つはDClこ無関心な加入者」もう一つは
『投資1：閲する知織が不足している加入者」である。DC制度は、加入者自身が自己責荏

のもと運用を行う必要があるものであり、そのためにDO導入ヨ寺研修や継統教育尊ω投資

教育を通じ、酒用指図を理解し、賀麿を適正1こ配分でき、収益状況を把樫できるよう投資

教育を実施するものである。その結果、一人でも多くの「自己責任で計画的に運用を行え
る加入者」1＝育成すること崔DO制度は目指しており、この加入者像がr理想の加入者」の

姿である．多くの胴査から、現状は「DCに無関心な加入者」および「投資1＝関する知識が
不足している加入者」と、r理想の加入者」の姿に大きなギャップが存在し、このギャップ

が．目指していく健全なDC制度を揺るがしかねないものであリ、これを埋めることがDC制

肇鷲呈暴．篇捷潜灘顎嚢義蕃誌鵡艦墨ま駕篭饗麟諾妄を
誠じ、効果をシミュレーションしている。

N①H
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険業界

一鋤・一・二鰯．．．一渕．．一、・鰍、一一一；、．鰯竜一’

◎　　審議歴　叩　険。理1L関　る口 」提出

π業界 ●国民年金蝿度発足　1

陰捜業界 ◎道格退職年金創設
●団体年金保噴発売
○自動車俣険料畢算定会設立

●企業年金保険発売

◎1目阯SYSTEM 300シリ一ズ発売

9鱗灘霧会1
◎大蔵省銀行局に保険部設置
●団体定期保険災害特鈎発売
●民間生保保有契約高国民所得比100％突畦

●海外旅行生命保陰発党
●厚生年金基金保険発売
○地震保険に関する法律 公布施行
○地震保険発売

●商工会議所共済制度の理扱開始個団
●各種交通策害特約発売

◎＾丁畠Tl＝てUni買開発

◎グループウェアの前身＾叩州E 登場

◎日本万国博大阪で開幕
◎公衆竜気通信法の改正1＝よりデータ通信サーピスが制度化

◎日中国交樹立
◎ゼロックスパロアルト硯究所がオブソェクト指向言語S冊 丁目1畦開発

◎TELN Tの開発
◎第’次オイルンヨック

◎監査 商法〕特例法の改正1こよ 金融業も財務諸表監査の対象となる

●生保業界共遍教育制廣実施
●生俣業界クー」ングオフ制度 実施

1
◎旧本情報処理騎発協会にてソステム監査委員会」を設置

●財形貯蓄保険財形給付金保険発売　1

●定款釣款の保険契約時申込時記布を実施
●勒形住宅貯蓄保険発売

；議護畿開始1
◎平均募命世界第1位
◎日本監査役協会にてEDP監査研究会を 発足
◎通産省「電子計算棲システム安 全対策基章」制窪
◎竜子メールo〕開発　1

●渤形貯菩積立保険発売
●ベステイング制度開始1　　　1◎宮城沖地震発生

日本情報処理開発協会『 ソステム監査基準儲案〕」公表◎
1覧2次オイルショツク◎

竜子式 の日本語ワードプロセッサ登場◎
旧πファンクションポイシト法」◎

財産形成基金保険発売●
生命保険協会情報交換制度実施●
公衆竜気通信法改正｛企業間ネットワークω認可）◎

i　TOP／lPの開発◎
形　金保険　形年金

保険以丁ム
立保険発士●

●旧M 010型導 入｛某生保〕

○本社内に機椀 計算室設置EDP ｛某損保〕

○外給・新契約F＾COM処理稼動 某生保
●決算事務〒一プヘースF＾COM拠理稼動 某生保
●旧M1440導入型導入｛某生俣〕l　　l
●ゼロ・ クスソス〒ム1＝よる保険証券作成開始｛某生保〕

○蟻合携櫨化推進本部設置｛某損保〕

○電算セノター完成夫型］ノビューターI M300導入｛某損保〕
○入事給与の冒鼻処哩開始（某損保〕

●コンビ ユータセノターの発足｛某生保〕

●本社内オンラインシステム穂聰 某生保
●OCR導入｛某生保、某生保〕
●NEED導入膜生保〕1

●本社一名古屋大阪間オンライン化＝某生保〕
●企業情報オンライノンステム穣動康生保〕

●全国オノライノソス子ム擦動｛某生保〕

●伍人保険続合マスターファイル ヒ（某生俣｝

●本社間オンライシシステム穆動 某生保
　　　　　　　　　　　　　1●団体定期保険（グループ〕ソス〒ム稼動

qム稼雛麟鰯蕊鍔鱗；；1
某生保〕

自動車保険オノラ インシス
全国オ＝’ライソシステム（支社〕稼動｛某生保）●

転旗照会オンラインソステム稼動｛菓生保〕●

事務オンラインンス干ム稼動｛某生保〕●

支社靖未配伽開始（稟生保〕●

新契釣オンラインンステム櫨動名寄せ処理開始｛某生保〕●
会計オンラインシステム稼酬某生保〕○

オノライン全国オットワーク完威（某生保〕●

財 貯蓄保険ンス〒ムω共同開発●

1　団体俣険システム 寡酬某生保〕●
転換設計書作成シス〒ム稼動（某生保〕○

新銃舎オノラインンステム稼酬某生保〕●
1企業年金保陰ノス〒ム撃酬某生保〕●

代理店事務携枯化ンス〒ム開発一某損保〕O
實産運用財務貸付本社内オシラインソステム稼動（某生保〕●

営業オンラインシス子ム 豊動（某生保〕●
I本荷一名古屋大阪聞内器化｛某生保〕●　　　　証券の漢字印宇化1某生保〕●

全国の母店およぴ査定オフ イスでオンライン檀靹寛2次オンライノ｛某損保〕o

ア舛ユア■j五 ◎EDP関東関西含同セ、ナー開催 第1回 DPセミナー｛現π 研究夫会 ◎EDP特別委員会をEDP
π研究会

委員会に改称
◎社団法人として創立繕会蘭催 ◎EDPセ…ナーをEDP年次大会に改称 ◎国際アクチュア」一金議貫京開催

◎EDP特捌萎員会設置 ◎損保各社がア クチュア」一会の賛助会社となリ年次犬会1＝書加 ◎萌査研究グループ活動の支援を闘始
ア　チュアー一 座生　　会か、

1明o 1醐1 一蝸2 鯛3 1蜘 1刮閲　　1　　　1007 99 t棚 帽一〇 101 1岬2　19τ3 1師4　胸τ5　19珊　　一9η 岨珊 ”79 1脳，　一鎚1 髄 19
7j s39・ 1．　S4　。 ．‘■ 一一」 副里」1．S50：」・S邑． ’　　’ プニ 』

●1生保関連イペントo1損保関連イペント◎生損保共通、その他

一262一
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包邊。一　卸08　釦09

◎労働　　VDT作　に　1寸る労　衛　昌理の目標」を発表
◎日本初のコンピュータネリトワーウ「JUNET」開設

●個人年金保険料税制竃楮特約発売
●大童省、お替管理の自由化実施
●保険料頭金制度開始1

　　　◎電気事業法施行帽聞企業の通事業参入の自由化〕
　　　◎保険審竈会答申｛高度情報化社会の到来へω対応〕
　　　◎著作権法でコンビュータプ回グラムを保護

　　　◎Nπ情電公社〕民営化
　　　●団体定期保険こども特鈎発売

●保険金据置支払常度開始
◎情報処理技術者に「システム監査」が加わる

◎労働者派遣事薬法施行
◎男女尼用携会均等…圭施行

◎金融情報ノステムセンター金融濃劇＝おける個人データ保証ω

◎インターオット1＝よる企　内システム｛インドラネット〕カ皿増

◎改正保険業法施行　1　　　1　　　■
◎通産省『民間部門1二おける電子計算儂姻理1＝係る個人情
◎SoWがIOチリプ『F日1■C，（フェ■』カ〕」を開発

◎金融ピツウパシ

◎lP童話登場1
●生保の損保子会社。社設立事業免許取得
●縛舎福祉団体定期保険発売　1

○損保ω生保子会社11社設立事業免許取得
　　　　　　◎金融監督庁｛現、金融庁〕設置
　　　　　　◎オープンソースが話題となり、Li

　　　　　　◎プライバシーマーク制度スター
　　　　　　◎ASP登場　　1　　　1

＝めの取扱指針発表
◎第二冒冒日本子レコム日本高速通信ω3社が長距離電；舌サービス1＝寺入

●変額保険発売
◎金融情報ソステムセンターから喰融犠鵜等のソステム監査指針」が発表
●富国生命東邦生命第百生命と日本ユニンス1＝よるr団体年金特別勘定ソステム
●口座振替特約新設　1　　－　　l　　　l
　　　◎「ノステム監査人国際会議」が日本で初めて開催
　　　◎ISDNONS64〕サービス開始1　　　1

◎OR＾MM（COT＾Ri出＾［目1ソ宮；雪M旦n目的而

；雷麓議嘉積立保子規1
nt　M日出

●介議保障移行特約団体生存保険等発売
●保障ｻ弩鰐麟1

◎lSDN｛1NS1500〕サービス開始
○生命保険と国債ωセ外商品発売

◎通産省「］ノヒュータウィルス対

dolo馴〕

繁基準」発表

●斬企業年金保険拠出型企棄年金保険等発売
◎MSVi；u昌I目目5io1．O貝責…壱（英言吾咄巨のみ〕

◎Linu■V町彗ion0．01　　I

●国民年金基金保険等発売
◎JR＾M｛」OPDEC冊彗k＾o日一リ≡i葭Mothod〕

◎ISOC｛インターネット協会〕設立
◎エナジースター‘米国曝境庁川

●消費者信用団体生命保険等発売

◎W［do冊NT発売

報の保証1二関するガイドライン」改定

“皿等のフI」一ソフトが注目

0損害保険契約者保証機構ω創設

の共同開発

S山開ソ

P＾S

◎改正男女雇用描会均等法施行
◎不正アクセス禁止法
○特定日的会ヰエSPC〕を使ヨた証券化手法1＝より基金募集｛某生保

○雲行・保噴会社間ω子会社方式1こよる相互参入
◎＾DSLを中山1＝ブロードハノド利用者が告増

◎第三分野商品の販売国内保険会社本体1こ解禁
◎携帯電話でのイフター才ット接続が昔及し始める1

◎JR東日本が非接触式ICカード葉車券rS
◎雪子署名法
◎訂。開始
◎rr基本法
◎硅定繰出年金制度導入
●『lS0刊O01」；塞証取得‘某生保〕

◎住民基本台帳ネットワーク

◎硅定給付企業年金法施行
●銀行窓販売向

経済産業省「情報セキュリティ監査釦度」開始◎

ヨ比ンクサービス帽子マネーサービス〕を開館◎

M0‘ハスモ〕やn自

◎北海道南西沖地震発生｛支払保険金額η偉450
◎阪神・淡路大震災発生｛支払保陰金額4

1万円〕

民基本台帳カード交付◎

け商品発売

新君県中越地霊◎
福岡県西方沖地震発生◎

個入情報保証法施行◎
保険金不払問題◎

I　　S朋S登場◎
改正男女雇用機

明。｛ナナコ〕W＾OMフオン〕など

3億5．η万円〕

◎IP｝Oの登場1　　1　　1
　　　◎Do■Ph－10V，畠u対日a；1040」o｝目圭註曙
　　　◎Wndo…；05発売　　　1

　　　◎インターネット利用の急拡大
　　　◎フレームリレーサービス開始

●団体就業不能保障保険等発売

プりペイ

1蜆｛スイカ〕」サービスを開始

　　　会均等法施行◎
ド型雪子マ秦一が参入◎

郵政民営化◎
保険法公布◎
京都議定書◎

＾SP業者認定制度連用陶始◎
　　　　　　　囲S向1S｝ガイドライン確済産業省〕◎
　　　　　　　　　銀行等1二よる保噴発売全面解禁●
オット生保参入SBIアウサ等ネット専棄生保会社の設立●
　　　　　　　　　　1　ペイジーの導入‘某生保〕●

甲府市にて定額給付金支払管理で豆S目1舵Fo欄！を導入◎
法人向けインタ．ネ，トサーヒス（某生保〕●

営業人事シス丁ムω再
海外金結先物システム

●全支社にファクンミ■j設置f菓生 保〕

●【L1NC】財形俣磧子一夕集配信システム稼動

●【uNC】医療保障保険契約内容登録’ステム稼動
●【L1NC】生命保険募集人登録シス子ム稼螂1

●国債盤合有価証券オノラインンス子ム稼酬某生保
●A睦使った「融資判断エキスパートソス〒ム」稼酬某生保〕

●お客様向け種票の住所名前ω漢字化｛墓生保〕

●皆人ローンソステムの再構築＝某生保〕

●国際ネリ

構築｛某生駒●
徹酬某生保〕●

泉北コンピューターセンター（某生保〕●
ミ中讐を蘭≡く当≡ヨE宅±内幸皇’ヒエ圭圭…白’果〕●

　　携帯墳未機導入て某生保｝●
　営業用パソコン設置｛某生保）●

債権情報ノステム稼酬某生保〕●
　力一ドシステム穆酬某生保〕●
　全店1こワープロ配伽某損保）o

代理

【L1NC】新契舘内容登録システム稼動●

医療保障保険オンラインシステム稼酬菓

ワークシステム稼動〔某生保〕

生保〕●

厚生年金オノラインソステム穆酬某生保〕●

資産運用管理シス〒ム椋酬某損保〕o
店業務対応バリコンノステム提供開始｛某捜保〕o

DWHシステム眩酬菓 生保〕●

インターネ外通販開始（某生保〕●

営業用携帯パソコン更改｛某生保）●

『セキュリ子イボ1ルー策定」ぼ生保〕●

　証券管理シス子ム稼酬某生保）●
　　百客データベース稼酬某生保〕●

多撮点型w会議ソス子ムの導入｛菓生保〕●
　iモードによる営業支援サービス開始｛某生保〕●

代理店支援イ’ターネ外システム稼動f某生保〕●
営業担点からの照会対応を行なうrヘルプデスクシステム」〔某生保〕●

企業保険WE日ソステム（加入状況昭金将

自社＾TM稼酬某 生保〕●

営業用携帯パソコー導入t某生保〕●

轡合資産運用シス子ム稼酬某生保〕●
会話型・代理店オンライン稼動。

生保共同＾TM才ツトワーク運営開始●
某損保火災専用字外ワーク稼動｛某

1【L固O】退職者
損保〕o
吉報登録ソステム櫨動●

団体信用生命保険オノライ ン化｛某生保〕●

端末打饗．＝よる入金処理｛OCRも存置〕｛某生保〕●

請求著作成～畑理界

一1N0】生

●ファームハンギンケ開始｛某生保〕

●全国の支社にパソコン設置｛某生保）

○自画車保険金オノライン稼動ファーム

了までΦ工程管理のシス〒ム｛基生保〕●

来予患受取年金額計算臓酬某生保〕●
法人募集代理店シス干ム稼釧某生保〕●
　　インターネット生保開始（某生保〕●
　　　l　　l　X－NET鞍酬某生保〕●

　寛子提案客システム碇酬某生保〕●
　　変額年金システム櫨動（某生保〕●
お客様情報管理シス子ム導入僅生保〕●

　401K共通管理システム｛某生保〕●
　　コールセンターシステム（某生保j●
　　　　　　1　　」　生保＾TM事業度止●

他生保へのsI業専門の喉険ソ1」ユーション事業部」発足｛某生保〕●

営業用暖帯パソコン更改（某生保〕●

内勤用雪子メールシステム稼酬某生保〕●

　　　　　不副産システム再描簗稼酬某生保〕●
　　　　　企業年金業務シス子ム稼酬某生保〕●

生保向け銀行窓販フロノトソス子ム稼訓某生保〕●
　　　　　　　　Lモード1こサイト開設て某生保〕●

　　　　　　　　iモード1ニサイト開設‘某生保〕●

　　　　　　　　＾TMサービス拡大（稟生保〕●

命保険募集人登録システム大規模改訂｛クライアノト／サーバ型〕●

個人保

｛ノギ’グ開始｛某損保〕

践契約管理新契約システムの再律集（某

1代理店シス〒ム穆酬某 生保〕●

介竈保険事業者指定オンラインシステム｛某生保〕●
1　団体保険システムサービスセンター（某生保〕●

攻世代璽代理店システムサービス開始｛某損保〕o

保険

生保〕●

　　　　　　　全社リN完成（某生保〕●
　　　　　ホームページ開馴某生保）●
テレフォンサービスセンター稼酬某損保〕O

次世代生

料口座振替手続

全社情報ネットワーク櫨酬某偵俣〕o
　公式ホームページ開設｛某損保〕o

　l　　l　　l

需繧〕、Nの導入｛単生保〕●

チータのセノタ集中化｛某生保〕●

翁保険契約管理ソステム稼訓菓生保〕●
　　　　撮点システム稼動｛某生保〕●
　　　年金数理システム稼酬某生保〕●
きω重子化エモパイル決済端末x某生保〕●

自賠責保険の共同ノステム稼動。

●公社債管理システムの共同開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12㎜年対応◎
●販売活動支摂システム稼酬某生保〕　　　営業日員代理店1一よる生損トータルサービス活動用ソス〒ム稼酬某生保〕●

譲駕篇㌘↑測1　　　　　　　　　‘ン鶴雀織簸欝；
○自賠責査定オンライシ稼動僕損保）　　　　　　　　　　　　　　　　某損保火災デジカメセンター開設（某損保〕O
　　　●全国オンラインシス〒ム｛機関〕葦酬某生保〕　　　　　　　　　　　1　　雪子帳票シス〒ム猿酬某損保〕o
　　　○生保共同セシター山NC〕開通・生保V州開始　　　　代理店構軸オットワークとW雷オノライフを稼酬某損保〕O

　　　●【LlNC】月払団体扱生命保険テータ集配信シス〒ム稼動

　　　○【LlNC】各社間映済システム稼動
　　　○損害保険ネットワーク稼酬損保V州〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【uNC子一プ・紙媒体から暗号｛

事務ノステムのWE目化｛某生保〕●
ブロードバンドネットワーク化｛某生保）●

代理店接続

【LlNO】支払査定時照会ノステム稼動●

　　　　　　営業用携帯パソコン更改（某生保）●
保全イメージワーウフローシス〒ム櫨動｛菓生保j●

　　　　　　　保険会計テンプレート｛某生保）●

販売チャネル管理リリューソヨソSRM〕｛某生保〕●

　　　　　　窓販代理店支援シス〒ム（某生保〕●
　　　　　　　1　年金支払システム｛某生保〕●

　　　　営業用偉帯パソコンシステムWE日比＝某 生保〕●

ノステム稼靹｛某生保〕●

新製鉤引受査決定シス〒ム稼酬某生保〕●
　　　　支払査定システム稼酬某生保）●
　　　営業用携帯パン］ン導入（基生保〕●
　　　　l　　1　　営業支援ソス子ム導入＝某生保〕●
　　　『ご契約のしおり約款」のCD－ROM版作成嘆生保〕●

伝送に

rL1NC】死亡率等統計システム稼動●
保険金支払システム婁伽某生保〕●

切替工情報演洩防止作業効率向上へ一ハレス化推進）●
｛イルWE目サイト開設（某 保〕o

”榊　　1欄　　1鎚O

◎EDP委員会をシステム委員会1＝改称
◎EDP年次大会をソス〒ム研究大会1＝改称

◎ソステム関係優秀詰文表彰を開始

198一　　一9欄 1田9 19蝸 1991 ”02 1軸3

◎『アクチェアリー行動規範」制定

1鯛目　1095

◎「生命保険会

　r生　　　生命

◎ソス丁ム委員会をπ委員宮1＝改称

＝S肋．　一S醐、 一閑． ．一 L一二 冊、・．

◎ソス〒ム研究大会をπ研究大会に改称
の保険計理人の実務基準」制定1

　200バ死亡1
一棚　　19切　　10靱 1艶9　醐胸　　2001　醐睨

r　三 生命　2㎝1

．脇　　　閑　　．■o 冊1．　．■1　　　　3　　冊4 i5 舳辮0

2005

削 舶
200フ　釦03
舳9　　　　　　　一一．

●＝生保関連イベントO＝損保関連イベント◎生損保共通，その他

一263一




